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「文書館」をつくる　―市町村が拓くアーカイブズ活動―

第45回全国歴史資料保存利用機関連絡協議会全国（安曇野）大会

大　会　日　程

11月14日（木）

８：50～12：00
[研修会Ａ］視察（定員①23名　②35名　③55名）

①[松本―安曇野コース］松本市文書館→安曇野市
文書館

②[安曇野コース］貞享義民記念館→安曇野市文書
館→豊科郷土博物館

③[安曇野直行コース］安曇野市文書館

11：30　受付

12：00　展示・ポスターセッション

13：30　大会開会式

13：50～15：20　[公開講演会］
独立行政法人国立公文書館長　加藤　丈夫

15：30～16：30
[研修会Ｂ］

「アーカイブズ入門」
全史料協参与
松本市文書館特別専門員
　小松　芳郎［研修会Ｃ］

[研修会Ｃ］
「戦後社会運動のアーカ
イブズとして―立教大学
共生社会研究センターの
経験と課題―」
立教大学共生社会研究セ
ンター　平野　泉

16：40～17：00　[調査・研究委員会報告］

17：30～19：30　交流会

11月15日（金）

９：00　受付

９：30～10：30
[研修会Ｄ］

「市町村の公文書管理
―アーキビストの前方進
出の視点から―」
藤沢市文書館
　櫟原　直樹

[研修会Ｅ］
「地域史料の危機管理
―長野県における史誌編
纂事業との関わり―」
長野県立歴史館
　村石　正行

10：40～11：30　[大会テーマ研究会］
報告①「安曇野市文書館の開館について―公文書館
機能ミニマムモデルの活用―」
大会・研修委員会委員／安曇野市文書館　青木　弥保

11：30～13：00　展示・ポスターセッション

13：00～14：20　[大会テーマ研究会］
報告②「長野県内市町村の『公文書館機能ミニマム
モデル』を活用した実態調査について」
大会・研修委員会委員　新井　浩文
報告③「市民要望としての公文書館設置―上田市公
文書館の設置などについて―」
上田・東御・小県地域史連絡協議会会長　小平　千文

14：40～16：30　[大会テーマ討論会］

16：30～16：50　[閉会行事］

■期　日　令和元（2019）年11月14日（木）・15日（金）

■会　場　安曇野市豊科公民館

■主　催　全史料協（全国歴史資料保存利用機関連絡協議会）

■共　催　安曇野市　安曇野市教育委員会　長野県史料保存活用連絡協議会

■後　援　独立行政法人国立公文書館　長野県　長野県教育委員会

　　　　　安曇野市観光協会　信濃毎日新聞社　中日新聞社　市民タイムス

　　　　　大糸タイムス社　朝日新聞長野総局　読売新聞松本支局

　　　　　毎日新聞松本支局　産経新聞長野支局　MGプレス　SBC信越放送

　　　　　NBS長野放送　TSBテレビ信州　長野朝日放送

　　　　　あづみ野テレビ株式会社　あづみ野エフエム

　　　　　公益財団法人八十二文化財団　信濃史学会

■事務局　秋田県公文書館（大会・研修委員会）
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　今年は日本中がいくつもの自然災害に見舞

われました。８月末の九州北部豪雨では佐賀

県を中心に、９月半ばの台風15号では千葉県

を中心に、それぞれ大きな被害がでました。

そして10月12・13日の台風19号では、ここ長

野県をはじめとして、東日本各地の広い範囲

で河川の氾濫や土砂災害等が起きました。各

地で被災された皆さまに心よりお見舞い申し

上げます。

　こうした自然災害により、先人の営みを伝

える貴重な資料が失われることも少なくあり

ません。被災資料の救出や復旧等について、

すでに各地で動きがありますが、全史料協と

いたしましても可能な限り尽力してまいりた

いと思います。ロビーでは、このほど立ち上

がった信州資料ネットへの支援の募金を受け

付けています。皆さまの温かいお気持ちをぜ

ひお寄せいただければ幸いです。

　さて、第45回全国（安曇野）大会に、全国

各地から多数の皆さまにご参集いただきまし

たこと、心より御礼申し上げます。大会の開

催にあたりましては、共催者である安曇野市・

安曇野市教育委員会、長野県史料保存活用連

絡協議会の皆さま、後援してくださった国立

公文書館をはじめ各機関の皆さま、そのほか

大勢の方々にご協力を賜りました。深く感謝

申し上げます。

　18年ぶりに長野県で開催される今回の大会

テーマは「「文書館」をつくる～市町村が拓

くアーカイブズ活動～」です。ご承知のとお

り長野県内では、かねてより活発に活動して

いた松本市、長野市、小布施町に加え、昨年

と今年だけで東御市、安曇野市、須坂市、長

和町、上田市と相次いでアーカイブズ施設が

誕生し、基礎的自治体のアーカイブズが最も

充実したエリアになりました。公文書や古文

書など地域の記録資料に住民が気軽にアクセ

スできる環境を整えるということは、民主主

義を根付かせ、地域に愛着を持つ住民を増や

すことにもつながりますので、長野県の例に

学び、その輪を全国に広げることが全史料協

の役割であり、めざすところではないかと考

えています。

　そこで今回の大会では、国立公文書館の加

藤丈夫館長のご講演をはじめ、大会テーマ研

究会のいくつかのご報告を通じて、この長野

県のムーブメントはいかにして起きたのか、

そしてどのようにして開館にまで至り、どう

運営しているかなどのプロセス、あるいは担

当者の心意気などを、みんなで検証し、情報

共有をはかりたいと思っております。

　その他にも研修会、調査・研究委員会報告、

ポスター展示、企業展示などさまざまな企画

をご用意いたしました。それぞれに積極的に

ご参加いただき、業務や研究等の一助にして

いただければ幸いです。また、全国大会は人

びとの交流の場でもあります。資料の保存活

用に携わる者どうし、情報交換などを行い、

髙木会長

会長あいさつ

全国歴史資料保存利用機関連絡協議会

会　長　髙　木　秀　彰

開　会　行　事
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ぜひ横のつながりを深めていただけたらと思

います。

　皆さまにとって実りのある、そして思い出

深い大会になることを祈念いたしまして、開

催のご挨拶とさせていただきます。どうぞ２

日間、よろしくお願い申し上げます。

　第45回全史料協全国大会の開催、誠におめ

でとうございます。遠方よりお運びいただけ

ましたことに、厚く御礼申し上げますととも

に、本大会を主催されます「全国歴史資料保

存利用機関連絡協議会」をはじめ関係される

皆様に深く敬意と感謝を申し上げます。

　ここで少し安曇野市のご紹介をさせていた

だきます。本市は平成17年10月１日に、３町

２村が対等合併してできた新市であり、誕生

から今年で15年目を迎えました。

　雄大な北アルプスのふところに、人々の営

みが広がる「田園産業都市」であり、農業で

は、内陸性気候の特長である寒暖の差を活か

して、稲作や、リンゴをはじめとする果樹類、

玉ねぎをはじめとする野菜類等の生産が盛ん

です。また、古くから、豊富な湧き水を利用

したワサビ栽培が営まれ、その生産量は全国

トップレベルです。また、安曇野は、北アル

プスを背景に一面に広がる田園風景など、昔

ながらの原風景が数多く残り、穏やかな時間

を過ごすために、多くの観光客の皆様におい

でいただいております。

　平成28年３月に環境省が行いました「名水

百選　選抜総選挙」では、「安曇野わさび田

湧水群」が、観光地と景観の両部門で１位を

獲得し、同年11月には、農業用水路である「拾

ケ堰」が「世界かんがい施設遺産」に登録さ

れるなど、本市の水環境は、日本全国に誇れ

る市民共有の財産となりました。皆様には、

時間の許す限り、安曇野の自然を満喫してい

ただきたいと思います。

　さて、本大会のテーマは、「「文書館」をつ

くる～市町村が拓くアーカイブズ活動～」で

あると伺っております。

　本市では、平成29年に「安曇野市自治基本

条例」を制定し、自治の基本理念を実現する

ため、市政運営の基本原則の一つとして「情

報共有」を掲げました。市や市民の諸活動や

歴史的事実に関する重要文書等に加え、地域

に残る歴史に関する様々な情報を、昨年10月

に開館した文書館で収集・保存・公開するこ

とで、市民の「参加」及び「協働」の原則に

基づく住民自治の推進を一層進めて参りたい

と考えております。その中で、文書館が市民

の新たな活動の拠点として認知され、より多

くの方に利用していただけるよう取り組んで

おります。

　今回の大会をとおして、本市のこれまでの

取り組みが、これから文書館の整備をご計画

されたり、運営を行っておられる自治体の

方々のご参考になれば幸いでございます。

　大会開催にあたっては、長野県様、松本市

様などの関係者の方々から多大なるご支援を

いただきました。本日、このように大会が開

催できますのも、皆様からのご理解とご支援

の賜と感謝申し上げます。

　結びに全国歴史資料保存利用機関連絡協議

会の益々のご発展と、皆様のご健勝とご多幸

開催地あいさつ

安曇野市副市長　中　山　栄　樹

中山副市長



5

2020.3 全史料協　会報　No.107

を心よりお祈り申し上げ、挨拶といたします。

　　令和元年11月14日

　　安曇野市長　宮澤宗弘

　皆さん、ようこそ、この安曇野に来ていた

だきまして、ありがとうございます。見てい

ただいて分かることと思いますが、安曇野は

とても素敵な場所です。安曇野の紅葉、水、

そして北アルプス、全てが皆さまを歓迎して

おります。同時に皆さまに心よりお礼を申し

上げたいと思っております。長野県はさきの

台風19号において大きな被害を受けました。

公文書や古文書など様々なものが被害を受け

ています。その中で多くの方々から、何かあっ

たらお手伝いをしますよと、暖かいお言葉を

いただいております。また実際に多くの方に

来ていただいて、資料の救出等にあたってい

ただいております。皆さまのご支援により横

に繋がることで、私たちは文書を救出するこ

とができるのだということを、改めて自覚い

たしました。

　安曇野市は、合併して出来上がった市です。

合併した多くの自治体では、行政文書が散逸

しております。安曇野市は、何とか行政文書

を残したいという職員の心が一つとなって、

今のようなかたちとなりました。文書館を創

り上げることは、簡単なことではないと私は

思っております。その陰に市民の力、そして

行政の人たち、様々な人たちが一緒になって、

何とか志をとげたというのが実情です。

　長野県では、多くの市町村に文書館があり

ます。しかし、まだまだ足りないと思ってお

ります。今回の災害にあたっても、私たち県

はきちんとした組織を整えることができませ

んでした。これから何かあったときに、県と

して対応できるようにし、同時に、他所の県

に対して、私たちが受けた恩恵を、もう一度

お返しできるような所までもっていきたいと

思っております。

　色々な人たちと話をしておりますと、特に

行政の側の人たちは、文書を残したくないと

いう人もけっこうおります。その都度思うの

ですが、行政を司る人たちにとって、一番安

全なのは、自分たちがやっていることを、き

ちんとした文書で残しておくことです。後々

のことを考えるならば、自分たちがどういう

流れのなかで仕事をしているかわかってもら

えるように、しっかり行政文書を残して下さ

いと、いつも言ってきました。実際はなかな

か思うようにいかないのですけれども、今日、

明日にかけて、皆さまから少しでも多くのこ

とを教えていただきたいと思います。

　この会場には、私たち長野県史料保存活用

連絡協議会の仲間たちが多く来ております。

長野県の仲間たち、そして全国の仲間たちと

ともに、未来に向けて、将来の日本を、将来

の地域をより良くするためには、過去をしっ

かりと認識しなければならないこと、その素

材になる古文書を残し、未来につたえていく

ことなどを、しっかり論議していきたいと思

います。

　今日は本当に来ていただいて、ありがとう

ございます。これから２日間、皆で楽しみな

がら学んでいきましょう。

　　 ※宮澤市長は公務により欠席のため、
　　　 中山副市長に挨拶文を代読いただきました。

共催者あいさつ

長野県史料保存活用連絡協議会

会　長　笹　本　正　治

笹本会長
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はじめに

　このたびの台風19号で甚大な被害を受けら

れた地元の皆様に、心からお見舞いを申し上

げます。一日も早い復旧・復興をお祈りいた

します。また、安曇野市の文書館が開設され

たことをお祝い申し上げます。さきほどお話

があったように、長野県にはこれで８館の市

町村文書館が開設されたことになります。全

国的にも先進的な取組であり、長野県民の向

学心、歴史を大切にする心が全国でも際立っ

ている証拠だと思います。

　さて、５月に元号が令和に改まり、即位に

関する様々な行事が行われています。元号が

変わったときに時代が変わったことが実感さ

れ、これからの時代についてみんなが考える

きっかけになったのではないかと思います。

　振り返りますと、平成元年は時代の転換期

でした。４月に日本で初めて消費税が導入さ

れた。６月に中国で天安門事件が起こり、11

月にはベルリンの壁が崩壊する。そして12月

には株価が史上最高値を記録しました。

　上皇陛下が退位のお言葉で述べられたよう

に、その後の30年の日本は戦争のない平和な

時代でした。このことはどうしても後の時代

に引き継ぎたいと述べられました。

　また平成の時代は、自然災害が頻発しまし

た。両陛下は震災が起こるたびに被災地に赴か

れました。これからの自然災害への備えをしっ

かりやらなくてはならないということを述べら

れました。これも大きな課題として令和に引

き継いでいかなければならないと思います。

　この二つの問題と並んで、私は人口減少と

少子高齢化が今後もっとも大きな課題の一つ

になると思っています。2008年をピークに総

人口が減少に転じており、高齢者が増える。

日本が直面せざるを得ない問題です。以上の

三つにきちっと立ち向かうことが、まず令和

の課題であると思います。

　そのような中で、５月１日の朝、家でNHK

のラジオを聴いていると、アナウンサーが東

京大学の御厨貴先生に「令和の時代の課題は

何ですか？」と聞き、先生は開口一番「公文

書管理です。」と言われました。自分のこと

を言われたかとびっくりして飛び起きました。

　「平成の時代に国にいろいろな問題が起

こって混乱したのは、国の文書管理が杜撰

だったからだ。令和の時代にまず国が取り組

むべきことは、記録管理をしっかりさせ、国

民に対して責任を持つことだ」と言われまし

た。それから半年間、私は機会があればまず

この話をして、令和の最初の課題は公文書管

理であると言っています。

Ⅰ　公文書館の役割

　2011年に施行された公文書管理法の基本理

念は、次の三つです。

　第一には、行政機関が作成した公文書や

国・地域に遺された貴重な歴史的文書を適切

に保存・公開することによって、人々の生き

方や暮らしに影響を及ぼす社会の決まりの内

容と、それが成立した過程を正しく知ること

ができるということです。

　民主主義の主権者である国民は、普段は政

記  念  講  演  会

独立行政法人国立公文書館　館長　加　藤　丈　夫

時を貫く記録を活かす―令和の時代に公文書館が望まれること－
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治家や公務員に任せていますが、大切なこと

は、何か問題が起こったときにそれをきちっ

と検証できる仕組みができていることです。

そういう仕組みがあれば、政治家も公務員も、

国民が目を光らせているという緊張感の中で

仕事をします。それがガバナンスの検証機能

であり、公文書管理が民主主義の基本的なイ

ンフラであると言われる所以です。

　二つ目は、国や地域の文化を理解し、国民・

住民としての誇りや自信を持つことができる

ということです。まさに長野県が取り組んで

いる先進的な取組のことであり、国民・住民

としてのアイデンティティを確認するという

ことです。

　三つ目は、国や地域の歴史を理解すること

を通じて、未来を考える力を養うことができ

るということです。未来を考えるということ

は、過去を知って現在を知る、そのことを通

して未来を知るということです。

　公文書管理、文書（もんじょ）管理、記録

管理には、これら三つの大きな意味があるこ

とを改めて確認する必要があると思います。

Ⅱ　歴史を学ぶ意義

　皆さんに過去・現在を知り、歴史を学ぶ意

義のお話をするのは僭越なのですが、歴史を

学ぶということは、「我々は何処から来て何

処に向かうのかを探ることである」と言える

でしょう。

　歴史を学ぶことにより、成功の経験からは

未来へ向かう活力の源泉を、失敗の経験から

は失敗は最良の教師であるという教訓を得る

ことができます。よく言われるように、歴史

というのは勝者の記録の積み重ねです。勝者

の記録だけを見ていたら、本当に過去を知る

ことはできない。敗者の記録を探って確かめ

るというのが、歴史を学ぶということの一番

大事なことだろうと思います。

　私が富士電機で社史づくりを通じて感じた

ことは、会社の歴史を知らなければ会社を経

営できないということです。

　重電機の会社が昭和30年代、ブームに乗っ

て家電に進出しようとし見事に失敗しまし

た。電力会社などを顧客にしている会社が、

広く国民がお客様である家電に進出したので

すが、一つの例として、必要以上に頑丈なモー

ターを使いコストがかかってしまった。企業

文化、DNAがないところで新しい事業に取

り組むと失敗する。社史づくりからそういう

ことを学びました。

　町や市でも同じことです。文化を大事にし

ない行動は必ず失敗する。歴史を学ぶという

ことは、地域と国に根差した伝統的なDNA

をしっかり認識することだと思います。

　少し話を広げると、韓国との間で歴史認識

を巡っていろいろな摩擦が起きていますが、

私は、基本的には特定の史観にとらわれない

検証が両国の相互理解と友好を深める鍵にな

ると考えています。

　私が議長を務めるEASTICAの大会が11月

25日から東京で開催されます。韓国からも参

加の連絡がありました。政治的な対立とは関

係なく、歴史を学ぶ者として話をしようとい

う意義ある大会だと思っています。

　歴史を学ぶ意義ということから言いますと、

高校の日本史では明治以降の近現代史につい

て学ぶ機会が少ない。中国や韓国では中・高

校生が近現代史をよく勉強しており、日中、

日韓の学生が歴史観の議論をしても噛み合わ

ないケースが非常に多いのです。周辺国と仲

良くするには、同じ世代の人たちが歴史問題

を共有する取組が一番大事だという気がして

なりません。

Ⅲ　新しい時代の公文書館の活動

　これからの公文書管理はどうあるべきか。

新しい時代の公文書館の活動についてお話し

したいと思います。

　これまでの日本は、公文書は役人が仕事で

使う資料であり、よほど重要な案件でない限
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り決着がつけば捨ててしまうという習慣が根

付いていました。辞書にも整理とは捨てるこ

とだと書いてあります。

　それと、日本の行政機関は決めることが大

事なのであって、決まった後は直ちに次の行

動に関心が移っていく。過去の事象を検証し

て政策立案に活かすという習性はあまりな

かったのです。決めたらすぐ前に進むことで、

少ない人数で高い効率の仕事ができるという

メリットもありました。

　国の文書管理が大きな問題になっている背

景には、こういう体質があったということを

改めて考えておく必要があると思います。

　公文書館活動の基本は、行政文書の作成→

保存→（公文書館への）移管→公開の全段階を

通じた統一的管理を実行することです。大事

なことは、作成から公開までが一つの連続し

た仕事であることを、文書をつくる方も利用

する方もしっかり理解することだと思います。

　行政サイドでは国民に見せてあげるという

視点になります。国民サイドにはこれが見た

い、これを使いたいという視点があります。

見せたいものと見たいものが完全に一致して

いるとはいえません。これからの公文書管理

は、そういうものを擦り合わせることを中心

に運営していくことが大事だと思います。

　2008年に福田康夫内閣が成立し、初めて公

文書担当大臣が置かれました。初代大臣の上

川陽子先生は、総理の意を受けて非常に熱心

に公文書管理の仕事に取り組まれ、公文書管

理法の制定につなげられました。任命された

その日から全省庁の書庫を見て回り、これか

らは各省が勝手に文書を捨ててはいけないと

言われた。それが公文書管理の始まりです。

その上川先生が国立公文書館の理念を具体化

する言葉として言われたのが「時を貫く記録

を守る」であり、国立公文書館の行動指針と

なってきました。

　ところが令和になって、私は御厨先生のラ

ジオ放送を聞いて考え直しました。令和の時

代はもう一歩前に進まなければならない。守

るだけではなく公文書を国民のために活かし

ていく。そういう役割にしたいということで、

我々のキャッチコピーを「時を貫く記録を活

かす」に変えることにしました。これを公文

書を担当されている全国の方々と共有し、統

一行動目標にできればと考えています。

　こういったことが公文書管理の基本になり

ますが、もう一つの役割として資料の積極収

集があります。2017年以降、公文書管理に関

してマイナスの話題がすごく多かった一方

で、明治150年の2018年を機に、全国各地で

歴史的な重要文書の発掘収集とデジタル化が

急速に進んできました。これをもう一つ定着

させたい。

　また、各地で公文書館をつくろうという活

動が盛り上がっている。各自治体で仕事の

ベースになる文書管理規則、住民に対する文

書管理条例、それの取りまとめとしての公文

書館・文書館の三つがそろって初めて公文書

管理は根付いていくと思いますが、そういう

動きが急速に高まっています。

　さらには、利用拡大に向けたサービスの充

実ということで環境の整備、やはりきちっと

した施設を持っていたい。それから目録の充

実、集めるだけではなくスムーズに資料を提

供できる仕組みを構築していく必要がある。

その決め手となるのがデジタル化の推進です。

　国立公文書館では、所蔵資料の約20％、30

万冊までデジタル化しました。内閣文庫が約

50万冊あり、新しい国立公文書館ができる６

～７年後までに少なくとも江戸時代までの記

録はデジタル化したいと取り組んでいます。

年間３～４万冊ずつデジタル化しても紙資料

が年間３～４万冊ずつ増えるので、20％とい

う数字はなかなか上がりませんが。

　またご承知のように、アジア歴史資料セン

ターが、外交史料館、防衛研究所、国立公文

書館の資料をデジタル化して内外に発信して

います。昨年までに1945年までのデジタル化
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がほぼ終わり、もう一歩進んでサンフランシ

スコ平和条約まで、さらに沖縄返還と日中国交

正常化が行われた1972年くらいまでの資料を

デジタル化する取組を始めようとしています。

　それから展示の充実ですが、年に２回の特

別展、３回の企画展があります。今年の特別

展は御即位記念ということで、11月６日に上

皇・上皇后陛下が、翌日には秋篠宮皇嗣殿下・

妃殿下がお見えになりました。一つひとつの

資料を本当に熱心にご覧になるのがたいへん

印象的でした。そういうことを通じて公文書

館の活動をより多くの人に知っていただくこ

とができたと思いました。

Ⅳ　人材育成への取組

　さて、先ほどもご紹介いただきましたが、

記録管理に携わる人材の育成ということで、

資料の価値を判断できる目利き、アーキビス

トをどうしても育てたい。日本にはアメリカ

などの先進国に比べて公文書を管理する専門

家がいないとつくづく感じます。国立公文書

館には約200名の職員がいますが、140名は非

正規職員です。その中で高度な専門家である

アーキビストは30名程度です。

　文書管理の専門家としてのアーキビストの

社会的地位を確立し、国・地方公共団体での

アーキビストの積極的な採用・配置を促進す

る。そのために今年中にアーキビスト認証制

度の基本的な考え方を取りまとめ、令和２年

度から認証を始めたいと考えています。

　３年かけて昨年末に確定させたアーキビス

トの職務基準書を人材育成の基礎的な資料と

して、大学や国立公文書館等の教育や研修の

カリキュラムに具体的に反映させる。そして

認証制度をつくり、アーキビストの専門性を

確立し、機能の明確化とふさわしい処遇の実

現、積極的な採用につなげていきたい。全史

料協は最もネットワークの幅広い組織ですか

ら、認証制度を理解し、挑戦していただきた

いと思います。

　現在、アーキビスト認証準備委員会で要件

や審査方法などについて検討しています。12

月にもう１回会議を開催して、制度の骨格を

固めたいと思っています。

　それとあわせて研修の充実です。国立公文

書館では現在、国等の現用文書担当者向けの

公文書管理研修と、公文書館等で現用文書と

非現用文書を扱う担当者向けのアーカイブズ

研修を実施しています。この２～３年で受講

者が急増しており、今年はあわせて約2,300

人の方が研修を受けます。昨年７月の行政文

書管理の在り方等に関する閣僚会議で「行政

に携わる者は国・地方を問わず年に１回研修

を受ける機会を設けること」とされたので、

もっと増えていくだろうと思います。

　研修で力を入れているのは、公文書管理法

の中身とあわせて、理念を知ってもらうこと

です。民主主義の基本的インフラであり、国

民としてのアイデンティティを確認すること

であり、歴史から未来を考える手段であるこ

とを繰り返し話しています。

　公文書管理法は今の課長や部長が入省して

10年くらい後にできました。そこで幹部も新

任の方もまずは理念をきちっと分かってもら

いたい。福岡、大阪、仙台にもサテライトを

設けて研修を受けられるようにしています。

　最後になりますが、地域の公文書館を活性

化するためには、何と言っても行政の姿勢、

特に首長が本気になることが大事です。もう

一つは住民の意識改革です。公文書館を通じ

て住民の意識が変わり、積極的に活動する。

この二つがうまく噛み合ってはじめて、民主

主義の基本インフラの役目が果たせるのです。

　ここ長野では公文書館を通じて資料を活用

しながら考える場がつくられています。「文

化の発信地」。それが令和の時代の公文書館

だと考えています。

　これからの全史料協の活動のますますの活

性化を期待しましてお話しを終わります。ご

清聴ありがとうございました。（拍手）
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　昭和30年の山口県文書館を嚆矢として、現

在、多くの都道府県立公文書館が設置されて

いる。これに対して、住民の生活とより密着

した市町村などの基礎自治体レベルでの公文

書館設置は十分とは言いがたく、これら基礎

自治体における公文書の管理と保存はこれか

らの大きな課題となっている。以上のような

観点から、調査・研究委員会では今期（令和

元年度・２年度）の研究テーマを、「市町村な

どの基礎自治体における公文書管理」とした。

　基礎自治体において、公文書館設立のため

の方策を考えるのは大変重要なことである。

しかし、コスト・スペース・マンパワーに係

る問題の解消や、例規の作成などといった体

制の確立以前に、収蔵されるべき歴史資料が

なければ成立しない。委員の一人から、地元

の100年以上の伝統校が閉校になった際に、

閉校記念誌のみを残して文書や記録が全て廃

棄された、という話があった。また、別の委

員からは、ある自治体の出張所が廃止される

際に、総務課の指示で文書が大量に廃棄され

た経験について説明があった。これらは特殊

な例ではなく、似通った話は全国各地にある

のではないだろうか。これは大きな問題であ

り、同時に、ある意味で“人災”であるとの

共通認識を得た。また、近年大規模自然災害

が頻発しているが、歴史的価値の高い旧村役

場文書の所在を把握しているか否かで、その

後の対応も変わってくるのではないだろう

か。合併や庁舎の統廃合等による記録資料の

散逸や消失、廃棄をこれ以上起こさせないこ

とを主眼とし、基礎自治体における歴史的公

文書の所在・管理の実態を研究テーマに設定

した。調査対象としては、当委員会事務局が

四国に立地していることもあり、四国内の97

の基礎自治体とした。

　その第一歩として、アンケート調査を行う。

集中管理書庫の有無やファイリングシステム

の導入など文書管理についての現状や、公文

書管理マニュアルの有無等について尋ねる内

容とする。合併を経験している基礎自治体に

は、旧村役場文書の所在や保管場所、目録の

有無、廃棄した事実があるかなどについても

質問することとする。基礎自治体においては、

限られた人員の中で「公文書管理法」などを

普段からほとんど意識することもなく、日々

の業務に追われている部署も少なくないので

はないだろうか。そのような前提に立ち、な

るべく簡便な内容で、決して高圧的な印象を

もたれること無く、自治体職員のみなさんが

負担なく答えられるアンケートの作成を目指

す。アンケートを通して、旧村役場文書を始

めとする歴史的公文書についての意識や関心

を高めてもらうことも大きな目的のひとつで

ある。アンケートの内容についての当委員会

内でのブラッシュアップも終盤にさしかかっ

ており、できるだけ早期の実施を目指してい

る。97自治体それぞれの文書管理体制は一律

ではないため、アンケートは総務課などの文

書担当課のみならず、教育委員会にも送付す

ることとする。アンケートに回答した自治体

の中から選定し、実地調査や追加アンケート

の実施についても考えている。これらの調査

活動を経た中間報告を次期大会でおこなう予

定である。さらに、次年度末までには報告書

を作成し、ホームページ等で公表したいと考

えている。

　加えて、当委員会の今年度の活動について

基礎自治体における公文書管理の実態調査について

委員会報告

調査・研究委員会　嶋田　典人・嵐　大二郎
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報告する。当委員会では毎年全国各地で公文

書館機能普及セミナーを開催している。今年

度は11月26日に山形県郷土館「文翔館」にお

いて、「求められる公文書館機能の姿とは」

をテーマにセミナーを開催する。山形県は平

成31年３月に「山形県公文書等の管理に関す

る条例」が制定・公布され、令和２年３月に

その施行が予定されている。村山総合支庁西

庁舎（寒河江市）学事文書課室内に設置され

ていた同県の公文書センターが山形市内に移

転し、令和２年２月にリニューアルオープン

することとなった。「山形県公文書等の管理

に関する条例」には、同センターを公文書館

法に基づく公文書館への移行を目指すことが

明記されている。このような状況を好機とし

て普及セミナーの開催が決定されたものであ

る。当日は、山形県学事文書課の築達秀尚氏

から「山形県における適正な公文書管理への

取り組み　－公文書管理条例制定にかかる経

緯等－」と題した報告を、さらに、安藤福平

氏・早川和宏氏よりそれぞれ公文書管理に関

わる講演をいただく予定である。

　東日本に多大な被害をもたらした台風19号

を始め、今年度も多くの自然災害が発生して

いるが、大規模災害時の対応も当委員会の職

務の一端である。震度５以上の地震や大雨特

別警報、これに準じる災害が発生した場合、

該当する地域に位置する機関会員及び都道府

県立公文書館（非機関会員を含む）に確認を

行い、必要と考えれば、その他の非機関会員

にも連絡し、資料の被災状況（民間所蔵資料

を含む）や被害の範囲などの情報収集に努め

ている。現在のところ、機関会員の収蔵資料

に目立った被害があったとの報告はないが、

各地の役場や民間所蔵資料に被害が発生して

いることは報道で周知の通りである。これら

の情報は全史料協のホームページなどで随時

提供しているが、今後は、確認作業に留まら

ず、当委員会として、また全史料協としてで

き得る災害対応について議論を深めて参りた

い。なお、今大会の会場となっている長野県

は先の豪雨で大きな被害を受けているが、こ

れを機に信州資料ネットが結成され、水損資

料のレスキュー活動を展開している。今大会

会期中、会場において信州資料ネットの活動

費のための募金活動を行っている。ご協力を

お願いしたい。

早川和宏（東洋大学）

　各自治体にアンケートを送付する際には適

切な回答が得られるよう、宛先をよく確認し

てもらいたい。

井口和起（京都府立京都学・歴彩館）

　文化財保護審議会の関係で学校資料の悉皆

調査をした経験からも、総務担当だけではな

く文化財保護に関わる課など複数の課にアン

ケートを送付したら良いと思われる。

報告者（嶋田典人）

　アンケートは市長部局・教育委員会部局に

送付する予定としている。

徳野　隆（徳島県立文書館、調査・研究委員長）

　同一自治体からの複数の回答が齟齬する場

合があれば、実地調査先の候補として検討し

てみたい。

保坂裕興（学習院大学）

　アンケートへの回答がきっかけとなって、

これまで保存されてきた文書を廃棄してしま

う事態を誘発しないかが懸念される。アン

ケートとあわせて公文書館法や公文書管理法

の趣旨など回答者に対して適切な情報提供を

行えばよいのではないか。

報告者（嶋田）

　アンケートの依頼文のなかに、公文書館法

と公文書管理法についてわかりやすいかたち

で組み込むことにしたい。

（司会・記録：尼崎市立地域研究史料館

松岡弘之）

（委員会報告）質疑記録
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　基礎的自治体においては、公文書管理法を

きっかけとして新たに館を設置あるいは公文

書管理条例を制定する例も増えてきましたが、

それを単に公文書を適切に管理し移管・公開

することにとどめず、民間所在の地域史料を

含めた地域の記録全体の保存と活用を考える

契機とし、地域住民のニーズに応えることが

必要ではないかと思います。つまり、地域の

「文書館」において、自治体それぞれの身の

丈にあったアーカイブズ活動とは何か、とい

うことが問われているのではないでしょうか。

　長野県内では、開催地の安曇野市と前後し

て、東御市・須坂市・長和町に文書館、今年

９月には上田市に公文書館が開館し、他の自

治体でも「文書館」の計画が進んでいます。

全国的に見ても、長野県内における「文書館」

設置のムーブメントは特筆すべきものです。

　しかしその背景には、市町村合併に伴う自

治体制の変化や、地域の過疎化、史料保存活

動の担い手の高齢化、度重なる自然災害や火

災など災害の問題があり、今「文書館」とい

う施設がなければ、地域の記録は守れないと

いう重大な危機感が背景にあります。これら

は全国各地で直面している記録保存体制の危

機的状況に、地域の「文書館」はどのような

役割を果たせるのかという問題提起でもあり

ます。

　本大会では、はじめに報告①として安曇野

市文書館の設立までの経緯と現在の活動につ

いて紹介していただきます。同館の設立は公

文書・地域資料双方の保存管理を行い、地域

の記録全体の活用を考える視点から始まって

います。そして文書館の設置に「公文書館機

能のミニマムモデル」を、どのように活用し

て文書館を作っていったのかを説明していた

だきます。

　次に報告②では、改めて「公文書館機能の

ミニマムモデル」を取り上げて解説します。

大会前に長野県内の自治体に対して公文書館

機能に関するアンケート調査を行いました。

報告ではその分析結果をもとに、｢文書館」

の有無を問わず基礎的自治体におけるアーカ

イブズ機能の指標について提言します。

　報告③は、長野県小県地方で文書館設置運

動に奔走され、上田市立公文書館などの設立

に尽力された上田・東御・小県地域史連絡協

議会会長の小平千文氏による報告です。東信

地域では、複数の地域研究団体が連携して地

域史連絡協議会が結成され、地域住民の陳情・

請願を原動力に、行政や議会に働きかけて「文

書館」設置を実現しました。全国的にも稀有

な市民運動による公文書館設置という積極的

な活動について語っていただきます。

　討論では、長野県内の「文書館」設置自治

体及び準備中の自治体の声なども織り交ぜな

がら、公文書館機能を生かして基礎的自治体

がつくっていく「文書館」のかたちや、それ

ぞれの市町村や地域に合わせたアーカイブズ

活動について考えていきたいと思います。本

大会を、参加されている会員諸氏がこのよう

な旬な長野県内の熱い動向を体感し、その意

義を全国各地に持ち帰り活かす機会としたい

と思います。

『文書館（ぶんしょかん）』をつくる  ―市町村が拓くアーカイブズ活動―

大会テーマ研究会

大会趣旨説明／報告１／報告２／報告３／質疑・討論記録

大会趣旨説明

大会・研修委員会



13

2020.3 全史料協　会報　No.107

１　はじめに　安曇野市について

　安曇野市は平成17年10月１日に南安曇郡豊

科町・穂高町・三郷村・堀金村・東筑摩郡明

科町の３町２村が合併して誕生した市である。

長野県の中信地域に属し、市内に飛騨山脈を

代表する常念岳・燕岳などをはじめとする

山々を有し、山岳観光地として多くの観光客

が訪れる。平野部は江戸時代以前から堰の開

発が行われ、水田面積が確保されており、水

稲収穫量は長野県内１位となっている。

　合併以来、施設や制度の整備を行ってきた。

平成21年には、図書館・ギャラリー・ホール

が一体の施設となっている「交流学習セン

ター」を設置した。平成24年には、長野道豊

科インターチェンジの名称を安曇野インター

チェンジとし、「安曇野」の認知度を高める

取り組みを働きかけた。平成27年には市役所

本庁舎を竣工し、役場の機能を一か所にまと

めることができた。平成29年には自治基本条

例を制定し、市民と市が協働で市政運営を

行っていく仕組みが整えられた。

　合併前の各町村では、自治体史が刊行され、

資料保存の拠点として博物館・郷土資料館も

整備されていた。こうした取り組みを市とし

て再編する中で、文書館の整備への準備が行

われてきた。

２　地域資料の調査活動

　旧穂高町では、穂高町誌編さんの際に収集

された古文書類を、穂高古文書勉強会の会員

が整理していた。穂高古文書勉強会は昭和61

年に穂高町の公民館講座で行われた古文書入

門講座が起点となり、参加者が中心となって

「古文書解読会」が発足したことに始まって

いる。現在まで30年間にわたり活動を続けて

いる。穂高古文書勉強会と行政との関係は、

安曇野市となってからも継続されてきた。

　平成21年の安曇野市穂高交流学習センター

開館に伴い、同施設内に地域学習室が設置さ

れた。地域学習室は、地域の歴史を学ぶ人た

ちの窓口として、レファレンス業務を行うほ

か、市域の古文書資料の調査も行うことと

なった。地域学習室には、旧町村で町村史編

さんを担当していた郷土史研究者や、穂高古

文書勉強会の会員を非常勤職員として雇用

し、常駐し業務にあたっていた。

　古文書調査の手順は以下のとおり行われ

た。①所有者宅を訪問、②古文書の悉皆撮

影、③目録作成作業、④ＤＢへの登録、⑤古

文書目録の作成という過程を経ている。①～

②、④～⑤は地域学習室の非常勤職員が担当

した。③は穂高古文書勉強会の運営委員を古

文書調査員として任命し、作業を担当しても

らった。⑤で作成された古文書目録は、現在

15冊刊行した。

　地域資料を管理するＤＢは、古文書の整

理に合わせてAccessによりシステムを構築し

た。出所原則の考え方に基づき、資料群情報

を管理し、１点１点の資料についても、登録

番号・表題・出所・宛所・年代・形態・分類

情報などが登録できる。また、資料の画像を

添付することができるため、原本との照合が

容易に可能となった。

　穂高古文書勉強会との関係から始まった調

査活動は文書館開館以後も継続され、市内の

他の研究会にも呼びかけて、現在13名が古文

書調査員として活動している。

３　公文書の整理作業

　安曇野市では平成17年の合併以来、旧町村

の庁舎を利用し業務を行っていた。そのため

旧町村の庁舎の書庫は、合併当時のまま旧町

村で作成された公文書が残され、統一的な公

安曇野市文書館の開館について

報告①

青木　弥保

―公文書館機能ミニマムモデルの活用―

大会・研修委員会委員／安曇野市文書館
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文書の管理が困難な状況にあった。業務の統

合や効率化を模索する中で、平成20年頃から

本庁舎建設に向けた動きが本格化する。平成

24年１月には、新本庁舎の基本設計がまとま

り、庁舎内に設置される文書庫の容量も確定

した。そうした動きの中で、実際に本庁舎に

移設する公文書とそうでないものの選別が各

課で行われることとなった。

　平成24年10月には総務部庁舎建設推進担当

に公文書整理室が置かれた。公文書整理室は、

各課の選別の中で廃棄対象となった非現用文

書の中から歴史的価値のあるものを選別・整

理し、将来にむけて保存・活用を目指すこと

を目的とした。公文書整理室では、昭和40年

までの全ての文書と、昭和50年以降の複写資

料等を選別した文書の収集を全庁に呼びかけ

た。同時に緊急雇用創出事業を活用し、文書

の基本情報と位置情報をバーコードで管理す

るＤＢを構築した。非現用文書の整理作業は

２年ほどで完了した。その後、公文書整理室

では本庁舎外の書庫にある公文書の所在情報

の入力を行った。

　本庁舎に市役所の主要な機能が集約やれた

ことにより、総務部総務課では平成27年から

現用文書の管理にファイリングシステムを採

用している。平成28年からは公文書整理室を

教育委員会文化課へ所管替えし、その年に廃

棄される公文書の評価選別作業も行うように

なった。

４　設置が決定するまで

　地域資料、公文書それぞれの調査整理作業

をすすめる中で、成果を活用に結び付けてい

くために、教育委員会では目標を提示してき

た。平成25年には『第一次文化振興計画』で

は「歴史的価値ある行政文書の保存と活用」

の一環として「収集保存並びに調査研究、普

及啓発活動を行う文書館機能をもった施設の

整備」が掲げられている。また、市内の博物

館を整備する過程では、平成27年に『新市立

博物館構想』の中で、博物館施設とは別に「文

書館」を整備する方針を打ち出した。

　こうした活動の積み重ねを経て、平成28年

６月に安曇野市堀金公民館施設の解体工事中

止と、同施設を「文書館」等に改修し、整備

していく方針が発表された。施設の整備には

合併特例債を活用していくことが決定し、平

成29年３月に改修工事は終了した。

５　文書館業務検討委員会

　―公文書館ミニマムモデルの活用―

　平成29年５月から、文書館で行う業務や、

今後の運営目標を整理するため、安曇野市文

書館業務検討委員会が設置された。委員会は、

松本市文書館特別専門員の小松芳郎氏をはじ

め、早川和宏氏、瀬畑源氏や市内の郷土史研

究会の会員や総務課職員を加えた８名の委員

で構成された。

　第１回委員会の資料として、今までに行っ

てきた業務の整理と、開館に向けて準備して

いきたい項目を整理するため、「公文書館機

能ミニマムモデル」を活用した。まず、公文

書館機能ミニマムモデルに示されている各項

目の達成時期を「開館時」とし、全ての機能

を備えた文書館を整備することを目標とし

た。次に、地域資料に関する指標も、モデル

内に示された「公文書」を「地域資料」と読

み替えることによって整備していくことに

なった。地域資料をミニマムモデルに当ては

めた理由には、①文書館の中で公文書と一体

管理をしていくため制度を一本化したい、②

地域資料の取扱いも条例などの制度的な裏付

けを示したいということがあった。次に、ミ

ニマムモデルで確認したことをまとめたい。

以下は、（ミニマムモデルの項目）→（第１

回委員会時点での現状）⇒（開館までに準備

する／したこと）と記載する。

【公文書】

1.1  組織法の有無→実際に収集作業は行って

いたが、組織法上の裏付けはなかった⇒
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文書管理規程の改正、文書館条例等の整

備

1.2  業務状況の公表→諸計画の中には記載し

ていたが、広く一般に公表する媒体はな

かった⇒パンフレットやホームページの

整備

2.1  移管対象としていた実施機関の割合→す

でに農業委員会等の文書を収集していた

⇒移管となるような制度作り

2.2  評価選別基準の明文化と公表→内規とし

て基準を作成したが、広く一般に公表し

ていなかった⇒施行規則に基準を載せる

2.3  保管場所の確保→公文書整理室に現用文

書と区別して保管している⇒文書館の保

管環境を整備する

3.1  目録の作成と公表→ＤＢへ登録し目録も

作成できる⇒検索ＤＢの構築、ホーム

ページでの目録の公表

3.2  利用制限基準の明文化と公表→→内規と

して基準を作成したが、広く一般に公表

していなかった⇒施行規則に基準を載せ

る

3.3  複写料金の設定→複写料金については未

検討であった⇒手数料条例との整合を図

る

3.4  調査研究成果の公表→調査研究の成果を

まとめていなかった⇒パンフレット、刊

行物の発行

【地域資料】

1.1  組織法の有無→実際に調査活動は行って

いたが、組織法上の裏付けはなかった⇒

文書管理規程の改正、文書館条例等の整

備

1.2  業務状況の公表→諸計画の中には記載し

ていたが、広く一般に公表する媒体はな

かった⇒パンフレットやホームページの

整備

2.1  収集対象としていた範囲→市域に関する

文書を対象としていた⇒今後も調査を継

続する

2.2  収集基準の明文化と公表→特に収集基準

を持っていなかった⇒施行規則に基準を

載せる

2.3  保管場所の確保→市内の博物館や教育委

員会所管施設に分散して保管していた⇒

地域資料は文書館で一括管理する方針を

固めた

3.1  目録の作成と公表→ＤＢへ登録し目録も

作成できる⇒検索ＤＢの構築、ホーム

ページでの目録の公表

3.2  利用制限基準の明文化と公表→→内規と

して基準を作成したが、広く一般に公表

していなかった⇒施行規則に基準を載せ

る

3.3  複写料金の設定→複写料金については未

検討であった⇒手数料条例との整合を図

る

3.4  調査研究成果の公表→調査研究の成果を

まとめていなかった⇒パンフレット、刊

行物の発行

６　おわりに

　文書館はこれまで蓄積してきた知的資源を

広く一般の利用に供し活用していくために必

要な施設である。活用の仕方は様々だが、最

初は文書館という施設を認知してもらう必要

がある。文書館では開館以来、３回の企画展

や講演会、講座を開催してきた。徐々にでは

あるが参加者の裾野が広がっているのを感じ

る。また、ホームページに公開した文書目録

により、遠方から調査へ訪れる人も多くなっ

た。今後は堅実な運営を行い、より市民から

必要とされる施設となるよう努めていきたい。
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はじめに　―発表の趣旨―

　本報告では、まず全史料協調査・研究委員

会が2011年（平成23年）に公表した「公文書

館機能のミニマムモデル」についての概要と

作成された背景を振り返ります。次に、今大

会では開催県である長野県内の全自治体に

「公文書館機能のミニマムモデル」について

アンケート調査を事前に実施しました。その

回答結果をもとに、長野県内の基礎的自治体

における文書館設置の背景を探りたいと思い

ます。

１　公文書館機能自己点検・評価指標「ミニ

マムモデル」「ゴールドモデル」作成の背景

　公文書館が果たすべき機能とは？

　評価指標の作成の背景には、「公文書館法」

と「公文書管理法」、この二つの法の下で各

自治体が公文書館をつくる際に、まず何から

手を付けるべきなのか、館ができたならば果

たすべき機能とは何かをチェックするための

自己点検指標が必要であることが当時の調査・

研究委員で議論されたことによります。最終

的な目的は、公文書の選別・移管・提供・調

査研究などの公文書館機能の強化・拡充を目

指すことにあり、その機能は「不断にはから

れるべきである」との想いから誕生しました。

　それぞれの自治体で何が出来ていて、何

が出来ていないのか？

　「ミニマムモデル」は、公文書館機能とし

て最低限満たしておきたい事項のセット、す

なわち「公文書館法」第４条第１項が定める

保存・閲覧・研究から作成までについてその

基本的な事項に関するチェック内容となって

います。一方の「ゴールドモデル」は、公文

書館機能をより強化・拡充するために目指す

べき方向性、すなわち「公文書管理法」が国

立公文書館等に求めている機能を参考に作成

しましたので、かなりハードルが高くなって

います。もちろん最終的には実施を目指すべ

き事項ですが、まずは目標としていただけれ

ばと思っています。

２　公文書館をつくるために目指すべきベク

トル

　次に示したのは「公文書館をつくるために

目指すべきベクトル」（全史料協『公文書管

理ハンドブック』【2015年】より）です。

　このベクトルは、非現用文書を歴史的公文

書として組織的に保存・利用に供する度合い

と、公文書館未設置自治体から、設置済へさ

らにはそこから目指すべき方向性をベクトル

で導いています。例えば、未設置自治体でＥ

の場所でも非現用文書の組織的管理が行われ

始めれば、ＤにそしてＣへと館が無くても機

能を強化することは可能です。これまで全史

料協でも、まず公文書館機能を最優先に取り

組んできた大会もありましたが、これからは

Eから一足飛びにＢ（まずは館）、またはＤ

からＢやＡへと機能だけでなく館の設置へ向

けての活動を支援すべき時期に来ている感が

あります。安曇野市公文書館さんの事例から

も明らかなように、機が熟せばいつでもＢや

Ａへベクトルを向けることは可能なのです。

３　「ミニマムモデル」アンケートの調査結

果について

　「ミニマムモデル」については、過去に埼

長野県内市町村の
「公文書館機能ミニマムモデル」
を活用した実態調査について

報告②

大会・研修委員会委員　新井　浩文
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玉県・沖縄県・佐賀県・北海道の各自治体に

アンケートを全史料協が実施しており、その

結果は『記録と史料23』に掲載されています。

今回のアンケートは、長野県内の全自治体を

対象に本年８月に実施しました。県内77市町

村中62市町村から回答がありまして、回答率

80.5％と高い回答を得ることができました。

改めまして御協力いただきました自治体の皆

様方に感謝申し上げます。

【1.1】歴史資料として重要な公文書等の管

理に関する一連の業務が組織法上、規定さ

れていますか？〔はい15%、△はい８％、

いいえ77％〕

【1.1補足】公文書の保存年限は長期／永年

／永久保存となっている（56％）、職員間

では現用文書という認識がない文書も廃棄

されず、保管されている場合がある（31％）、

長期／永年／永久保存を見直し、有期限（最

長30年）とする動きがある（10％）

【1.2】歴史資料として重要な公文書等に関

する業務状況が何らかの形で一般に公表さ

れていますか？〔はい19％、いいえ73％〕

設問での「はい」回答はいずれも公文書館で

した。７割以上の自治体が条例や規定等で管

理されていない自治体が多いことがわかりま

す。永年保存以外の歴史的公文書への対応に

課題がありそうです。永久保存の見直しは公

文書管理法を意識した動きで、公文書館設置

に向けた契機となるよう期待したいです。

【2.1】情報公開条例に規定された実施機関

すべての歴史資料として重要な公文書等を

収集（移管）の対象としていますか？

　〔はい26%、△はい15％（一部が収集対象

外）、いいえ53％〕

【2.1補足】現在は収集（移管）を積極的に

行っていないが、過去に自治体史編さん等

で一部の文書が意図的に整理され残ってい

る〔50％〕、現在も自治体史編さん等の活

動が続いており、それに使用する史資料と

して収集（移管）が行われている〔６％〕、

収集（移管）の対象機関として公立の学校

施設が含まれている〔16％〕

移管対象は４割程度で、過去に自治体史編さ

ん等の関係文書や資料が継続的に保管されて

いる点が注目されます。これらを継続するた

めにも組織法が必要となりましょう。収集・

移管の対象として学校とあるのは教育委員会

部局からの回答が多いからかと思われます。

【2.2】歴史資料として重要な公文書等の収

集方針、評価選別基準等を明文化し、公表

していますか？〔はい15％、いいえ84％〕

「はい」は公文書館設置自治体でした。

【2.3】歴史資料として重要な公文書等の保

存場所を現用文書異なる専用の場所で管理

していますか？〔はい20%、△はい40％（保

存環境未整備）、いいえ40％〕

保存環境は未整備を含めると全体の60％で専

用の保管場所を有しており、先の【2.1補足】

の結果とも関連しています。

【3.1】歴史資料として重要な公文書等の目

録を作成しそれが一般に公表されています

か？〔はい19%、△はい23％（目録作成済

だが未公開）、いいえ53％〕

【3.1補足】作成された目録はあくまで内部

で利用するものであって、一般には公表す

るものではない〔８％〕、目録は整備され

ていないが、希望があれば行政サービスの

一環として歴史公文書等を住民等が利用で

きるよう対応している〔13％〕、かつて目

録が作成され、公表もされていたが、現在

は管理状況を把握できず、住民等が利用す

ることはできない〔３％〕

【3.2】閲覧を制限する場合の基準を持ち、

一般に公開している。また、その基準に該

当するものを除いて、一般利用の制限を

行っていない。〔はい18%、△はい11％（基

準があるが未公表）、いいえ65％〕

【3.3】標準的な資料複写料金が、当該自治

体の情報公開制度による「写しの交付に要

する費用」と同等かそれ以下となっていま
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すか？〔はい32%、△はい38％（複写規定

無）、いいえ24％、△いいえ１％（特別資

料として提供、費用高）

【3.4】歴史資料として重要な公文書等の収集・

保存・閲覧等に関する調査研究を行い、そ

の成果を毎年度公表していますか？

　〔はい15%、いいえ82％〕

全体の約４割で何らかの目録が作成されてお

り、約３割の自治体で閲覧基準があることが

わかります。また、情報公開との関連での複

写料金についての設問では、規定等が無くと

もおおむねそれに準じた形で対応されていま

す。なお、公文書館機能として重要な調査研

究については、公文書館設置自治体以外から

の回答は見られませんでした。

４　「地域資料」に関するアンケート結果

　委員会独自の試みですが、「ミニマムモデ

ル」の公文書等部分を歴史資料に読み替えた

アンケートを実施しました。これはより長野

県の地域性が明らかになると考えたからです。

【4.1】歴史資料として重要な地域資料を収

集し、自治体の施設で保管していますか？

　〔はい87%、いいえ10％〕

地域資料の収集を９割近くの自治体が実施、

寄贈や寄託で受け入れています。

【4.1補足】受入れ先について〔公文書館（文

書館11％、博物館（資料館）40％、図書館

８％、教育委員会が受け入れ、所管する施

設で保管52％、首長部局が受け入れ、所管

施設で保管８％〕

このほか、具体的な施設名として本庁舎担当

課や公民館の名前がありました。

【4.2】地域資料の整理を行い、目録を作成

していますか？〔はい40%、△はい28％（過

去作成、現在無）、いいえ31％〕

自治体史編さん等が終了したため、目録未作

成が３割との回答がありました。

【4.2補足】目録を作成、公表27％、目録作

成だが未公表27％、目録を作成した当該地

域資料は自治体が保管34％、目録を作成し

た当該地域資料は所有者が保管19％

【4.3】地域資料の利用に関して申請や要望

があったとき、対応するための組織法があ

りますか？〔はい18%、いいえ34％、△い

いえ48％（組織法無で対応）

【4.4】地域資料の収集・保存・閲覧等に関

する調査研究を行い、その成果を毎年度公

表している。〔はい28%、いいえ79％〕

半数以上の自治体で地域資料を目録化してい

ます。しかも、当該地域資料を自治体で保管

している率が、所有者宅での保管率より３割

以上と高いことも注目されます。また、組織

法は無いが住民の要望があれば地域資料を利

用に供している自治体が約半数あります。

【5.1】公文書館設置状況〔公文書館（文書館）

を設置13％、公文書館（文書館）を数年以

内に設置０％、公文書館（文書館）設置計

画・構想・要望有11％、予定なし69％〕

【5.2】「アーキビストの職務基準書」につい

ての周知〔はい24%、いいえ75％〕

【5.2補足】〔職員配置や文書館の業務上で参

考５％、運用については検討中13％〕

まだ、緒についてばかりの『アーキビスト職

務基準書』なので周知はこれからの感が強い

ですが、運用検討中の自治体も見られます。

おわりに　―公文書館設置の波とその特長―

　最後に、長野県の公文書館設置の波につい

てその特長を３つあげておきます。１つ目は

安曇野市が設置にあたり全史料協の「ミニマ

ムモデル」を活用されたこと、２つ目は、全

史料協の全国自治体アンケート結果からも明

らかなように、自治体史編さん時の地域史料

や市町村合併時の旧役場文書を残してきたこ

と、そして３つ目は地域住民の方々の歴史に

対する意識が高いということです。この点の

詳細につきましては、次の小平報告に譲りま

して、私の報告を終わりとさせていただきま

す。
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思いもよらなかった評価

　上田市公文書館設立３年前の2016年２月17

日、私たち上田・東御・小県地域史連絡協議

会主催の公開講演会で、長野県短期大学瀬畑

源助教（現成城大学）は、「全国的にみて、

市民運動によって公文書館ができるのは珍し

いことだ」との話をされた。第45回全史料協

全国（安曇野）大会は、「『文書館』をつくる

～市町村が拓くアーカイブズ活動～」という

大会テーマを掲げた。全史料協大会・研修委

員会は、この大会テーマのもとに全国大会を

ひらく趣旨として、「安曇野市と前後して、

東御市・須坂市・長和町・上田市」と「長野

県内における『文書館』設置のムーブメント

は特筆すべきもの」であること、また、東御市・

長和町・上田市の東信地域にみられる「地域

住民の陳情・請願を原動力に、行政や議会に

働きかけて『文書館』設置を実現した（こと

は）全国的にも稀有な市民運動による公文書

館設置（運動である）」ことの２つを挙げ、「そ

の熱い想いを語っていただき」、「長野県内の

熱い動向を体感し、その意義を全国各地に持

ち帰り活かす機会としたい」と説明されてい

た。このように指摘されてはじめて「そうで

すか」と気付かされたのが正直なところで、

私たちの運動がそのように評価されていると

は思いもしませんでした。果たしてそういわ

れるような運動なのか検証してみようという

ことで、全国の公・文書館の設置数や誰が主

体となって設置したのかなどの調査をした。

　公・文書館の設置数　長野県は、47都道府

県中長野県立歴史館と市町村の10館合わせて

11館と、長野県に続く５館の２倍余の設置は

確かに全国一であることを示している。

　余談になるが、発表中に触れられなかった

ことを一つ書いておきたい。1959年山口県文

書館が設立してから今年で60年。国立公文書

市民要望としての公文書館設置

報告③

小平　千文

―上田市公文書館の設置などについて―

上田・東御・小県地域史連絡協議会

丸子郷土資料館に併設開館した上田市公文書館
（2019年９月１日）

長野県下の公・文書館 2019.9.1現在

館名 開館年月日 設置自治体 区域名 計
長野県立歴史館 1994.11.  3 長野県 全県

長野県の
市町村数

市：19
町：23
村：35


計：77

松本市文書館 1998.10.  1 松本市 中信
飯田市歴史研究所 2003.12.  2 飯田市 南信
長野市公文書館 2007.11.20 長野市 北信
※古文書史料室 2010.  4.  1 坂城町 北信
小布施町文書館 2013.  4.24 小布施町 北信
※小諸市古文書調査室 2017.  1.  4 小諸市 東信
須坂市文書館 2018.  4.  1 須坂市 北信
東御市文書館 2018.  4.  4 東御市 東信
安曇野市文書館 2018.10.  1 安曇野市 中信
長和町文書館 2019.  4.  1 長和町 東信
上田市公文書館 2019.  9.  1 上田市 東信

（注）※設置条例をみていない館
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館が1971年に開館してから48年。公文書館法

が成立してから32年。日本のアーカイブの歴

史は、200年余の歴史を持つ欧米に比して半

世紀そこそこの歴史しか刻まれていないこと

を教えている。そんな時に、日本のアーカイ

ブの先がけとなった山口県の先駆性を見失っ

た同県出身の為政者の政権下で、公文書の保

存は危機的状況に陥っている。それ故に「国

民共有の知的資源として、主権者である国民

が主体的に利用しうる」（公文書管理法）史

料保存の館である公・文書館の存在意義を知

らしめる絶好機にもなっている。

　設置数からみた特徴　長野県内に設置され

ている公・文書館は、表の通りである。どこ

に設置されているか長野県の白地図に落とし

込んでみた。その結果、県立歴史館を除く10

館を館数ではなく別の角度からみると、全史

料協大会・研修委員会も指摘しているように

地域的には東信地域に集中していること、そ

れも千曲川流域に集中していることの他にい

くつかの特徴が浮かび上がってきた。気候区

分の仕方でみると、東信地域のほかに松本市

や安曇市を含む「中部」と長野市や須坂市の

「北部」に集中し、諏訪・伊那など「南部」

は設置が少ないこと、さらに、公・文書館が

設置されたことによりその恩恵を受ける面積

からみると、長野県の面積１万3100平方㍍に

対して４分の１の地域がその恩恵を受けられ

るということ、また、約215万県民のうち恩

恵を受けられる環境のなかにいる県民がなん

と半分もいる。なぜ、このような状況が生ま

れたのか、今大会が関心を寄せた理由の１つ

であった。

　公・文書館の設置主体　公・文書館を設置

した主体が行政主導か市民運動主導かについ

てネット上から各館の沿革について調査して

みるが意外に困難である。わかる範囲でいえ

ば行政主導型が多く市民運動主導を沿革で述

べているところは少ないことは確かのよう

だ。それ故に私たちの地域住民の設置要望を

中心に運動が推進され、その運動が行政や立

法府を動かし開館に至った活動が注目された

第２の理由になったようだ。出来れば全史料

協で各館の設置主体について丁寧な調査をし

ていただければありがたい。その中から、今

後の設置運動にヒントを与えてくれるものを

見いすことができるのではと思う。

２．上田・東御・小県地域史連絡協議会の結

成と運動

　地域史連絡協議会の設立　地域住民の要望

から公文書館が生まれた始点は、2004年『上

田市誌』編纂事業が完結する前年の2003年10

月２日になる。上田市長・教育長宛に提出さ

れた「文書資料館」の設置および「資料収集

保存の態勢」（経費と人）を実現することを

求めた上田市域13団体・個人による陳情から

である。２年の準備

期間を経た2005年４

月18日、上田市域か

ら 地 域 を 広 げ た 上

田・東御・小県地域

史連絡協議会（通称、

地域史連絡協議会）

を各市町村の教育長

の参加も得て発会さ

せ（写真）、文書館

設立に向けた本格的

な運動に入った。

　設立目的は、「上

田市・東御市・小県

郡内町村の地域史研

究団体が協力して、

史資料の保存・整備・

活用の推進を計り、研究の専門分野間や地域

間の情報・連絡を密にして、地域史研究を深

化発展させる」（会則第１条）と定めた。そ

の目的を達成するために「史資料の所在の掌

握　保存方法の研究　保存の必要性の周知　

史資料の推進・利用等の諸事業」との文言を

発会を報ずる『東信
ジャーナル』2005.4.19
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使って、公・文書館の設置を求めた。

　上田・東御・小県地域は、上田市・東御市、

長和町、青木村と２市１町１村から成り立っ

ている。発足時この地域には、郷土史研究や

歴史研究、社会教育、民俗、文学などの研究

団体が上田市に22団体、東御市に１団体、長

和町に２団体、青木村に２団体、計27団体が

あった。その約82％を結集した研究および運

動の両輪をもつ横断的組織（表）は県内では

唯一になる。

　事業＝運動　2003年から2019年までの具体

的な運動を４例取り上げる。１つは、陳情と

請願活動である。それぞれ３回の計６回、行

政（市長・秘書課、総務課）や教育委員会、

議会に働きかけた。議会では、上田市の場合

では党派を超えて延べ11人の議員が２年に１

回は公・文書館の設置や進捗状況を問う質問

がされた。議会における請願書の採択が各自

治体で公・文書館設置の動きを確実にさせて

いることから、議会への請願は重要視したい。

２つめは、先進文書館の視察を行政や議員の

方と共に行ったことである。公・文書館設置

にかかわる担当課と議会で質問してくれた議

員にはより史料保存の理解を深め、共に協力

推進する力になっていただくための願があっ

た。３つめは地域内の史料保存状況調査およ

び各自治センター（支所になっていた旧村役

場）内に保存されている公文書の史料目録作

りを行政に働きかけて行ったことである。

　地域内の史料保存状況調査は、公・文書館

設置推進の上で大きな影響を与える調査に

なった。1950年ころからはじまった『上田・

小県誌』編纂の折り、悉皆調査の結果16万

2000点以上の公文書や古文書の所蔵が確認さ

れていた。それから半世紀後、古文書は６割

が、公文書は８割が失われていたことが調査

の結果判明した。市政上では合併があったり、

個人宅では世代交替や災害などにより歴史的

史料が急速に失われている実情を看過するこ

とはできない。早急に保存体制の構築を求め

た陳情は大きな影響を与えた。

　自治センター内で眠っていた公文書の目録

化は、塩田と浦里の各センターを中心に行わ

れた。塩田センターの場合をとりあげてみる

と、地域史連絡協議会の加盟団体である塩田

平文化財保護協会を先頭に、私たちの協議会

に加盟していない地区振興会や自治会連合

会、さらに別所温泉自治会連合会までを動員

した地区総動員の作業になった。行政にとっ

ては願ってもない出来事になったが、同時に

公・文書館開館に向けた準備作業を円滑にさ

せる付加価値を産むことにもなった。４つめ

は公・文書館の設置の必要性を地域住民に理

解してもらうための公開講演会やフォーラム

を実施したことである。フォーラムでは、各

自治体の行政の方、地域史料や公文書の目録

化をした代表者、企業史料の整理と目録化を

した研究会の方、近世・近現代史料所蔵者の

方から、それぞれ史料保存環境を整えること

の必要性を発表していただき、参加した地域

住民とそれぞれの立場を越えて公・文書館設

置の必要性の考えを共有しあう場になったこ

とは効果的であった。

上田・東御・小県地域史連絡協議会加盟団体	 2019（令和元）年７月17日現在

赤松小三郎顕彰会 上田郷友会上田部会 上田民俗研究会
上田社会教育大学 上田小県近現代史研究会 上田歴史研究会
川西郷土研究会 真田町郷土史研究会 塩田郷土史研究会
塩田の歴史・文化を学ぶ集い 塩田平文化財保護協会 塩田平文化財研究所
新上田自由大学歴史学教室 上小郷土研究会 武石郷土史研究会
東信史学会 東御市郷土史研究会 丸子史料研究会
長和町郷土史を学ぶ会
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　こうした運動を行ってきたが、常に考えて

いたことは、公・文書館の設置を願う側も行

政側も共に手を携え実現させることの共同歩

調関係を築くことをおろそかにしてはいけな

いということであった。

３．願い

　私たちの運動は、上田小県地域唯一の村で

ある青木村に仮称「青木村文書館」の開館を

みるまでは完結とはいえない。そのために、

安曇野大会で発表した「幸い、長野県には戦

前から『わらじ史学』による地域史研究、編

纂が盛んである歴史を刻んできている。公文

書・古文書などの史料への関心は高く、県下

全域に史学会をもち研究活動がおこなわれて

いる。それゆえに、文書館が全自治体に設立

できる必要な養分は整っていることから、さ

らに文書館設立の華を咲かせていくことがで

きる」と述べたことに自らを奮い立たせ「千

曲川流域文書館設立地域を作りだし、同地域

の民主主義を担い育て上げていく千曲川流域

文化ないし千曲川流域民主主義を支え育て

る」運動を継続していきたい。

　公・文書館の設置をみていない自治体のみ

なさんは、あきらめることなく地域研究団体

などを中核に地域民主主義の成熟を図るため

の史料保存の大切さを関係機関や地域住民に

粘り強く働きかけていく運動の展開を願って

いる。

質  疑　・　総  合  討  論

大会テーマ研究会

【質疑応答・総合討論】

司会（大会研修委員会　長谷川）　長野県内

の文書館の方からコメントをいただきたい。

北沢元一（長野市公文書館）　長野市史を編

纂した際に集めた資料を保存し利用していく

ため、市制110周年記念事業として平成19年

11月に長野市公文書館を開館した。旧建物の

老朽化に伴い移転し、11月20日にリニューア

ルオープンする。４月１日現在の資料点数は

14万9,831点で、これらを公開している。事

業としては講演会を年１回と、市史研究長野

を年１回、公文書館だよりを年４回発行して

いる。課題は、資料のデジタル化を進めてい

ること、また市の文書を全部電子化したいと

いうことで、その対応のためデータベース化

に取り組んでいきたい。

根津良一（須坂市文書館）　文書館の設置に

当たり、市史編纂事業が大きく関わっている。

そこで収集した古文書、行政文書の保存・活

用、公文書を含めた新たな資料の収集・目録

作成などの計画等について検討を行った結

果、平成30年４月１日に条例により文書館を

立ち上げ、10月１日から利用を開始した。文

書館所蔵数は約42,000点。市民の方々にも協

力してもらっている。当面の課題は、文書館

の認知度を高め利用の拡大を図るための事

業、公文書管理の適正化を含めた公文書のよ

り効率的かつ効果的な移管・保存システム及

び閲覧システムの構築など。なお当然ながら

専門的知識を身につけた人材の確保が必要だ

が、これが非常に困難な状況にある。

土屋信之（上田市公文書館）　令和元年９月

に開館し、所蔵資料が約13,000点、ほとんど

が合併町村の旧役場文書である。一部旧町村

に伝わった江戸時代の古文書も含まれている。

（施設は）昭和58年に開館した丸子郷土博物

館を、合併特例債で約6000万円かけて整備し、

具体的には本棚や閲覧スペースを作った。

目録検索システムを整備したので、インター

ネット上で誰でも検索できるようになった。
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市長部局に属する総務部総務課の組織で、職

員は５名である。今後の課題は、公文書館の

ＰＲ、あるいは学校や公民館などへの働きか

けなど、先行している公文書館から教わりな

がら進めていきたい。

司会（大会研修委員会　蓮沼）　小布施町文

書館からのコメントを代読する。

　長野県下で一番小さい町である小布施町で

は、長野県下で初の「小布施町公文書管理条

例」を施行し、平成25年４月24日に県下市町

村で３番目の公文書館を開館した。資料の散

逸を恐れた地域の郷土史家から町での保存を

求める声が平成19年頃から上がり、同時に旧

図書館施設の活用が課題となり、古文書保存

機能をもった「公文書館」の整備と、管理が

課題となっていた公文書の条例化を目指した。

収蔵資料は現在約18,000点。ワークショップ

や企画展示のほか、広報紙や文書館だよりを

発行している。現在は民間団体や文書館サ

ポーターに協力いただいているが、引き続き

専門職員の確保をしていきたい。

司会（長谷川）　次に質問に回答していただ

きながら議論を進めていく。（質問者不明）

当市は現在残念ながら（大会冊子）資料p.52

の図Ｅに位置している。まずはＢＣを目指し

たいが、議長や幹部職員等、トップに意識を

変えてもらうためにどんなアクションが効果

的だろうか悩む。アドバイスをいただければ。

新井　先ほど報告の中にあったベクトル図の

Ｅは今現在、公文書館も未設置で非現用文書

も収集保存されていない状況。それをＢとＣ

にもっていきたいということだが、まずは議

員や幹部職員を文書館に視察に連れていくの

が一番いいのではないか。その上で今現在ど

んなことが問題なのかという点をチェック

し、はじめに何をやったらいいかをトップに

働きかけたらいいと思う。各自治体で実施し

ている公文書管理業務、もしくは規定等が今

どんな状態になっているかをチェックし、歴

史的公文書の項目が入っていなければ、そこ

から入れていくことが必要になる。もう一つ、

庁舎全体で、公文書管理の実態調査をする、

それによって他部局の方とか他の部署の方々

と公文書の重要性、あるいは歴史的公文書の

重要性をアピールするいい機会になる。

司会（長谷川）　岡山県の定兼さんから、「安

曇野市の提言書には新しい市史編纂をするこ

とがあったと記憶しているが、その動きはあ

るか？あるとしたら文書館でするのか？ゴー

ルドモデルを目指すのか？」という質問。

青木　文書の収集基準のところに、文書館が

市史編纂に関して必要な資料を移管するとい

うことが入っている。市史編纂はデータがな

ければそこまで至らない。コストのかかる部

分が調査活動や情報収集の部分であり、調査

研究活動の公表がミニマムモデルの中にある

ので、それを文書館の運営方針の中で継続的

に集めていくのが、今の文書館の役割だ。

　ゴールドモデルについては、とりあえずミ

ニマムモデルを行っていくのが館の目標になっ

ている。それを無理のない範囲で動かせるよ

うになった後、ゴールドモデルの段階になる。

那須野雅好（安曇野市文化課）　市史編纂は

去年の政策会議に上げて撃沈した。とにかく

財政が厳しいので、予算のかからない市史案

を作り先日の政策会議に臨んだ。プランをい

くつか持って、予算の交渉に当たることが大

事だ。文書館を作る前段が一番苦労した。小

松芳郎先生に、とりあえず捨てるな、空き施

設が出たらどんな施設でもいいから手を上げ

て始める、という進む方向性を示していただ

大会テーマ研究会の様子①
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いたおかげで、空き室ができたタイミングで

市長にお願いしたという経緯だ。担当者の熱

意が失われなければ必ずチャンスがある。

　20数年前に三郷村に合併した旧三村の公文

書を当時の職員がドラム缶で焼いていたのを

見て、それを全部教育委員会で２年かけて整

理した。そのときの文書が町史編纂に大変役

立った。とにかく残す、それを繋げていく、

自分の時代にそれが無理だったら次の世代に

伝えていく努力が必要じゃないかと思う。

佐藤大介（東北大学災害科学国際研究所）　

去年７月に参議院の復興委員会に参考人で呼

ばれ、資料保存のことを話した。取り上げら

れるまで時間がかかった経験から、文書館や

資料保存について議会で取り上げてもらうこ

とは、人間関係も含めての努力と議員に理解

をしてもらうことが不可欠であり、条例も議

会で決まることから、何か議員の巻き込み方

があれば教えてほしい。

青木　安曇野市の市議会は毎年４回あるが、

各議会中に文化課が答える文化行政について

の質問が定期的に出る。安曇野市では、議員

が地域の文化活動や文化行政に対して内在的

に関心を持っており、その都度、質問を出し

ていただいているのが現状。

司会（長谷川）　次に「上田市公文書館設立

までの過程で、議会として政策の提言等を働

きかけたことはあるか？」「上田市で議員に

働きかけ、毎年に質問が出されたとのことだ

が、具体的にどのように働きかけたのか？」

という質問。

山本太郎（倉敷市）　どの会派でも平等にし

たのか、あるいは会派によって温度差があっ

たのか、そういうことも含めて議会の働きか

けついて具体的に教えていただきたい。

小平　議員への働きかけというのは、研究会

が22団体あるので、その出身地から出ている

議員に研究会のメンバーがなるということで

進めた。地元の議員に直接話をして、党派を

超えてやっている。どの議員に対しても正当

性を訴えていくということが大事ではない

か。あとは議員を公開講演会に誘う、研修会

で一緒に行動を共にするなど、諸活動を知っ

てもらえるよう働きかけることだ。

　佐久市は今準備中でいよいよ旗揚げである。

上田市の提言書等の資料を全部渡すので、そ

れを参考にして頂ければと思っている。

吉岡徹（佐久市議会）　文書館の設立に関し

て私が２回、昨日参加していた若い議員が１

回一般質問で市の意向を問い質した。資料は

揃っており、令和７年には佐久市では４つの

小学校が廃校になるため、そのうちの一つを

文書館にしたらどうかということで、市政へ

の提言という形をとりたいと思い質問した。

土屋　そういう提案は、直接首長に言える状

況があるように思う。小平さんのように組織

を使うやり手の方がいたので上田もやれた。

小平　議会で提言すると、議員でこういう質

問をしたいと予め原稿を持ってきた人もいた。

上甲典子（亀岡市文化資料館）　全史料協の

テーマでも、地域史料と公文書という二極対

立のように考えられてきたが、長野県での文

書館の設立ではとても自然にこの二つが一体

化していると思う。そこについてどのように

地元の方は捉えられているのか。私は、博物

館の業務に近い仕事をしているので、取り巻

く状況が違うが、博物館や文化財行政に近く

吸収される場合も関西のほうでは多いので、

そのあたりの状況を教えてほしい。

青木　安曇野市では、近現代編は旧役場文書

を中心に整理が行われて編纂に生かされた経

緯から、公文書対地域史料という構図は全く

なく、一つの町史を作るために必要な資料と

してどちらも存在していたという認識だ。地

域史料については、公民館活動の中で地域の

歴史を掘り起こしたいという人たちが継続的

に使っており、市の中では旧町村史で収集さ

れていた公文書が各々の町村の書庫に整理さ

れた状態で合併を迎えた。それを本庁舎とい

う一つの倉庫を一体化するという事業の中で
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もう一度整理を行い、現在作成している文書

も今後保存されていく中に位置づけていくと

いう動きが、最終的に一つになり文書館に

なった。今回研修会Ａの見学地に二つの博物

館をあげたのは、文書館が教育委員会の文化

課博物館係の下にあり、その２館と連携をし

ながら事業を進めているためだ。文書資料に

ついては文書館、そのほかの自然・民俗資料

等は博物館という連携の取り方をしている。

小平　長野県立歴史館ができる前、古文書館

を作ってほしいというのがスタートだったが、

議論を重ねていくうちに複合館としての県立

歴史館ができた。公文書と古文書の両方を扱

うのは当然のことだと思っていた。古文書に

対する認識が非常に強かったということは事

実である。しかしその後、近現代の資料が失

われたことで、公文書を収集・保存すること

の大切さが強調されていった。長野県の場合、

今までの歴史から見れば、公文書と古文書ど

ちらも大切だという認識だ。博物館はこれま

でずっと文書館の役割を果たしてきた。博物

館としても、貴重な資料はぜひ収めてもらい

たいという気持ちがあることは間違いない

が、公文書館ができれば公文書館に資料を寄

贈したいという人が出てくるかもしれない。

上田市の場合はその両者で相談をして、最終

的にどちらに収めるかということを協議する。

新井　それぞれの機能を生かしつつ、役割を

お互い尊重しながらやっていくという点で、

長野県はうまくいっているという印象。その

町の歴史を語り継いでいく上では、現代公文

書も将来に向かって残していかないとその町

の歴史がなくなってしまう。特に、合併前の

状況を知るには合併前の公文書も歴史資料と

して残していくことで、町の歴史を理解する

という意味では、古文書と同じだ。もう一点

は、公文書館法や公文書管理法の成立も、あ

る意味追い風ではないといわれた時期もあっ

たが、実際その法があるおかげで歴史的公文

書を残そうという流れになってきている。そ

れが今まさに、公文書館設立運動につながっ

ている部分もあるかと思う。

司会（長谷川）　古文書と公文書の関係性に

ついて、理念的な話をしたいというので発言

いただく。

定兼学（岡山県立記録資料館）　故大濱徹也

氏は「公文書館は歴史家だけが利用する古文

書館ではない、公文書だけを扱う施設」と

言っていた。しかし全史料協では公文書も古

文書も併せて保存・活用ということでやって

来た。長野県ではこの考え方が理解されてい

るが、そうでない地域もあるので、議論の前

提として全史料協は「両方大事」の立場にあ

ることを申し上げたい。そのことこそが、様々

なタイプの資料の扱いができるアーカイブズ

の役割を果たすことにつながる。

司会（長谷川）　この話を踏まえて報告者に

コメントをいただきたい。

青木　文書館の役割は、市民の活動に提供す

るための素材（データ）を集め保有する「デー

タバンク」と考えている。利用者は公文書で

も古文書でも、自分の知りたいデータを得る

ために利用するので、こうした機能を果たす

ことが大切である。

新井　今回、自分たちの地域の歴史について、

また今後の地域の未来について、自分たちで

責任を持たなければならないという意識が強

く伝わり、その手助けをできるのは（公）文

書館であることを改めて思い知らされた。い

つの時代も、必要な公文書や地域の資料を、

市民や県民が手に取って見ることができるよ

うにするのは、行政の責任であり、それを担

保する施設として（公）文書館がある。長野

県は被災後に資料が捨てられずに残った。そ

の期が熟して文書館ができ、公開に繋がった。

この熱意を伝えていくことが大切だ。

小平　（公）文書館の方々は、自分たちの

（公）文書館をどうしたらよいかを常に考え

ている。それぞれの地域にできる館はその地

域の歴史を背負っていくと考えており、自分
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の地域の特徴を認識するための材料が資料だ

と考える。例えばある村で発行した「新聞」

の目的は、自分の村を愛する、愛するために

は知らなければならない、知るためには知ら

せなければならないという「知る権利」であっ

た。このような特徴ある歴史を学ぶ場として

（公）文書館はある。特徴ある資料を市の資

料として受け継ぎ市民に還元することに徹し

ていけば、公文書でも古文書でも歴史に対す

る関心は高まっていくと思う。上田市の場合

は、今後公文書館の内容を豊かにしていく活

動を展開していくことが大切だ。

司会（長谷川）　ここで小諸市の古文書調査

室の話を聞きたい。

高橋陽一（小諸市教育委員会文化財・生涯学

習課古文書調査室）　当方は古文書の調査等

の機能はあるが、設置条例に基づいた施設で

はないので体制が十分ではない。公開・情報

提供等に課題がある。

司会（長谷川）　「館が未設置でも資料収集

等を積極的に行う自治体もあるはず、公文書

館施設の有無と公文書管理の充実に関係ある

のか」という質問が出ている。

山形康太（愛知県一色学びの館）　文書館の

有無と資料収集の徹底度の関係を知りたい。

青木　館ができたメリットは大きい。保管場

所が確保され、地域史料の活動の拠点が安定

した。博物館・図書館との連携ができて、お

互いの長・短所を同じ土俵で話すことができ

るようになった。機能だけの組織でこのレベ

ルまで高めることはかなりしんどい。

新井　複合施設の場合は便利だが、互いに足

を引っ張りあう面がある。行政的に独立でき

ていないのは、機関同士の対等さがない。（文

書館）機能があれば一通りのことはできるが、

公開・保存・管理面で最終形が見えない。し

たがって、館はあったほうが良いと考える。

司会（長谷川）　「機能があれば文書館の機

能を果たせる」とは、当方新潟市歴史文化課

がその実例である。平成13年に文書館機能を

持ちながら、未だ館がない。現在ようやく設

計中である。資料閲覧は行っているが、資料

は分散保管となり、保存環境がよくない。つ

まり機能があれば、文書館はなくてもいいの

では？という評価になっていた。施設として

の「館」は持っているべきである。

本田雄二（新潟県立文書館）　資料の保存活

動を専門家でない一般市民に伝えていくこと

は文書館の業務として重要な仕事であると思

う。特に地域史料の保存において、文書館の

有無に関わらず、文書館活動をいかに地域住

民に周知できるか、具体的な方策を教えてほ

しい。

青木　地域資料の保存状況については、各市

町村で集めたデータをもとに寄贈・寄託・取

直しの作業を行っているが、この10年の間に

どこにあるのか不明になった所蔵者が増えて

いる。耳に残るように講座やラジオ出演など

もしている。

新井　次の資料の担い手がいないと資料を保

存しても活用してもらえない。そのため高校

生の資料の活用ということで、教材化を先生

と取り組んだことがある。実際に史料を見て

触り、資料を解釈したり、資料紹介をしても

らうなどの取り組みから、高校生は十分対応

できる。市民は被災資料や災害記録に対する

関心が高いので、これを切り口として利用す

ることも可能であろう。

司会（長谷川）　次は議員の方から、「資料

館を含めて文書館は将来に残す大切な施設と

考える。空いた学校の校舎を利用すれば安く

できるのではないか」という質問である。

神社正幸（大町市議）　議会でデジタルアー

カイブズと文書館の質問をしようと思ってい

る。この問題を市議として議会に浸透させて

いくためには、トップダウンと陳情が有効で

あるが、議員提案を使うのが良いと考える。

小平　それも一つの方法だが、やはり地域住

民が主体にならないと根付いていかないと思

う。大町市の状況を判断した上で、議会主体
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でやるのか、地域の声をいれてやるのがよい

のか、総合的に考えてやるのが良いと思う。

このような機会を捉えて、資料保存の大切さ

や文書館の必要性の理解を広めていくという

ことを押さえたほうが良い。

司会（蓮沼）　学校の空き校舎の利用につい

て、大仙市アーカイブズの事例を紹介する。

「安くできるのではないか」ということだが、

改修に３億５千万円かかっている。学校は光

を多く取り入れた構造になっているのに対

し、主に紙資料を扱う文書館にとって光は保

存に良くないため、改修や書庫整備などで、

安く造るのは難しい。

　昨年夏の集中豪雨の際、書庫が雨漏りで床

が水浸しになるということがあった。時間が

経過した既存施設の場合、排水機能が現在の

基準に適合していないことがあり、そのため

の改修も費用がかかる。

小平　既存施設を使用する場合、「耐震」の

問題を含めて検討する必要がある。

司会（長谷川）　この大会を通して、長野県

内の様々な文書館設置の在り方を紹介してき

たが、全体を通じて会場からコメントを求め

たい。

辻川敦（尼崎市地域研究史料館）全史料協の

会誌で30年を振り返る原稿を書いているが、

1990年代にも「公文書も幅広い地域史料も大

切」と同じことを議論している。今日の議論

で確認できたことは、小平さんがおっしゃっ

たように、地域の資料があって、住民は何を

求めているのかを考えれば、公文書を含めて

幅広い資料を扱う施設は大切であり、大変だ

けれども工夫しながらそうした「地域文書館」

をやりましょうということを、現場に根差し

た形で改めて確認できた大会になった。

司会（長谷川）　最後に報告者からコメント

を。　

青木　自治体や地域が抱えているデータは膨

大なものだ。これまでは自治体史編纂でコス

トをかけてまとめてきたが、本以外の形では

コスト回収できていないと感じていた。文書

館で（資料を）公開できればそこでかけた労

力等が市民に還元される流れができる。この

文書館の機能こそが「市町村が拓くアーカイ

ブズ活動」であると考える。

新井　今回の大会テーマ研究会を通じて感じた

ことは、（長野には文書館の）根底となるもの

があることである。根底とは、郷土に対する

関心が非常に高いこと、そして明治以降の修

史事業における資料収集であり、それを踏ま

えて将来に伝えていこうとする動きが、現在

も脈々と続いていることである。この考え方が

文書館の設置とリンクしている。（アンケート

調査等から）色々な情報を得ることができた。

長野県の自治体の方々には感謝している。

小平　今日の話が役に立てばありがたい。参

加者が自分の地域の歴史を今一度見直して、

その特徴をつかんで文書館づくりに精を出し

ていただきたい。この大会をきっかけに新しい

「館」ができればと思う。皆さんの活躍を祈る。

司会（長谷川）　「文書館を作る」というテー

マであったが、自分たちの所とは違うと思っ

ても、その壁を突破する様々なヒントが今大

会にあったと思う。是非ともこの熱い長野の

文書館熱を皆さんの地元に持ち帰って実践し

てほしい。小平さんの「粘り強く続けること

が文書館の設置や発展に繋がる」、という思

いを持って取り組んでいきたい。

　　　（司会・記録：大会・研修委員／

　　　　大仙市アーカイブズ　蓮沼　素子

　　　　新潟市歴史文化課　　長谷川　伸）

大会テーマ研究会の様子②
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　本県は、平成30年３月に青森県史全36巻の

刊行を終えたことから、全史料協の場をお借

りして、県史を紹介するポスターセッション

を行った。

　ポスターそのものは、県史刊行を記念して

県庁北棟１階ホールで展示したものを再利用

させていただいた。県庁で展示した際は、青

森県史のコンセプトである「北方世界からの

青森県」を共通テーマに、各分野のトピック

スを10数枚にわたり紹介したが、今回はス

ペースが限られるため、３枚に限定し、県史

全体の紹介２枚と、近世分野２枚（日替わり）

の紹介とした。

ポスター1-2：青森県史編さんの目的と概要

　「県史編さん大綱」にある青森県史編さん

の目的（郷土に対する県民の理解と愛着を深

めるとともに、貴重な歴史的資料を県民共有

の財産として永く後世に伝え、あわせて進む

べき本県の将来を展望し、21世紀を担う人材

の育成を図る）を紹介し、あわせて編さんの

経過（平成８年から22年間にわたって実施、

平成30年３月に「通史編」３巻を刊行して全

36巻が完成）、各巻の構成（通史編３巻、資

料編25巻、民俗編３巻、文化財編２巻、自然

編２巻、別編１巻）を紹介した。

ポスター３：「北方世界のなかの青森県」近

世分野の「本州アイヌの世界」と「松前稼ぎ

の人々」を日替わりで展示した。

　「本州アイヌの世界」は、本県は北海道以

外で、近世期に唯一アイヌ民族が住んでいた

県であることから、絵図に見るアイヌの居住

の形態や、生業、弘前・盛岡両藩のアイヌ民

族への政策のほか、アイヌの織物「アットゥ

シ」などにみる和人とアイヌ民族の交流の足

跡について紹介した。

　「松前稼ぎの人々」では、蝦夷地への出稼

ぎをテーマに、1789年（寛政元年）に起こっ

た「クナシリ・メナシの戦い」では、アイヌ

民族を使役する現場経営者として、本県出身

者も多数襲撃されたこと、1844（弘化元）年

から100年以上にわたり留萌市礼
れ

受
うけ

で漁場経

営をした佐賀家などを紹介し、さらに幕末期

の箱館開港では、町場や周辺農村での奉公人

の需要が生まれたこと、江戸時代、民衆の移

動は制限されていたが、藩も現実的に許容せ

ざるをえなくなり、社会体制を揺るがせてい

くことになったことを紹介した。

　今回のポスターセッションで自治体史関係

の展示は本県だけだった。参加者名簿をみて

も、自治体史関係の参加者は、本県と、岩手

県、四国の３市だけである。いささか寂しい

感じはするが、それだけ自治体史の刊行が進

み、現役で編さんを続けている自治体が減っ

ているということかもしれない。本県も平成

８年度に編さんを開始して以来、ずっと職員

を参加させているが、「県史編さんグループ」

としての参加は今年が最後となる。

　本県では編さん終了後、平成30年度、令和

展示風景

ポスターセッション

青森県史の紹介

青森県県民生活文化課
県史編さんグループ
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元年度の２カ年を懸けて資料整理に専念し、

「青森県史デジタルアーカイブス」を構築し

て、県史で収集した古文書データ（一部画像も

添付）や絵はがきの画像、さらには県史のテ

キストデータも順次公開を始めている。ポス

ターセッションではスペースの関係で紹介で

きなかったが、あわせてご利用いただきたい。

（中野渡一耕）

　大仙市アーカイブズは今年度で開館３年目

を迎えました。ここでは令和元年度の大仙市

アーカイブズの動きをご紹介します。

　特定歴史公文書については、開館１年目の

平成29年度末と比較すると今年度10月末時点

で閲覧に対応できる冊数が約4,000冊増えま

した。閲覧可能な資料の増加にともない、市

職員はもとより、一般の方々の利用も増加傾

向にあります。

　地域史料についても、以下のような資料が

仲間に増え、徐々に充実してきています。

■田宮利雄資料

　田宮利雄（1927（昭和２）～2015（平成27）年）

は、大仙市出身。1944（昭和19）年、後の日

本国有鉄道（国鉄）に入社、秋田鉄道管理局

総務部で「秋田鉄道管理局史」の編さん、機

関紙「秋鉄」や広報誌「秋鉄ニュース」の編

集に携わりました。日記や執筆原稿等のほか

生前に撮影した鉄道写真や、収集した鉄道関

連の書籍、パンフレット等をご遺族から大仙

市アーカイブズにご寄贈いただきました。

■井上一郎資料

　井上一郎（1904（明治37）～1986（昭和61）

年）は大仙市出身。生まれ育った地域を中心

とした農村の姿を記録したアマチュア写真家

です。高度経済成長を迎える直前の村の様子・

民俗を中心に撮影を行いました。ご遺族から

寄贈いただいたネガフィルム約33,900枚をデ

ジタル化、データを内容ごとに分類整理して

公開しています。

　開館した当初は、東北の市町村で唯一の公

文書館でしたが、文書の管理等に対する意識

の変化からか、近隣の自治体でも公文書館設

置の機運が高まり、設置に向けた具体的な動

きも見られるようになりました。

　大仙市内でも「アーカイブズ」、「公文書館」

という施設について理解が徐々に広まってき

ています。さらに市民の方々に「大仙市アー

カイブズ」を知っていただき、親しんでいた

くために、令和元年度もさまざまな普及・啓

発活動を行いました。

■企画展

　10月１日～12月14日に「地域、再発見！～

記録に残る人々の様子～」と題して、大仙市

アーカイブズが所蔵する特定歴史公文書等を

中心に、明治から平成の時代を振り返る展示

を行いました。

■一般向け講座

　企画展と連動した一般向け講座を全３回開

催しました。

　　第１回　令和元年10月10日（木）

　　　「日常の人々、再発見！」

　　第２回　令和元年11月７日（木）

　　　「広がる街並み、再発見！」

　　第３回　令和元年12月５日（木）

　　　「暮らしの境界、再発見！」

■子ども向け講座

　2019年度は夏休みに「くずし字講座」を開

催しました。普段あまりなじみのない「くず

し字」に親しめるよう、カラフルな絵がつい

た当て物やすごろくなどを使用しました。

■アーカイブズツアー

　大仙市大曲（おおまがり）地域をフィール

ドに、古い地図や写真を見ながら駅前商店街

を散策しました。散策の前にはその地域に関

する資料の紹介も行い、知識を深めました。

（岡田　綾）

大仙市アーカイブズの取組2019

大仙市アーカイブズ
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　本セッションでは、真田宝物館ミュージア

ムボランティアとして活動を行う、松代文化

財ボランティアの会会員と、真田宝物館学芸

職員が協働で行う、真田邸（新御殿）襖の下

張文書整理作業について紹介しました。

　真田邸（新御殿）とは、元治元年（1864）

に松代藩真田家の居城・松代城の南に建てら

れた場外御殿で、昭和初期まで真田家の私邸

として使用されていました。140年余りが経

過した近年、保存改修工事が行われ、御殿内

の襖の下張りに反古紙として真田家や松代藩

に関連する古文書史料が張られていることが

わかり、平成23年から整理作業を始めました。

現在、作業開始から８年がたち襖100本のう

ち約７割弱の整理が終了しており、のべ3000

人を超える会員が参加した一大プロジェクト

になっています。

　セッションブースには、実際の整理作業の

行程と、作業の雰囲気を身近に感じて頂ける

よう作業風景の写真を掲示し、整理作業で作

成した台帳の一部を手に取って見ていただき

ました。

　真田宝物館及び国文学研究資料館には、数

万点にのぼる真田家文書が所蔵され、真田家

の家政や勤役、松代藩政などについて研究が

進められています。これらの史料の多くが意

図的に残された史料である一方、襖の下張り

に用いられている反古紙は、家政・藩政が運

営される現場でやり取りされ、記録された

様々な記録類であり、家政・藩政運営の実情

が垣間見える貴重な史料といえます。

　真田宝物館学芸職員だけでなく、松代をは

じめ、長野市在住の方が大半を占める松代文

化財ボランティアの会会員と協働で活動を行

う大きな目的は、身近な真田邸の襖から地域

の歴史に関わる貴重な史料が出てきたことを

知ってもらい、行く行くは目録化し活用でき

るよう自分たちの手で地域に還元していくこ

とで、松代の歴史を綴る史料に愛着を持って

もらうことにあります。

　地域の方々の地域史料への愛着こそが地域

史料の活用と保全につながることを信じ、こ

れからも真田邸（新御殿）襖の下張文書整理

作業を進めて参ります。　　　（溝辺いずみ）

　映画に関する資料収集や保存というと、映

画フィルムを思い浮かべる方も多いと思いま

すが、映画資料はフィルムだけではありませ

ん。ノンフィルム資料と呼ばれる多種多様な

資料があり、ビラ・チラシ、パンフレット、

ポスター、チケット、シナリオ、制作ノート

などの紙資料、写真資料、オーラルヒストリー

資料、撮影機材などのモノ資料などを含みま

す。ノンフィルム資料はそれ自体が独立した

価値を持つ映画資料です。

　本報告は、映画の制作から上映までを各地

の支援者と自力で行ってきた独立プロダク

ションの記録映画に関する自主上映運動資料

の収集と保存に関する中間報告です。具体的

には、松本市で公民館や文化会館などの公共

真田邸襖の下張　はがし作業の様子

松本市における記録映画上映
運動資料の収集と活用
―小川プロダクション作品を中心に―

相川陽一（長野大学）　　　　　　　
森脇孝広（都留文科大学）　　　　　
小平千文（上田小県近現代史研究会）

松代文化財ボランティアの会
会員による真田邸（新御殿）
襖の下張文書　整理作業

真田宝物館
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施設を会場に、1970年代から2000年代まで断

続的に続けられた記録映画の自主上映運動資

料に関するケーススタディの中間報告です。

　本報告で対象とした「百瀬範明氏旧蔵資料」

は、1970年から2009年まで、松本市で映画の

自主上映を断続的に続けた一人の地域住民の

個人資料です。旧蔵者の百瀬範明氏（1949年

生）は松本市の農家に生まれ育ち、兼業農家

として生計を立ててきた一人の地域住民で

す。同氏は松本市内の高校の映画研究会メン

バーらが1968年に結成した松本シネクラブの

メンバーとなって劇映画の自主上映にかかわ

りながら、自身が中心となって松本自主映画

の会やシネマアクター72と名付けた小規模な

記録映画の自主上映運動グループを立ち上

げ、同時代の社会問題や社会運動を取り上げ

た記録映画の自主上映を行いました。

　特に注力したのが三里塚シリーズで知られ

る小川プロダクション（以下、小川プロ）作

品の自主上映です。小川プロは小川紳介を

リーダーに結成された記録映画制作集団で、

成田空港問題が発生した農村に住み込み、三

里塚シリーズに代表される記録映画を制作し

ました。1974年から拠点を山形県上山市に移

し、小川は山形国際ドキュメンタリー映画祭

の開催に尽力し、国内外に知られています。

　報告者は2018年12月から計５回の資料収集

と聞き取り調査を実施しました（第１回：

2018年12月、第２回：2019年１月、第３回：

同７月、第４回：同10月、第５回：同12月）。

資料収集と並行して、第３回までの収集資料

の整理を2019年７月と同９月に実施し、資料

整理カードの作成と電子化を行いました。現

時点で、第３回までに収集した資料は計546

点です（複本を除く）。

　寄贈を受けた資料は、長野大学相川研究室

（社会調査研究室）にて整理を進めており、

収集、整理、撮影などが現在も進行中です。

これらの資料は、映画史やメディア史の観点

からは、国内外から注目を集める小川プロ作

品の地域社会での受容プロセスを明らかにし

得るケーススタディの基礎資料となり得るも

のです。そして、地域史の観点からは、戦後

の松本市における映像文化運動の軌跡を現在

に伝える貴重な民間資料です。

　貴重な資料を寄贈くださった百瀬範明氏に

心より御礼申し上げます。なお、本報告は、「百

瀬範明氏旧蔵資料」に関する共同研究の中間

報告との位置づけのため、資料整理等が進ん

だ後に、改めての成果報告を予定しています。

付記：本報告は、JSPS科研費（18K00969）、

国立歴史民俗博物館総合資料学研究助成（公

募型）、サントリー文化財団助成「学問の未

来を拓く」による研究成果です。

（相川陽一・森脇孝広・小平千文）

　今回は、機関会員の事業や個人会員の研究

など、合わせて13点が掲示されました。会場

となった安曇野市豊科公民館の講座室には、

ポスターセッションのコアタイムとされた

12：00～13：00以外にも多くの入場者があり、

活気あふれる雰囲気の中で情報交換が行われ

ました。

　全史料協関東部会は、令和元年度の活動報

告として、これまでに開催した３回の定例研

究会を中心に以下の内容を掲示しました。

第45回全史料協全国(安曇野)大会

ポスターセッション参加報告

全史料協関東部会

ポスターセッション会場の様子
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■第300回　令和元年度総会記念講演会

（会場：茨城県立歴史館）

テーマ：「公文書管理法制定10年で見えてき

た諸問題」

講師：筑波大学人文社会系教授　中野目徹氏

　公文書管理法が制定される前の状況などを

交えて、中野目徹氏にご講演をいただきまし

た。また、アーキビストの職務基準書につい

ても触れられ、大いに盛り上がった定例研究

会となりました。

■第301回（会場：渋沢史料館）

テーマ：「全史料協関東部会のこれまでとこ

れから―定例研究会を中心に―」

報　告：清水善仁氏（法政大学／関東部会運

営委員会座長）

コメント：宮間純一氏（中央大学）、富田三

紗子氏（大磯町郷土資料館）、金

甫榮氏（渋沢栄一記念財団）

　定例研究会が300回目を迎えたことを記念

して、これまでの活動を振り返るとともに今

後の展望について意見交換を行いました。

■第302回（会場：東京証券取引所）

テーマ：「東京証券取引所における資料保存

と活用の取組み」

講　師：千田康匡氏（東京証券取引所）

　東京証券取引所の施設を見学した後、私企

業における資料保存の現状などについて千田

康匡氏の講演が行われました。大変貴重な経

験となった定例研究会でした。

　今回、ポスターセッションに出展者という

立場で初めて参加しました。全国大会におい

て、他県の機関会員や個人会員の方々と交流

できる場が設定されていることは大変有意義

であると感じました。今回の経験を、今後の

関東部会の活動に役立てていきたいと考えて

います。　　（関東部会事務局　石綿孝一郎）

　2019年６月に全国歴史資料保存利用機関連

絡協議会の機関会員名簿に記載のある施設と

「国立公文書館等」の指定を受けた文書館等

155機関に、「アーカイブズ施設等における照

明の選択と管理に関するアンケート」を依頼

しましたところ、107機関より回答いただき

ました。ポスターセッションでは、アンケー

トの集計結果から、LEDの導入状況、展示室

と収蔵庫の照明管理について報告しました。

【１】LEDの導入状況

　回答のあった105機関のうち、施設内すべ

てをLED化したのは19機関（16機関は一括、

３機関は複数年にわたる）で、全体の18％で

した。部分的なLED導入は48機関、未導入は

38機関でした。未導入と回答し、かつ導入の

計画がないと答えたのは37機関で、全体の

35％でした。場所ごとの導入状況は、展示照

明47機関、閲覧室37機関、ロビー・エントラ

ンスホールと事務室・廊下34機関、収蔵庫23

機関、資料整理室・修復室19機関と、展示照

明が優先されていました。LED導入のタイミ

ング（64機関より回答）は、他の照明器具か

らの変更（改修ではなく、照明工事のみ）31

アーカイブズ施設等におけるLED
導入状況と照明管理に関する
アンケート調査報告
　　　　学習院大学大学院　人文科学研究科
　　　　アーカイブズ学専攻

博士後期課程　高科　真紀

当日掲示したポスター



33

2020.3 全史料協　会報　No.107

機関、建物の改修工事21機関、新設建設５機

関であり、その他11機関は「経年劣化によ

る器具不良の際、LEDに交換」、「使用中のハ

ロゲンランプが切れた箇所から代替LEDに変

更。器具の変更予定は今は無し」などでした。

東日本大震災以降、省エネ化の推進と2013年

10月の「水銀に関する水俣条約」の採択を受

け、2020年以降の蛍光ランプの製造・輸出

入は原則中止となったため、政府主導でLED

化がすすめられ、LEDの導入件数が増えてい

ます。国内大手メーカーは、「博物館・美術

館用蛍光ランプ」の生産を2015年より段階的

に終了しており、新たな光源への転換が差し

迫っています。

【２】展示室の照明管理

　常設展示の展示替え（55機関より回答）を

行っていると回答したのは34機関、行ってい

ない19機関、その他は４機関で、「企画展示

の成果を常設展示に反映できる場合に随時更

新」、「史資料の寄贈受け入れに伴い、新規追

加の展示をすることがある」などでした。展

示替えの頻度（34機関より回答）は、１～３ヵ

月毎が15機関、４～６ヵ月毎が６機関、１年

または２年毎が６機関、数年に１度などとバ

ラつきがありました。照度測定の有無（74機

関より回答）は、測定している21機関、測定

していない50機関、その他が３機関でした。

収蔵資料の展示が主であるなどの理由から照

度管理が十分なされていない傾向にあり、目

標としている照度値も50～70lx、100lx、JIS

照度基準500lx以下とさまざまであることが

わかりました。

【３】収蔵庫の照明管理

　収蔵庫内の自然光が射し込む窓の有無（105

機関より回答）について、あると回答したの

は43機関、ない62機関、その他５機関でした。

これは、アーカイブズ施設が施設転用した建

物を利用するケースが多いためですが、窓が

あると回答した40機関では、「窓を板・パネ

ル等で完全にふさぐ」、「遮光カーテンやブラ

インドを使用」など何らかの対策がとられて

いました。収蔵庫の資料の配架状況（103機

関より回答）は、全点箱入れしているのは38

機関で、一部未包装（むきだし）50機関、全

点むき出し２機関と、照明の影響を少なから

ず受けやすい保管状況になっている機関が半

数を超えていました。

　終わりになりましたが、ご協力いただきま

した機関会員の皆様に感謝申し上げます。集

計結果の詳細は、改めて報告いたします。

（高科真紀）

　ポスターセッションにおいて、報告が３回

目となる米川家の資料調査・整理作業は現在

自宅保管を前提とし、資料の保管スペースを

考慮して、所蔵者と協議しながら資料を厳選

している。

　今回は物置となっていた米川家母家の２階

のリフォームが完了したことにより、新たな

資料を含め、おおよその資料の全体像が見え

てきた。

　保存環境はほぼ変わらず、風通しのいい環

境を維持している。米川家の場合、家の構造

を変えての改築ではないので、元の環境を生

かしての保存が可能である。

　資料はリフォーム前に選別を行った。最終

的な資料の大別は次の通りである。

・文書類…戸籍などの公的書類、幕末～明治

初期の借用文書、家族関係、公文書類（簿

冊、諸雑文書）等

・記録類…日記、メモ・新聞記事のスクラッ

プ等

・書簡…はがき、絵はがき

・書籍…行政例規や市町村概要、華道の教本等

・雑誌類…新聞の付録類、同窓会報等

・その他…軸（巌谷小波等）、屏風、火縄銃

自宅資料の保存と課題

～現状から見えてくるもの～

野　村　晃　子
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（短筒）、刀（錆びつき有）、広告、博覧会

関係チラシ、写真（ガラス乾板）等

　前回仮置きしたものも選別、整理対象とし

て、見直すことに。その中で年賀状や個人情

報に関わる資料については、今後のことを考

え、廃棄とした。ただし、養子等の家族を構

成する資料については、物の来歴を知る手が

かりとなることから、当面は保管を決めた。

　中でも資料の中に登録が必要な銃刀類が

あった。銃は短筒二丁（火縄式と管打ち式）、

刀は一振り（錆びつき有）。この二点は銃刀

法に則り、所轄署に届け出、登録または廃棄

といった処置をした。

　今回の作業において、漠然としながらも課

題や問題点が見えてきたように思われる。例

えば銃刀に関しては登録が必要であるが、そ

れはどこにまず持って行くことが必要なのか

が周知されていないこと。以前の報告で述べ

たが、相談窓口が情報として少ないと感じる。

行政側のアプローチもあるが、地域の高齢化、

コミュニティの減少などによる情報交換の場

の喪失もあると考えられる。

　また保管とその後を考えたとき、所蔵者は、

保管はしたいが、これを受け継いでくれる人

がいなくなったときどうしたらいいのかとい

う不安な思いを持っている。

　米川家の方針としては、もし可能であれば

資料活用してくれるところに寄贈したいとい

う意思がある。だが、それは持っている資料

ごとで行うのか、資料群として行うのかとい

う問題も抱えている。記録としてのメモや日

記は軸や書籍とつながっていることがある。

それを関係ないからと、あえてバラバラにし

てしまうのか。そうした場合、資料として意

味をなすのか等問題もある。

　また近年、災害による被害も不安要素の一

つとなっている。記憶に新しいところでは川

崎市や長野県の事例がある。その場合保存を

望む場所に資料レスキューがなされるのか、

文化財指定ではない個人資料も対象になるの

か、またその存在がない地域はどう対処すれ

ばいいのかと考える。

　公的機関の非正規化が増加し、継続的な

フォローが難しくなってきている。資料から

地域の課題を考えてみることも必要であると

感じる。

　最後に今後の作業は、保管と同時に資料の

目録化に向けて、作業を進めていく段階に

移っていく。目録公開については検討の余地

があるが、これもなんらかの方法を模索して

いきたい。　　　　　　　　　　（野村晃子）

はじめに

　今世紀のはじめのこと、博物館のインター

ンだった私はアーカイブズを知らなかった。

渋沢栄一記念財団の非常勤職員のとき、アー

カイブズ・カレッジに通い、『渋沢栄一伝記

資料』についての修了論文作成のため、国立

公文書館、国立国会図書館憲政資料室、国文

学研究資料館などで資料閲覧したのがはじめ

てのアーカイブズ利用だった。鉛筆を手に一

生懸命筆写した。翌年学習院大学大学院に

アーカイブズ学専攻が開講、博士前期課程に

入学した。以来これまで閲覧・デジタル撮影

してきたアーカイブズ資料から紹介する。

宮内公文書館

　「公文書等の管理に関する法律」が成立、

2011年施行されて、真っ先に訪問したのは、

宮内公文書館だった。2010年に見学したスミ

ソニアン協会フリアー｜サックラー美術館

アーカイブズに明治天皇と昭憲皇太后の署名

入り肖像写真があり、その調査のためである。

旧蔵者はアリス・ルーズベルト・ロングワー

スで、彼女がタフト陸軍卿（当時）と来日し

たのは1905年のことである。御写真録、外賓

参内録などにアタリがなく、外賓接待録に大

アーカイブズを利用する

筒　井　弥　生
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部で重要な記録を見つけた時は小躍りしそう

になった。外交贈答録、東宮日誌、調度局な

どの重要雑録はじめ明治38年の記録を紐解い

た。タフトらが宿泊した芝離宮の図面や随伴

を務めた長崎省吾の手記も興味深い。これに

ついてはSAA2012年大会でも報告した＊。

　並行して、博物館局や陵墓関係あるいは実

録編纂資料や文書管理に関する文書などを利

用請求した。なかでも明治天皇御手許書類は

今回紹介できなかったが、とくに写真がすば

らしい。汲めども尽きぬ記録の宝庫である。

国立公文書館

　国立公文書館には、仏国記録書、（普国）

記録書とともに局務参考書として明治期に作

成された各国の記録局の調査結果がのこされ

ている。また、米国からの返還文書（赤）も

何点か確認した。戦後GHQが接収し、借り

上げた建物の記録の多くや公文書館法制定以

来の国立公文書館による研修の記録は要審査

だった。

米国立公文書記録管理局　カレッジパーク

　米国の国立公文書館での調査のはじめは、

『古代世界のアーカイブズ』の著者であるポ

ズナー（Ernst M. Posner）の個人文書だった。

　国文学研究資料館のいわゆる「史料館レ

コーズ」にいくつか英文の文書があり、占領

下にGHQとやりとりしたのではないか、と

考えられた。それをあとづけるものはないか

と調査したのが、SCAP文書の箱番号5864な

どである。図書館・文書館関係の調査資料の

なかに「史料館の設置について」＊＊という日

本語の文書があった。

スミソニアン協会アーカイブズほか

　スミソニアン協会アーカイブズでは、国立

航空宇宙博物館（NASM）で中止になったエ

ノラ・ゲイ展について調べた。館長文書が移

管されていた。NASMにはニュースクリップ

があった。接収独日航空技術文書や中島飛行

機関係についても調査中である。

米国立公園局国定史跡ロングフェロー邸

『記録と史料』28号を参照されたい。

おわりに

　個人的関心や共同調査のためにアーカイブ

ズを利用する機会を得た。いずれ劣らぬ歴史

の証人である資料写真をご覧いただいたが、

整理・共有のため効率的な方法を探している。
＊ http://files.archivists.org/researchform/2012/

PDFS/Tsutsui-ResearchForumPoster12.pdf
＊＊ http://doi.org/10.24619/00000830の史料２

（筒井弥生）

　本ポスターセッションでは、2019年10月10

日にリニューアルした琉球政府文書デジタル

アーカイブサイト「琉球政府の時代」につい

て紹介しました。琉球政府文書デジタルアー

カイブは、沖縄県公文書館の指定管理者であ

る（公財）沖縄県文化振興会が沖縄県から受

託して2016年度から運営しています。

　リニューアルの主な目的は、利用者の裾野

拡大を図ることです。公文書館を利用したこ

とがない方に琉球政府文書デジタルアーカイ

ブの存在を知ってもらい、また、特定のテー

マで資料を探しているわけではない一般の方

にも広く利用してもらうため、コンテンツの

多様化に取り組みました。これまでは「所蔵

資料検索」と「資料紹介」の２つの入り口か

らデジタルアーカイブを利用するかたちでし

たが、リニューアルにあたって新たに「歴史

年表」と「刊行物」を加えました。

　各コンテンツの概要と工夫した点を紹介す

ると、まず「所蔵資料検索」では、新たに検

琉球政府文書デジタルアーカイブ
「琉球政府の時代」

沖縄県公文書館指定管理者

（公財）沖縄県文化振興会　小野	百合子
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索ガイドを加え、全所蔵資料から琉球政府文

書を抽出する方法や、そもそもどのような

キーワードで検索すればよいのかわからない

という方のために検索キーワードの例を紹介

しています。「資料紹介」では、利用者が興

味関心のある資料を見つけやすくする工夫を

ほどこしました。具体的には、これまで各ペー

ジを総務局・企画局など局別に分類していま

したが、琉球政府の機構図や各局の所掌事務

に詳しくない方でもわかりやすいよう「衣食

住」、「観光」、「教育・青少年」といったトピッ

クごとにご覧いただけるようにしました。

　新規コンテンツの「歴史年表」では、ウェ

ブサイトの名称となっている「琉球政府の時

代」がどのようなものだったのかをよく知ら

ない方でも、1945年の沖縄戦から1972年に日

本に復帰するまでの27年間の沖縄のあゆみを

たどりながら関連資料をご覧いただけるよう

作成したものです。また、もう一つの新規コ

ンテンツである「刊行物」からは、琉球政府

文書を読み解くうえで参考となる琉球政府発

行の各種刊行物をご覧いただけます。いきな

り公文書を利用するのはハードルが高いとい

う方にも、図表や写真を用いながら平易に説

明された刊行物を見てもらえるようにしてい

ます。

　セッションでは、以上のような利用者の裾

野拡大をはかるために工夫した点を紹介しな

がら、ノートパソコンを使って実際に「琉球

政府の時代」をご覧いただきました。所蔵資

料の広報や情報発信については、どの機関で

も頭を悩ませているようで、みなさん興味・

共感を示しながら見ていただきました。機関

によって所蔵する資料はさまざまですが、そ

のアピールのしかたと利活用の方法をめぐっ

ては似たような課題を抱えており、貴重な意

見交換の場となりました。

　「琉球政府の時代」からご覧いただける琉

球政府文書の数は、全史料協大会の時点で

２万５千冊を超えており、日本でも有数の公

文書のデジタルアーカイブに成長しつつあり

ます。今後もより多くの方に利用していただ

けるよう取り組みを進めていきますが、その

ためのヒントをたくさんいただけたポスター

セッションとなりました。

　　（小野百合子）

　国立公文書館（以下「当館」という。）は、

アーキビストの職務とその遂行上必要となる

要件（知識・技能）をまとめた「アーキビス

トの職務基準書」（原案）を平成29年12月に

公表した。その後、 アーカイブズに係る有

識者や関係機関・団体の協力のもと、議論を

重ね、平成30年12月に「アーキビストの職務

基準書」を確定した。これを基礎として、当

館は内閣府（内閣総理大臣）指示により、アー

キビスト認証制度創設に係る具体的な検討を

行うため、平成31年３月に関係機関・団体の

推薦者やアーカイブズに係る有識者からなる

アーキビスト認証準備委員会を設置した（全

史料協からは定兼学参与が参画）。

　同委員会は、令和元年12月までに４回開催

され、その成果として「アーキビスト認証制

度に関する基本的考え方」（令和元年12月、

以下「基本的考え方」という。）がとりまと

められた。

　この基本的考え方では、アーキビスト認証

国立公文書館「アーキビスト認証

制度の創設に向けて」

国立公文書館公文書専門官　長谷川貴志
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制度の創設に向けたこれまでの経緯、制度の

目的、位置づけ、名称・認証主体、認証対象、

申請要件等の具体的な方針とともに、認証制

度の今後の展望が示された。

　まず、認証制度の目的を、「『アーキビスト

の職務基準書』に基づき、国民共有の知的資

源である公文書等の適正な管理を支え、かつ

永続的な保存と利用を確かなものとする専門

職を確立するとともに、その信頼性・専門性

を確保するため」とし、内閣府（内閣総理大

臣）から認可を受けた制度として実施するこ

とが示された。また、認証主体を国立公文書

館長とし、審査の透明性、客観性を確保する

ため、「アーキビスト認証委員会（仮称）」を

設置し、審査を行うこととされた。

　さらに、アーキビストとして専門性を有す

る者（認証アーキビスト）の条件として、①

アーキビストの使命、倫理と基本姿勢を理解

し、職務遂行上基本となる知識・技能を把握

していること、②アーカイブズに係る実務経

験を有していること、③修士課程修了レベル

の調査研究能力を有していること、の３要件

を満たす必要があるとしている。このほかに、

社会規範の変容や情報技術の発展等を踏まえ

知識・技能が更新されているか確認するため

の更新制度や、認証アーキビストへの社会的

理解を深めその活躍の場を拡げるための「准

アーキビスト（仮称）」制度の導入等が示さ

れている。

　基本的考え方の末尾には「むすび」とし

て、早期に認証制度が実現することを望むこ

とや、本制度の将来像についての短期的、中

長期的展望が示されている。

　今後、当館では、基本的考え方に基づき、

アーキビスト認証制度の骨格を速やかに策定

した上で、内閣府や関係機関・団体との調整

を進めるとともに、アーキビスト認証委員会

（仮称）の設置準備を行い、令和２年度中の

認証実施を目指していく。また、並行して、

「准アーキビスト（仮称）」制度の導入等に

ついても検討を進めていく。

　令和元年11月14日～15日長野県安曇野市

で開催された全史料協全国大会のポス

ターセッションにおいて、アーキビスト

認証制度について説明し、率直なご意見・

ご質問を受ける場を頂いた。関係各位に

記して感謝申し上げる。

（国立公文書館公文書専門官　長谷川貴志）
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　研修会Ａの①「松本―安曇野コース」（松

本市文書館と安曇野市文書館の見学）に参加

した。

　最初に訪問したのは松本駅から南西に1.6

㎞の位置にある松本市文書館。晩秋の紅葉と

澄んだ青空に馴染む落ち着いた建物が印象的

である。

　まず講義室において、関沢館長から施設・

事業の概要の説明をしていただいた。同館は、

『松本市史』編さん事業で収集した資料など

を保存・活用する目的で、旧芝沢支所の建物

を利用して、平成10年10月に開館されたとい

う。その後、施設の老朽化と狭あい化に伴い、

平成26年９月24日、第２学校給食センター跡

地である現在の場所に新館を建築オープンし

た。構造の特徴として、外壁タイルとＲＣの

間に断熱材、地域資料室の内壁には調湿材を

使用しているという。また、収蔵室には水を

使うスプリンクラーではなく、不活性ガス（窒

素）消火設備を導入しているとの説明もあり、

資料を守るための配慮が行き届いているのを

感じた。

　続いて、２班に分かれて館内の案内をして

いただいた。最も興味深かったのは、ある個

人の資料の前で受けた説明である。かつて松

本市が受け入れることができなかったそれら

の資料は、個人の転居先である神奈川県藤沢

市の藤沢市文書館に受け入れられ、整理・保

存された。そのおかげで、時を経てゆかりの

地、松本市に戻ってくることができたのだと

いう。藤沢市文書館の存在がなければ、消え

てしまう運命にあったであろう資料を目の前

にして胸が熱くなった。しかし、それと同時

に、保存される場所や機会に恵まれず、廃棄

されてしまった貴重な資料も数多くあるに違

いないと思った。資料を保存する大切さを改

めて考えさせられた。

　次に向かったのは松本市文書館から北西に

11㎞ほどの位置にある安曇野市文書館であ

る。別の自治体とはいえ、このように近接し

た地域に二つの文書館があるという事にまず

驚いた。

　入館後、安曇野市教育委員会文化課那須野

課長から施設や事業の概要の説明を受け、引

き続き館内の案内をしていただいた。安曇野

市は、平成17年10月１日に、豊科町・穂高町・

三郷村・堀金村・明科町の五つの町村が合併

して誕生した。平成21年から資料の収集と整

理を開始し、平成24年に安曇野市本庁舎建設

推進事業として公文書整理室を設置。平成30

年10月１日、旧堀金公民館・図書館の建物を

改修して安曇野市文書館が開館した。

　同館では、文書のバーコード管理が行われ

ており、所在（排架状況）情報等が全て分か

るように整理されている。バーコード管理の

利点は、資料の整理を素早く正確にできるこ

とである。資料の出し入れや、保管場所の移

動に伴い情報の修正が必要になった時などに

大変役立つであろうと思われた。

松本市文書館の外観

視察１（松本市文書館・安曇野
市文書館）

研修Ａ

末次　啓子

鳥取県立公文書館

研　　修　　会
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　最後に、システム開発を行った事業者の方

から検索システムの使い方について具体的な

説明を受けた。検索ワードを入れるとタイト

ルと同時に画像も表示されるもので、文書を

実際に手にする前にイメージができ、必要な

資料を探しやすいようになっていた。このよ

うなシステムが導入されれば、調べる時間を

短縮でき、資料を利用するという意味におい

て大変効果的であると感じた。

　今回、松本市文書館と安曇野市文書館の２

館を視察させていただいたが、長野県にはこ

の２館を含めて市町村の文書館が10館存在す

る。この点に関して、今回視察の世話係をし

てくださった安曇野市教育委員会文化課の逸

見氏にうかがったところ、「あの市にあるか

ら我が市にも」という市町村の競争意識とい

うよりも、各々の市の内側から起こった文書

館設立の動きなのだとお聞きした。公文書館

勤務１年目の私にとって大変勉強になり考え

させられる言葉であった。

　安曇野市は、平成17年に南安曇野郡豊科町、

穂高町、三郷村、堀金村、東筑摩郡明科町の

５町村が合併し誕生している。このコースで

は、昨年開館した安曇野市文書館をはじめ、

この地の歴史文化を紹介する２館の展示施設

を見学させていただいた。

　貞享義民記念館は、平成４年に旧三郷村に

おいて、貞享年間におこった貞享騒動の義民

らの業績を顕彰する施設として開館。「生き

る権利と主張」というテーマで、貞享騒動に

関する資料を中心に、この地に生きた義民や

当時のくらしが紹介されている。そのような

コンセプトから、建物の外観は「笠」と「蓑」

というお百姓さんの恰好をモチーフにしたの

だと清水館長が教えてくださった。

　一階は無料スペースとなっており、見学時

は写真展が開催され、市民の展示活動の場と

しても活用されている。

　二階の常設展示室に入ってまず目に入った

のは、天井に向かって力強くのびるタワー。

それは『義勇貫

天』という義民

の精神を表現し

たシンボルで、

それを中心に貞

享騒動を今に伝

える古文書が展

示されており、

「二斗五升挽き」

という義民の生

きるための声が

聞こえてくるよ

視察２（貞亨義民記念館・安曇
野市文書館・豊科郷土博物館）

研修Ａ

松野　准子

河内長野市教育委員会

貞享義民記念館／施設外観

安曇野市文書館の館内見学

貞享義民記念館／常設展示室
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うだった。

　シアタールームでは「貞享義民物語」とい

う立体的な再現ビデオが上映され、当時の情

景をより理解しやすくなっている。

　清水館長は今後の課題として、安曇野市文

書館と連携して所蔵文書のデータベースの公

開を進められたらと展望を述べられていた。

　また旧三郷村では、個人所蔵の資料も多く

あり、それらは『三郷村誌』の編纂時に複写

され綿密に調査されたが、村誌編纂から20年

以上経った今、所蔵者の世代交代などによる

資料散逸が課題となり、その所在把握も重要

だという。所蔵者、そして自治体側の資料担

当者が代替わりする中、所蔵者とのつながり

を持ち続けることがいかに重要かを感じた。

　次の見学先、安曇野市文書館は平成30年に

開館した施設で、解体する予定だった旧堀

金公民館の建物が活用されている。その経

緯を平沢館長と那須野課長よりご説明いた

だいた。同館は公文書約52,000点、地域資料

約44,000点を所蔵し、現時点で公文書12,091

点、地域資料24,075点が公開されている。イ

ンターネット上の公開目録も、評価選別済み

で利用制限のない公文書や、寄贈・寄託を受

けた地域資料に限るが、評価選別済みでない

資料についても相談を受けた場合は閲覧可能

か検討し、対応されているという。

　書庫は７部屋に分かれ、古文書や地域資料

（複写）、合併以

前の資料などが

保管されている。

その中で印象的

だったのは、学

校 資 料 の 多 さ

だった。市内16

校分の資料が書

棚にびっしり保

管されており、

20年以上経った

ものは同館へ移

管されるという。

　また同館では、昭和の大合併以前の公文書

が悉皆収蔵されており、その膨大な文書はす

べて中性紙の封筒に入れられ、目録、位置情

報が入ったバーコードで管理されている。

　所蔵資料の検索管理システムは、文書館だ

けでなく市職員の端末でも検索できるように

なっており、市職員向けの研修も行われてい

るという。市民向けの展示、講座を含め、市

役所内外への文書館の浸透を目指されている。

　今後の課題としては、地域資料の確認調査

を進めインターネットでの公開資料数を増や

すことだという。

　また同館は、貞享義民記念館、豊科郷土博

物館と定期的に連携会議をし、図書館とも寄

贈資料内の書籍類の相談や企画展への協力を

されている。担当者同士の連携は、各館で所

蔵する資料情報を互いに共有でき、資料を有

効に活かす機会が増えることにつながり、と

ても重要なことだと感じた。

　最後に訪れたのは、開館40周年を迎える安

曇野市豊科郷土博物館。見学で訪れた際は企

画展「絹の道～養われる蚕・自養する蚕～」

が開催されていた。

　安曇野市域はかつて養蚕の産地でこの辺り

の大きな家は大抵が蚕の種屋だと、展示担当

者の倉石さんよりご説明いただいた。河内長

野市も山間部では養蚕や桑の葉を売って現金

収入にしていたので、蚕棚の再現や自然の中

で育つ天蚕の飼育過程は大変興味深く、展示

豊科郷土博物館／企画展

安曇野市文書館／学校資料（書庫）
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の見せ方などとても勉強になった。

　常設展示は、安曇野を代表する各地のオフ

ネ祭りの映像やオフネの再現など迫力ある展

示で、祭りを存続する課題やその活動なども

紹介されていた。

　また同館では、市内公共施設で出前展示で

きるよう、展示内容をコンパクトにしたバ

ナー状の解説パネルが作成されている。（写真）

　市内の勇屋会館という料理屋では文政５年

の婚礼料理が紹介され、料理のレプリカとと

もに、再現した料理、そのレシピなどが紹介

されていた。こうした取り組みは、博物館利

用者だけでなくたくさんの人々に地元の歴史

文化や博物館活動を知ってもらう機会とな

り、素晴らしいアイデアだと感動した。

　今回３館の視察見学をさせて頂き、各館の

取り組みや課題などを伺い、本当に学ぶべき

ことが多いと感じた。また河内長野市の場合

はどうできるであろうかと見つめ直す機会と

なった。

はじめに

　私は、20代から11年間、小学校の教員だっ

た。30代の６年間は、常任編纂委員として『長

野県史』の編纂に従事した。40代の９年間は、

松本市史編さん室長として『松本市史』を編

纂した。50代から60代にかけて、松本市文書

館の館長をつとめ、この６年間は、文書館特

別専門員として、業務に携わってきている。

私の半世紀の取り組みをたどりながら、歴史

資料として重要な文書のありかたについて、

考えていきたい。

１　学校現場（昭和47～58年）

　文書の作成は、手書きか謄写版（ガリ版）

によっていた。原紙に鉄筆でカリカリと文字

を書いて、職員会議の資料にしたり、教材や

学級通信にした。作文やテストなどの子ども

たちの記録は、１年ごとに個人別にファイル

に収め、通信は学期末に簡易製本し、その先

の保存は家庭にまかせた。

　私自身の実践記録は、赴任先の学校ごと、

年度ごとに綴ってのこしている。退職された

ひとりの校長が、30年間の自分の教員生活の

文書を全部焼いたと聞いたときは驚いた。そ

ういうものなのかと。その元校長の家に残る

膨大な近世文書は、市に寄贈された。今でも

利用に供されている貴重な記録だ。公と私の

みごとな使い分けか。

　学校の文書は、今どうなっているのだろう

か。市町村合併による学校の統廃合時の文書

保存の現状も気になるところだ。文書館に

よっては、学校文書を積極的に収集している

ところもある。学校文集や学級文集はどうな

のだろうか。

　教員時代、赴任先で『長野県史』のための

豊科郷土博物館／出前展示用紹介パネル

アーカイブズ入門

研修Ｂ

小松　芳郎

全史料協参与・松本市文書館特別専門員
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近世文書調査に携わった。毎週、各家を訪ね

ての古文書調査から、文書保存の実態、まもっ

てきた家人の文書に対する心にも触れること

ができた。学校史の編纂にもかかわったが、

校内に文書の少ないことを痛感した。

　当時、『長野県教育史』（全18巻）が刊行さ

れていたし、『史料開智学校』（全21巻）の編

纂もはじまっていた。開智学校には、初等教

育資料が大量に保存されている。

２　『長野県史』の編纂（昭和58～平成元年）

　県庁での『長野県史』編纂のときには、文

書作成はワープロにかわっていた。毎週出か

けた文書調査は、もっぱらニコンＦ３のカメ

ラで、必要な文書を撮りまくった。公官庁や

営林署などで文書群を目の当たりにした当時

を思い出しながら、今にして思う。それらの

原文書群はその後どうなったのだろうかと。

営林署の統廃合で、多くが失われたのではな

いかと危惧している。営林署のあった地元の

村誌編纂のときに、そのことに気づき、合併

後の市に移管してもらった例もある。

　長野県庁の行政文書は整理されて、当時は

県立長野図書館に収納されていた。『長野県

政史』の編纂にも活用されたが、１冊ごとに

袋に入れて保存する方法は、その後の私の文

書整理のもとになった。

　それぞれの地域での家文書の調査では、多

くの方がたとの出会いがあった。「農業日記」

などを撮影させてもらい、それを読んでわか

らないことを聞きにまた訪れることを繰り返

した。

　長野県では、すでに『信濃史料』（全28巻32

冊）が刊行され、『長野県史』（全38巻70冊）

の編纂がおわり、それらの資料は長野県立歴

史館に保存され利用に供されている。「自治

体史編纂から文書館へ」の文書保存の好例だ。

　県市町村の自治体史編纂には、私もそう

だったが、地域の小中高の教員が参加してき

ている。長野県内の地域史関係団体・組織

は、187団体（平成25年９月現在）ある。佐

久10・上小（上田・小県）25・諏訪22・上伊

那17・飯伊（飯田・下伊那）28・木曽７・松

本38・大北（大町・北安曇）４・長野29・北

信（北信濃）７だ。各地での歴史資料の調査

研究がおこなわれ、人材が育っているわけだ。

３　『松本市史』の編纂（平成元～平成10年）

　パソコンの時代になってくる。編纂を始め

るにあたって、私にとっては、公文書館法（昭

和63年６月１日施行）の存在が大きかった。

保存・閲覧・調査研究のための文書館をつく

るというこの法律を、編纂当初から皆に知ら

しめた。収集整理した資料は、編纂後に利用

するためには、絶対に文書館が必要なのだと。

編纂開始後３年間で完了させた旧役場文書の

調査・整理・保存、個人宅の調査・聞き取り

も、いま文書館で生きている。

　全国歴史資料保存利用機関連絡協議会の存

在も大きい。編纂時、そして文書館開館後も、

さまざまな情報、そして会員相互の交流は、

いつも新鮮で刺激的だ。日々の業務に直接的

に有効なのだ。

４　松本市文書館（平成10年～）

　文書館ができて、地域文書の受け入れが増

えた。建物の狭隘化などの理由で、平成26年

９月に、新築移転した。公文書の保存年限の

見直しがなされ、令和元年度から受入れがは

じまった。

おわりに

　文書館での文書利用は、便利になったが、

それだけ、地域から遊離していくことが気が

かりだ。とくに、地域文書を保存してきた家、

とりまく環境、そして何よりも、文書を保存

し伝えてきた人びとのことを、繋ぎ、伝えて

いくことが、これからますます重要になって

くるのだと思う。

　昭和20年８月15日直後に、県庁や市役所、

町村役場で戦争関係文書の多くが焼却処分さ

れたという話はあちこちで聞いている。その

指示を示す文書がのこされていた。機密重要

書類とポスター焼却を命じた文書で、以下の
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２通だ（「昭和二十年　庶務関係書類綴　東

筑摩郡今井村役場」松本市文書館所蔵）。

「昭和二十年八月十八日

松筑地方事務所長

各市町村長殿

機密重要書類焼却ノ件

各種機密書類、物動関係書類、其ノ他国力判

定ノ基トナル如キ数字アル文書（統計印刷物

等）並ニ之等台帳等ハ此際速ニ焼却シ、特ニ

保存アルモノハ所轄官庁ニ打合ノ上隠徳（匿）

スル等適宜ノ措置ヲ講ゼラレ度、尚、本件ニ

関シ貴管内中等学校、国民学校等ニモ適宜ノ

方法ニ依リ周知セシタルト共ニ、本文書ハ前

記書類ト共ニ焼却相成度」

　文書の受け付けは８月20日で、「秘」「親展」

「至急」の朱印が押されている。この通牒は、

町村役場だけではなく、管内の学校などにも

周知せよとしている。そして末尾には、この

文書もほかの書類とともに焼却処分せよと書

かれている。

「昭和二十年八月二十一日

松筑地方事務所長

　各市町村長殿

大東亜戦争関係ポスター類焼却ノ件

曩ニ機密重要書類焼却ニ関シ通牒致置候処、

今回同趣旨ニ依リ標記ポスター類焼却方ニ関

シ県ヨリ通達ノ次第モ有之候条、至急措置相

成度

尚、本件ニ関シ貴管内中等学校国民学校、各

種団体等ニモ適宜ノ方法ニ依リ通達セラルゝ

ト共ニ本文書ハ焼却相成度」

　20年８月24日の受け付け印が押されている

この文書も、「秘」「親展」「至急」の朱印が

上部欄外に押されている。「大東亜戦争関係

ポスター類」の焼却を命じ、「本文書ハ焼却

相成度」と、やはりこの通達文書そのものの

焼却を求めている。

　本来なら、この文書は、証拠をのこさない

ために焼却されるものであった。それが、平

成元年に編さん室が整理した役場文書の綴り

のなかにあった。市内のほかの村文書を調べ

たが、どこにものこされていない。なぜ、の

こったのだろうか。のこそうとしたのか、た

またまのこったのか。

　焼却処分の指示をうけた人のなかには、そ

れらの文書を何とかのこそうとした人がいた。

「本省からあんな指令がきているが、自分は

納得できない。統計資料を全部焼けば、今後、

宮崎県再建の指針になるデータを失うことに

なる。家へ疎開した統計資料は１か月後、県

庁の永年保存文庫へもどった」（柳本見一『激

動二十年』）。宮崎県の例だ。

　富山県の庄下村（現、砺波市）に、軍から

の焼却命令が８月18日に警察署から電話で伝

えられた。兵事係をしていた出分さんは、「命

令なので焼かねばならん。しかし私には忍び

なかった。この小さな村でも50人近くの村人

が戦死しているのです。これまでも軍の命令

で多くの人が兵隊に引っ張られた。そして負

けたら証拠を残すなという。（軍の）横暴な

命令に対して反発する気持ちがあった。協力

するだけ協力させておいて」。

　出分さんは、あまり重要でないと判断した

一部の資料を役場の庭で焼き、大半の重要資

料は自宅に密かに持ち帰って、床下に保管す

ることにした。夜ひとりで大八車を引いて、

自宅に運び込んだ。村長も村人も知らない、

出分さんの決断だったという。戦後半世紀近

く経って、なぜ資料を残したのかという問い

に対して、「軍に対する反発です」と答えた。

残した兵事資料は60点。自宅に保管したのち、

昭和53年に砺波市に返還された（小澤眞人・

NHK取材班『赤紙』）。

　滋賀県旧東浅井郡大郷村（現、長浜市）役

場で兵事係をしていた西邑さんは、兵事書類

を、焼却命令に背いて、深夜、ひそかにリヤ

カーに積んで自宅に運び、物置に隠していた。

「焼却命令には合点がいきませんでした。村

からは多くの戦没者が出ています。兵事書類

は、戦死者を出した多くの家族に関わる大事
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な書類なんです。だから、これを処分してし

まったら、戦争に征かれた人の労若や功績が

無になってしまう、遺族の方にも申し訳ない、

と思ったんです。それまで軍部は、『この戦

争に勝ってる、勝ってる』とばかり言ってい

たのに、実際は負けてしまった。国民は軍の

言うことを信じていたのに、軍は嘘をついて

いた。そう思うと、軍部に対する反抗心のよ

うなものが湧いてもきました。だから、あま

り重要でない雑文書だけ役場の裏で焼いて、

警察署には、全部焼却したと虚偽の報告をし、

その夜のうちに兵事書類を役場のリヤカーに

積み込んで、家に運んだんです」（吉田敏浩

著『赤紙と徴兵』）。

　長野県北安曇郡社村（現、大町市社）の兵

事係をつとめた大日向さんの長男によれば、

生前には、父親が役場の書記をしていたこと

は話したが、兵事係をしていたことは話さな

かったという。亡くなったあと遺品の整理の

ために土蔵に入って古い文書を見ていった

ら、箪笥の奥から兵事文書がでてきた。父親

は、「さわるな」、「魂がねむっている」と言っ

て、土蔵に入ることを許さなかったという。

土蔵に60年以上にわたって保存されていた文

書が、10年ほど前に公開された。大日向さん

が、焼却命令に背いてまで、これらの文書を

家族にも内緒でなぜ匿っていたのだろうか。

200冊にも及ぶ大量の文書をのこしたという

ことは、戦時下の村人の命に係わる業務に携

わってきた者として、召集されて行った多く

の村人のことを考えて、あえて後世に伝えよ

うとしたのではないか。

　長野県下伊那郡阿智村にのこる戦時下のポ

スターは、会地村（当時）の村長が自ら収集

し、自宅で保管していたものだ。焼却処分を

実行せず、手元にあったポスターの一部を、

油紙で包んで自宅土蔵の天井の梁の裏に隠し

続けてきた。戦時中、自らの長男をはじめ、

多くの村民を満洲に送り出し、帰らぬ人とさ

せてしまった村長は、三男に対して「平和な

時が来たら、後世の人にポスターのことを伝

えなさい」と述べたという。戦争で亡くなっ

た人の形見として守ることを自らの責務と

し、将来に伝えていくことを望んだからにち

がいない。そして、息子と孫に受け継がれて、

今日までのこされてきているのだ。

　このときの人びとの文書保存に対する気構

えは、今の私たちに、地域にとって重要な記

録をのこし、伝えていくことがいかにたいせ

つかということを教えてくれている。

　私のために、地域のために、文書をのこし、

伝えていく。ただのこすためだけでなく、活

かしていくことが求められる。文書の何を、

何のために、誰のためにのこしていくのかと

いうことだ。

　そして、自分の住んでいる自治体に、文書

館を何らかのかたちで立ち上げていくこと

が、私たちに課せられた大きな課題である。

文書を収集し、保存し、調査研究して、利用

するために、文書館をつくるには、条例をつ

くり、場所を確保し、職員を配置していくこ

とが求められる。

竹内啓（札幌市山の手図書館）：松本市文書

館に視察に行った。永年文書が30年保存に

なったということで、鎌田書庫は、中間書庫

構想の中に入っているのか。現用・非現用文

書がシームレスな目録となっているのか。ま

た、現用文書の書庫が隣接しているとワンス

トップサービス、つまり文書館で情報公開と

いうことが考えられると思うが、そのような

構想はあるのか。

小松：中間書庫については、文書館が今の場

所に５年前に新築になり、当初から構想が

あって去年の10月に鎌田書庫を新築し、４ヵ

所に分散していた現用文書を集めた。そうい

う意味では中間書庫である。永年文書も一部

研修Ｂ　質疑記録
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入っている。文書館の中にある中間庫は、地

域史料を燻蒸・埃払いをしたものを納めて整

理を待っている場所。現用・非現用の目録に

ついては、非現用も含めて一括して行政管理

課法制担当で作成した一覧表があり、文書館

も持っている。それを選別しなければならな

い。情報公開については、今のところ文書館

でということは、市の中では考えていない。

文書館に入っているものは、情報公開の対象

外ということは、今も変わっていない。

神田泰孝（丸亀市議会）：アーカイブズとし

て残すだけでなく、使っていく、利用してい

くということで、使いやすい環境にしていく

べきだと感じている。現物を残しつつ、デジ

タルアーカイブズとして使いやすくしていく

ために、統一規格などがないと使い勝手がわ

るいと思うが、それについてどう考えている

か教えてほしい。

小松：松本市では決裁文書を含めて今のとこ

ろ文書管理規程の中では一切規定はなく、こ

れからデジタル化していくという方向でもな

い。今後、歴史資料として重要な文書も含め

て、公文書をデジタル化していくという場合

に、統一的にどういうふうにしていったらい

いか、という検討もしていない。他の自治体

などではじまっている電子決裁を含めて、ど

ういう形で残していくのか、紙か電子か、そ

ういうことを含めてまだ手が着かない状態。

大西愛（大阪大学出版会）：安曇野市文書館

を見学したが、一番感動したのは小学校の記

録が保存されていたこと。開智学校が国宝に

なるなど、長野県は教育県だから当然だと思っ

た。大阪府公文書館にいた時から、なぜ学校

の資料が保存されないのかという疑問があっ

た。大阪府は知事部局に属しており、学校の

記録は教育委員会であるため、教育委員会に

は知事の意向が反映されない。なぜアーカイ

ブズの思想が一般に広まらないか、人生で誰

もが通る学校の資料が文書館に入らないと、

人々の関心は得られない。他の地域でも教育

系の資料を移管していくことを考えなければ

ならないと思うので、助言をいただきたい。

小松：安曇野市文書館は教育委員会所属で、

教育長の指示のもとに市内の学校の資料を収

集していることが大きい。全国の中でも特色

のある事例だと思う。保存場所は文書館では

なくてもいいが、たとえば開智学校であれば

中央図書館に７万冊収蔵されている。そうし

ないと学校が合併などで廃校になって、文書

が廃棄されてしまう。松本市でも４校が合併

して、廃校になった１校に各校区別してすべ

て残してあるが、利用という点では問題があ

る。秋田県では学校の文集などを保存してい

るが、個人情報ということで利用できないと

いう例もある。全国の文書館は教育委員会所

属の例が多いので、そういうところで積極的

に教育資料を、どこでどのように保存するの

か、廃棄などが決まったものをどのように残

していくか、ということを考えることが大き

な課題だと思う。

（司会・記録：大仙市アーカイブズ　蓮沼素子）

１．はじめに

　立教大学共生社会研究センター（以下、「セ

ンター」）は、「国内外における多様な市民の

社会活動に関する資料を収集整理、保存、公

開し、それに基づく実証研究を通じて、持続

可能な共生社会の実現に資すること」（セン

ター規則第２条）を目的として2010年４月に

設立された収集アーカイブズ機関である。本

報告では、センターの活動を紹介するととも

に、所蔵資料の活用と資料の収集についてセ

ンターが抱える課題を参加者と共有し、議論

の素材とすることを目指す。

戦後社会運動のアーカイブズとして
―立教大学共生社会研究センターの経験と課題

研修Ｃ

平野　　泉

立教大学共生社会研究センター・アーキビスト
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２．センターについて

　センター設立の契機は、2009年３月に埼玉

大学・立教大学間で成立した覚書である。こ

の覚書では、1997年から住民・市民運（活）

動の資料を収集・公開してきた埼玉大学共生

社会教育研究センターのコレクションを両大

学で共同所有・管理することが確認され、立

教大学側の受け皿としてセンターが設置され

たのである。

　運営に関する意思決定は大学教員からなる

運営委員会、日々の実務は報告者を含むス

タッフ２名、そして資料整理は主として大学

院生のリサーチ・アシスタントが行っている。

　所蔵資料（書架延長約1.3㎞）は大きく二

つに分かれる。一つは国内外の団体・個人が

発行した様々な逐次刊行物（機関誌・「ミニ

コミ」）約27万点のコレクションで、「住民図

書館」（1976～2001年）、「アジア太平洋資料

センター」（1973年～）という２つの市民団

体から受贈したものである。もう一つは、日

本の住民・市民運動体および運動に深く関

わった個人のアーカイブズ約40群ほどである。

　開館時間は月～金曜日の10-12時、13-16時

で、スタッフが少ないため事前予約制として

いる。利用者数は開館からの年平均で242名

とまだまだ少ない。

３．10周年を迎えて―成果と課題

　この10年の成果としては、2015年に学内移

転し、図書館として使用されていた建物内に

スペースを確保したこと、リサーチ・アシス

タントの活躍により未整理資料の整理・公開

が進んだことがある。一方、オンラインでの

情報提供やデジタル記録の受け入れへの取り

組みは遅れている。また、活用・収集の面で

は一定の成果を挙げたが、課題も抱えている。

４．資料の活用―やれることから、少しずつ

　大学内の「研究センター」として、開設当

初から研究・教育利用に軸足を置いて活動し

てきたため、徐々に研究者のネットワークに

は織り込まれてきた。学内の教育プログラム

との連携も少しずつ進めており、学内で授業

を担当するほか、史学科や教育学科等のゼミ

との連携や、資料と使った出前授業なども

行っている。

　一般向けには、講演会やセミナーを年１～

２回開催している。展示施設はないので、学

外機関から依頼があれば積極的に貸し出すよ

うにしている。少し変わった試みとしては、

昨年秋から、ギターと歌が上手な宗教人類学

者とのコラボで３回開催しているワーク

ショップ「ビラを歌おう！」がある。戦後社

会運動のビラを共感的に読み、ビラのメッ

セージを歌詞にしてみんなで歌うという、と

ても楽しいイベントである。おそらくアーカ

イブズ資料にはもっともっとおもしろい使い

方があるはずで、ぜひ参加者のみなさんのご

経験やアイディアをお分けいただきたいと思

う。

５．資料の収集―「ドキュメンテーション戦略」

（Documentation Strategy：以下DS）再考

5-1．受動的収集への疑問

　もう一つの課題が資料収集である。セン

ターは2011年に「資料受け入れ暫定運用方

針」を定め、「市民運動等当事者がその活動

にあたり作成・収受・蓄積した資料を当事者

自身からの直接寄贈により受け入れることを

原則」とした。しかし、この方針は当事者か

ワークショップ「ビラで歌おう！」の様子（2019年８月３日）
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らの寄贈打診をあてにした受動的なもので、

戦後社会運動資料の散逸を嘆く声に接するた

び「これでいいのか？」と感じてきた。そう

した中、センターで所蔵する「ベトナムに平

和を！市民連合（べ平連）」（1965～1974年）

関連資料の利用者でもある研究者らが、2013

年に「地域べ平連研究会」を立ち上げ、全

国各地の「ベ平連運動について、資料を集

め、聞き取り調査を行い、分析を進め」るこ

とになった（同研究会ウェブサイト　https://

chiikibeheiren.jimdo.com/）。

　彼らの活動が、各地に眠る「べ平連」的な

活動に関する資料の「発見」につながってい

る。そこで、そうした資料の保存に積極的・

体系的に取り組むための手がかりとして、

1980年代後半にアメリカで提唱されたDSを

再考してみることにしたい。

5-2．DSとは

　DSとは、「持続的な社会課題や活動、あ

るいは地理的領域に関するドキュメンテー

ションを確実にするために策定された計画」

（Samuels 1986: 115）で、提唱の背景となっ

たのはアメリカ社会の情報化・複雑化である。

人々の多様な活動と記録が組織の枠を超えて

複雑に相互作用する時代になったにもかかわ

らず、アメリカのアーカイブズ機関はそれぞ

れ孤立した形で評価・選別（収集）を行って

おり、収集の重なりや競争、保存状況の不均

等といった事態が生じていた。DSが主張し

たのは、現代社会をよりよく記録するために、

アーキビストが記録作成者、利用者、資源配

分者らと力を合わせ、組織と記録のありよう

を詳細に分析し、分析に基づく計画を立てて

実施していくことであった。DSは、ある特

定の持続的なトピックをドキュメントするた

めに、作成されるべき記録の作成を促進し、

保存すべき記録の保存を確実にするための分

析と行動の枠組であり、たんなる収集プロ

ジェクトとは区別される。DS提唱者が目指

したのは、多様な主体の協働、そして「分析

をアドボカシーにつなげる」（Hackman 2009: 

457）ことにより、組織アーカイブズの設置

を助け、収集アーカイブズを支え、社会全体

としてよりよい記録を作成・保存していくこ

とであった。

　残念ながら、DSの成功例は米国物理学協会

（Warnow-Blewett et al. 2001）やLGBTコミュ

ニティ（Malkmus 2008）での試みなどに限

られ、地域公文書館での実践もほとんど失敗

に終わった。失敗の要因は、機関のゴールや

優先事項とDSとの衝突、DSに取り組むため

の資源不足、DSとして取り組むべきトピッ

クの選定や定義の困難さ、などであったとい

う。とはいえ失敗した例でも、アーキビスト

間の連携・協力関係の深化、収集方針策定・

コレクション分析等「やるべきだができてい

なかった」作業を行えたこと、多様な主体と

の協力からの学び、そして広報・アウトリー

チに効果があったこと、などが報告されてい

る（Ericson 1997）。成功のカギとして挙げら

れるのが、事前の入念な準備、拠点となる機

関の力量とコミットメント、利用可能な資源

とのバランスに配慮した長期的・持続的取り

組みである。とくに21世紀以降は、ITの活用、

そしてマイノリティや社会運動などで当事者

が記録保存に主体的に取り組む場合には成

功の可能性が高いとの指摘もある（Malkmus 

2008: 408）。

　では、「地域べ平連研究会」が地域で出会

S01　吉川勇一氏旧蔵「べ平連」運動関連資料書架
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う資料についてはどうだろうか。おそらく、

各地域の「べ平連」的な動きに関する過去の

記録を、全国のアーキビストが力を合わせて

収集するのであれば、それは「収集プロジェ

クト」であり、DSではないことになる。DS

は持続的なトピックについて、未来に向けて

取り組んでいくものだからである。したがっ

て「べ平連」に関してDSを行おうとするな

ら、例えば「べ平連」と関わり、今も地域で

活動する人々が共有する市民運動の「水脈」

のようなものに着目した、現在から未来へ向

かうトピック設定がカギとなるだろう。

６．おわりに

　公文書などに記録されにくい草の根の人々

の記録を社会に確実に社会に開いていくに

は、当事者・研究者・アーキビストなど多様

な主体が記録作成から保存に至るプロセスに

参加し、協働することが不可欠である。そし

て、「べ平連」のような市民の動きは、行政

や企業などの主体にも記録されている可能性

があり、そうした主体との協働の回路が開か

れなければ、全体としてよい記録を残すこと

はできない。確かに、アメリカ80年代の状況

を背景として生まれたDSが、21世紀の日本

でそのまま使えるわけではない。しかし、組

織的活動と記録をめぐる分析・思考・協働の

ための枠組みとしての価値は、まだ失われて

はいないと考えることもできるのではないだ

ろうか。
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青木睦（国文学研究資料館）：地域に力を与

えてくれる報告であったと思うが、DSの訳

語として「戦略」という軍事用語を用いるこ

とは相応しくないのではないか。例えば「計

略」はどうだろうか。ベ平連について扱った

わけでもあるし、DSについてこれから参加

者が学習する際に平和な言葉を用いて欲しい。

報告者：ご指摘はもっともで、同じような観

点からアーカイバル・ヘゲモニー（「覇権」）

という言い方にも違和感がある。報告に際し

て、「ドキュメンテーション・ストラテジー」

表現する方法もあったが、これまでの訳語に

ならった。少し考えてみたい。

佐藤崇範（琉球大学）：「おわりに」指摘され

たように、DSが分析・思考・協働のための

枠組として評価を失っていないとなると、ア

研修Ｃ　質疑記録
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メリカでの次のステップとしてどのような動

向があるかを紹介してもらいたい。

報告者：報告でふれたアメリカの物理学に関

するプロジェクト（AIT）は一貫して成功し

ていると言える。これは、20世紀の物理学を

ドキュメントするために開始され、重鎮がや

る気になり、資金・アーキビストを含むス

タッフも配置され、現在もアメリカ全土で戦

前・戦後の巨大プロジェクトのコレクション

収集に取り組んでいる。その過程で大学アー

カイブズの設立につながったこともある。各

プロジェクトの記録を分析して残すべき部分

を見定めて的確にアプローチしており、また

DSの方針に関する議論も記録化しウェブサ

イトで公表されて事後の検証が可能となって

いる。現在は、LGBT、移民問題のプロジェ

クトでウェブ上にポータルが構築される場合

があるが、なお、成功例は少ない状態といえ

る。　

毛塚万里（記録資料研究所）：産業や特定分

野の記録など地域資料ではなくても学協会が

所在情報等を把握しておけば、DSは災害へ

の備えといった側面も持ちうるのではない

か。こうした観点から学協会の役割などにつ

いて意見があればお聞きしたい。

報告者：所在調査は確実に必要となる。災害

からは少し離れてしまうが、DSという言葉

自体を初めて用いたのはアメリカ全土の女性

アーカイブズの悉皆調査した人がアンドレ

ア・ヒンディングであって、探すというプロ

セスのなかでアーキビストが気付いていな

かった、埋もれていた資料を次々に発掘して

いった。プロジェクトに関わる者が互いに

持っているもの、いないものを確認しあいな

がら、特定の地域・分野の資料に取り組むこ

とが重要で、これが史料ネットの動きとも連

携すれば災害との絡みでも得るところはある

と思われる。

（司会・記録：尼崎市立地域研究史料館

松岡弘之）

はじめに

　現用文書の管理はレコードマネージャー、

非現用文書の管理はアーキビストの仕事とさ

れるが、大多数の市町村公文書管理において

は、そもそもそのどちらも存在しない。市町

村の諸活動を現在及び将来の住民に説明する

責務を全うしうる公文書管理について、多く

の課題が存在する。アーカイブズ職員として

現用文書管理に携わってきた経験をもとに、

アーキビストが現用文書への関与を深める：

アーキビストの前方進出（※）という視点か

ら専門職の在り方についても考えたい。

（※参考　後藤仁「文書管理法について」広

文協通信第15号）

１．何故、現用文書の管理が重要なのか

　公文書は「健全な民主主義の根幹を支える

国民共有の知的資源として」「主権者である

国民が主体的に利用しうるもの」という公文

書管理法第１条の趣旨は、自治体の公文書管

理条例に受け継がれている。

　藤沢市公文書管理条例も第１条で「市の諸

活動を現在及び将来の市民に説明する責務が

全うされるようにする」という目的は明記さ

れており、第５条で「廃棄するものとした行

政文書のうち、市政の重要事項に関わり、市

の活動や歴史を検証する重要な資料であるも

のを重要行政文書として引き続き保存する」

と規定され、これらは、各自治体条例に共通

している。

　一方で、公文書館法の第２条では「この法

律において「公文書等」とは、国又は地方公

共団体が保管する公文書その他の記録（現用

市町村の公文書管理　―アーキ
ビストの前方進出の視点から―

研修Ｄ

櫟原　直樹

藤沢市文書館　
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のものを除く）をいう。」と規定されており、

この定義からは、アーカイブズが現用文書に

関わらないこと、あるいはアーカイブズが現

用文書に関わることを拒む要件になるのでは

ないかと思われ、課題の一つだと考える。

　廃棄となる現用文書から評価選別により歴

史公文書（非現用文書）を保存管理するのが

一般的で、すなわち現用文書のあり方そのも

のがアーカイブズの質を決定する。また現用

文書管理は総務・情報部門等の課が主管して

おりアーカイブズが現用文書管理に関与する

例は少ない。アーカイブズを豊かなものにす

るには、そもそも現用文書が豊かでなければ

実現できない。個々の文書の内容だけでなく、

総体としての現用文書群が適切に管理されて

いることが重要である。

２．レコードマネージャーとアーキビスト

　公文書管理法案に対する参議院の附帯決議

で「専門職員の育成を計画的に実施するとと

もに、専門職員の資格制度の確立について検

討を行うこと。」とされた。また、公文書管理

法制定の前提となった国の有識者会議の最終

報告「時を貫く記録としての公文書管理の在

り方～今、国家事業として取り組む～」にお

いては、具体的にレコードマネージャーとアー

キビストの必要性が繰り返しうたわれている。

　レコードマネージャーとは何か。小谷允

志氏は、文書管理専門職（レコードマネー

ジャー）の役割・機能を次のように挙げてい

る。①文書管理方針の策定　②文書管理規則

の策定（分類体系・文書保存期間等のルール

作り）③重要文書・機密文書の保護方針・規

則の作成　④電子文書（電子メール含む）管

理規則の作成　⑤各課（室）文書管理担当者

の教育及び支援　⑥全庁（社）職員の文書管

理教育　⑦文書のライフサイクル管理の推進

（作成→活用→保存→処分）⑧部門内書庫（中

間書庫含む）の管理　⑨国立公文書館等アー

カイブズ機関への移管促進　⑩安全な文書廃

棄の実施　⑪関連部門との連携のためのコー

ディネーション（IT担当・法務担当）⑫文書

管理実施状況の監査及び報告書作成（小谷允

志『文書と記録のはざまで―最良の文書・記

録管理を求めて』から）

　これらの多岐にわたる役割・機能を、高い

スキルを備えてこなす職員が市町村公文書管

理の現場に専門職として存在するだろうか。

　アーキビストについては、日本アーカイブ

ズ学会登録アーキビストや国立公文書館によ

る「アーキビストの職務基準書」に基づく

アーキビスト認証制度創設への取り組みなど

があり、新しい資格制度が、現場において真

に専門職として活躍できる環境につながるこ

とが求められる。

３．文書作成のルール

　公文書管理法第４条に「経緯も含めた意思

決定に至る過程並びに当該行政機関の事務及

び事業の実績を合理的に跡付け、又は検証す

ることができるよう（略）文書を作成しなけ

ればならない。」とし、具体例も規定している。

　相模原市公文書管理条例第５条にも同様の

規定がされているが、こちらは「文書が適切

に作成されるようにするため、公文書の作成

に関する指針を定めるものとする。」と規定

されている。他の自治体条例でも作成すべき

文書は、規則・規程・指針（ガイドライン）

等で定める場合が多い。

　国では、公文書管理法施行令別表で具体的

な文書名と保存期間を規定しており、さらに

ガイドライン別表第１で行政文書の保存期間

基準を規定し具体例を例示し、ガイドライン

解説集では、Ｑ＆Ａ形式で規定の趣旨を詳し

く解説するなど職員がどのような文書を作成

しなければいけないか丁寧に示している。

　相模原市・大阪市・札幌市などでは条例で

規定した指針等で基本的な考え方、特に作成

が必要な公文書、文書を作成する必要がない

「事案が軽微なもの」、留意事項、書式の例
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示や「市政運営に対する市民の信頼の確保を

図る」というコンプライアンス確保のための

公文書管理制度の整備という視点などが示さ

れている。いずれにしても職員にとって分か

りやすく、職員個人の差異がなくなるような

作成基準、それを実現していく指導が必要で

ある。

４．職員の意識改革と資質向上

　Ｆ市の平成30年度職員意識調査において、

「公文書管理条例及び同施行規則が、平成29

年度４月１日から施行されたことを知ってい

ますか？」という問いに対して25.5％の職員

が知らないと回答した（回答人数2,930人）。

公文書管理条例を制定施行したものの職員へ

の浸透が図られておらず、公文書管理に関す

る意識の低さが示されている。

　法令・例規等の制度があってもそれだけで

は職員の意識は変わらない。制度の中身を浸

透させ根付かせることが重要であり、そのた

めには、職員に対する個別の指導、体系的な

研修が必要である。研修対象としてのキー

パーソンは、各課の文書リーダー（文書取扱

主任、ファイル担当者など）であると考え、

藤沢市では、平成23～27年度に各課の文書管

理担当者に実務面の手順確認及び指導から文

書作成や管理の重要性を認識してもらい、国

の法整備状況や藤沢市の制度整備の必要性に

ついても理解してもらうよう庁内職員研修を

実施した。

　尼崎市では、新規採用職員研修の一部で「尼

崎市の歴史」という研修を尼崎市立地域研究

史料館が行っており、その中で地域研究史料

館の役割紹介を通して公文書管理についての

話を行っている。それは単に業務の説明をす

るのではなく、何のためにその業務が重要な

のか、市民の行政への信頼性確保のために必

要なことを伝えるものとなっており、アーカ

イブズ職員が市役所職員に対してその存在感

を示すことはとても重要である。

５．ライフサイクル全体を通した一元的な文

書管理～アーキビストの前方進出

　藤沢市で現用文書の管理に携わる中で、そ

こに関わる専門職としての役割と必要性につ

いて感じてきたことを考えたい。

　文書管理に利用するファイリングシステム

は業務の構造に応じて文書の整理ができる便

利な仕組みで、本来は文書を捨てるためのシ

ステムだが、総体としての現用文書管理はも

ちろん、重要行政文書の評価選別にも有効で

ある。

　文書管理システムは、データとして全体を

一元的に管理することができ、さまざまな

データ処理を行うことで適切な文書管理を実

現できる。また全庁全課のすべての文書作成

状況を把握することができる。

　条例などにより国と同様にレコードスケ

ジュール制度を導入したのであれば、移管に

向けた評価選別基準についての職員の理解に

対してなど、専門職のサポートが必要である。

　藤沢市の場合、３年保存以上のすべての前

年度文書を年度末までに文書館に引継してお

り、各課のフォルダ・文書の作成状況がリア

ルに把握できる。不適切なフォルダ名など、

その場で改善指導のアドバイスもできる。引

継した文書は、文書館書庫において集中管理

することで、文書の散逸、紛失などを防ぐこ

とができる。

　書庫内の文書は、各課の職員が自由に閲覧

利用できるが、文書の紛失等の事故が起こら

ないように、閲覧持出手続きに注意が必要で

ある。とりわけ持出後の文書の確実な返却管

理に神経を使う。長い保存期間中に組織改正

もよく行われ、その都度フォルダの移管処理

（該当フォルダの所管替え）も確実に行わな

ければいけない。

　文書引継によって文書館が文書保存主管課

となり、アーカイブズが現用文書の廃棄管理

をしている。保存期間満了を迎える文書につ

いて、現課への廃棄照会を行い、廃棄照会結
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果に基づき、必要な保存期間の変更・延長処

理を行っている。現課からの期間変更・延長

回答に対してもその内容をチェックすること

ができる。廃棄照会が終わったのちに、廃棄

が決定した文書から重要行政文書（歴史公文

書）の評価選別を行い、残すべき文書を抜き

取り、文書保存箱に別に格納している。

　藤沢市では平成13年度に文書管理システム

を導入して以来、２回のシステムリプレイス

を行い、そのいずれの更新プロジェクトにも

参加し、現行システムの運用保守定例会議に

も出席している。システムの主管課ではない

が、文書保存主管課としてさまざまな機能や

使い勝手について現場から発信し情報共有を

図ることが重要である。

　書庫の現場では職員にストレスなく行政文

書を利活用し、業務に寄与してもらえること

が大事である。所管の違いによる壁はどのよ

うな組織でも大きいが、専門職員として業務

運営管理をするマネジメント能力や、全庁全

課を相手にさまざまな調整を要するコーディ

ネート能力が必要である。

終わりに

　現用文書・非現用文書の区分は、職員（行

政）の都合であり、市民にとってその違いに

意味はあるのだろうか。平成26年８月、藤沢

市公文書等管理に関する有識者会議は、市長

に「藤沢市の公文書等管理のあり方に関する

提言」を行い、公文書等のライフサイクル全

体を視野に入れた一元的な文書管理の新たな

考え方として「現用文書・非現用文書概念の

融合～行政の都合からではなく、市民共有の

知的資源としての文書管理～」を示し、「行

政にとって必要か不要か、重要か否かという

視点による現用・非現用の区分を廃し、現在

及び将来にわたって市民の知的共有資源とし

て重要な公文書等を、適切に保存管理するこ

と」とした。

　藤沢市ではこの現用・非現用の融合という

提言は実現しなかったが、市民の知的共有資

源としての公文書を真に市民主体で考えるの

であれば、現用・非現用という区分にとらわ

れずトータルな公文書管理を一元的に行う必

要があるではないだろうか。

　どのような制度であっても、それを生かす

ことができるのは人であり、生かすことがで

きないのも人である。だからこそ公文書管理

の現場で専門職は、多くの職員に不断の働き

かけをしていくことが必要である。

（文中で法令例規名について一部略称を用い

た。）

村本和宏（西宮市役所情報公開課）　西宮市

では２年後を目途に公文書館的機能を持つ施

設の充実に取り組んでおり、これから公文書

管理制度について職員に啓蒙を図っていくと

ころである。藤沢市でも今の制度を軌道にの

せるにはさまざまなご苦労があったと察する

が、幹部職員、現場職員に制度を理解しても

らうにあたってご苦労を克服したエピソード

があれば知りたい。

報告者　なかなか克服できなかった点に現在

の問題があり、残念なところではある。（制

度の理解を求めるにあたっては）マネジメン

トやコーディネート能力が必要だと痛感して

いる。仕事に真摯に向き合う中で、それを見

ていてくれる同僚や管理職が、数は少なくて

もいるということが救いだった。ご質問に対

して具体的にこういう成果があったと挙げる

ことができなくて申し訳ない。

針谷武志（別府大学）　前方進出の具体的事

例としては３年保存以上のものが文書館に引

き継がれる点が大きいと聞いた。多くの公文

書館で既に、現用を公文書館に移している事

例はある。移動でなく引継ぎであるというこ

とは、たとえば情報公開の実務は公文書館が

研修Ｄ　質疑記録
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関わるのか。普通は所管課が情報公開にあた

ると思うが。

報告者　文書館は情報公開には携わらない。

情報公開は同じ課の情報公開センターが所管

していて、文書に関しては現課が公開の可否

を判断する。

小川千代子（国際資料研究所）　興味深いお

話をありがとうございました。質問が２点あ

る。藤沢市行政文書取扱規程６条２項の６番

に文書取扱主任の事務として「電子署名を行

うこと」とあるが、電子署名は特定の人しか

できないということがシステムに組み込まれ

ているのか、こういう署名はどの職員もでき

ないとまずいのでは、という素朴な疑問から

の質問が１点。もうちょっと専門的な内容と

しては、「ライフサイクル全体を通した一元

的文書管理」のなかで「組織改正に伴うフォ

ルダの移管処理」とあるが、組織改正そのも

のの記録はこの場合どこでどのように連動し

て記録されているのかということが２点目。

報告者　１点目の質問、電子署名を行うこと

について、文書取扱主任の役割として規定さ

れてはいるが実施されていない、そういう機

会がないのが現状である。いずれ機会がめ

ぐってくるのかわからないが、文書管理シス

テムを導入した時点でこの規定が盛り込まれ

たものの、実際には機能していない。

　２点目、組織改正そのものの記録は、たと

えば行政総務課などが、組織改正に伴う規則

改正（条例改正などはほとんどないけれども）

などを議会への報告事項として挙げているの

で、それらの記録を引継文書として、条例規

則の制定改正に係る文書：永年文書という形

で管理している。ただそれを年代を追って都

度都度把握しているかというと、そうではな

い。引継目録は、文書が引継ぎされた時点の

課の名前で引継ぎされる。課の職員が文書を

探す時には、自分の課がかつて何という名称

だったか、その目録に付いている組織表に基

づいて探していく。自分の課のことであれば

おおよそはつかめるのだが　歴史を一覧表で

すぐわかるようなことまではしていない。

小川　一応私も藤沢市民なので、この点につ

いて市民として今後の改善を願う。

報告者　現用文書の目録はＨＰ上ですべて公

開しており、組織名で検索できないといけな

いが、現状では、何10年か前にこの名前の課

があったのに、それが目録に載っていない

じゃないかということは確かにあるので、改

善の余地はあると思う。

（司会・記録：（公財）沖縄県文化振興会

豊見山和美）

はじめに

　「21世紀の史料保存と利用」という共通テー

マで全史料協長野大会が開催されて18年。地域

資料を取り巻く環境はいま大激変している。

最近横田冬彦氏は2000年代を取り巻く「史料」

問題と「地域史」研究における危機を四つに

まとめた。このなかで、まず資料存在そのも

のの危機をあげる。長野県ではこの10年のな

かで長野県北部地震、神代断層地震が発生し

た。そして令和元年10月、台風19号による豪

雨災害は千曲川流域に甚大な被害をもたらし

た。このような大規模災害はもはやいつどこ

で発生してもおかしくないことの証左である。

　いっぽう、文化財にとって「平時」の災害

というべき古文書散逸の歯止めもかからな

い。歯止めとなっていた所蔵者および地域社

会の「伝来史料への関心」が失われていると

いえる。また地域史料への目配りの効く番人

（郷土史家・地域史研究者）の高齢化や物故

も要因である。

地域資料の危機管理　－長野県に
おける史誌編纂事業との関わり－

研修Ｅ

村石　正行

長野県立歴史館
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　例えば県内でもこんな事例があった。地域

住民により整理・目録化され自治体誌に掲載

されている史料が売られているという通報が

県史料協事務局にあった。自治体誌の整理袋

のまま売られていたのである。これに類する

事例は全国でも数多いものと思われる。

　若い研究者世代に対する危機感も横田氏は

表明する。2000年代の研究環境の変化、とく

に資料のデジタル化の功罪を挙げ、デジタル

化により写真や活字が居ながらにして活用で

きるメリットに対して、地域史料の整理・目

録化の作業過程（＝「史料」の生産）が「史

料」を研究に利・活用（＝「史料」の消費）

する「若い研究世代」へ継承されていないこ

とへの危惧を述べる。

　それだけではない。都市部（都会）に対し

地方（田舎）の慢性的な課題として、研究者

の裾野の衰退、長野県でも信濃史学会をはじ

め地域史研究団体の高齢化・会員減少があげ

られる。解散の危機はどの団体も直面する課

題である。今回の研修会では、地域資料の直

面する「平時の危機」に対し、どのような処

方箋があるかを考えるための思索的なレポー

トをおこなった。限られた誌面であるが当日

の報告の趣旨をまとめる。

１　長野県における史誌編纂とその担い手

　井上聡氏がいみじくも「かつて自治体史編

纂が華やかなりし頃であれば、これに院生が

多く動員され、そこで否応なくテクストを編

纂するという経験を積むことができた・・・

研究者が研究資源の生成に関わった経験が乏

しくなればなるほど、結果として研究そのも

のも縮小再生産を辿る」と述べている。横田

氏のいう、史料の「生産」と「消費」の不均

衡への危機感である。

　今回の大会で話題になったのは、長野県が

なぜ市町村レベルでの公文書館数が突出して

いるか、という点である。様々な要因がある

が、筆者は基本的に長野県では、戦前・戦後

の『信濃史料』・『長野県史』の編纂事業の担

い手を多くの地域の教員が担っていたこと、

その手法が自治体誌編纂および史料収集、あ

るいは信濃史学会を中心とした文書館設立要

望のうねりなどへとつながっていったとみ

る。当県では「史料収集の下地」がずいぶん

と鍛えられてきたことは想像に難くないと考

えている。

　ここで注目したいのはジャーナリスト栗岩

英治による史料に対する向き合い方である。

栗岩は系譜的には明治から昭和初期における

アカデミズム歴史学に対置する史学の一つの

ジャンル「史論」家、竹越与三郎、山路愛山、

徳富蘇峰、内藤湖南の系譜につながる。栗岩

は昭和４年に県史編纂委員に任命された。県

民にわかりやすい県史を作る、そのためには

まず確実な史料を収集すべきとして、県内外

に史料採訪に動き出す。

　栗岩は若手教師を育てた。昭和５～13年ま

で長野県学務課が信濃教育会と共催した「信

濃講座」で「歴史の部」を栗岩が講じた。夏

休みの一週間の巡検旅行で、神社仏閣を始め

とする史跡を選んで臨地講演・指導を行い、

同時に史料採集・撮影も行う。教員のほか師

範学校学生ら約50名が参加した。現地をくま

なく歩き、その地形・環境のなかで地域資料

を読み込むスタイルを私たちは「草鞋史学」

と呼ぶ。飯田の市村咸人は「受講者はいはゆ

る土地に書いてある歴史を読む修練ができ、

その間に採り得た古文書・古記録・古美術・

金石文また写真の類は山積した。要するにこ

の連続して行はれた夏期講座の御陰で信濃史

料の蒐集はほゞ完了の域に達し、またこの間

に養成せられた新郷土史家も少くなかつた」

（「酔古栗岩君の回憶」『信濃』昭和21年10月

号）と述べ、市村を含めこのなかで学んだ教

員や学生が戦後、地域史研究の担い手へと

なっていった。

　昭和21年の栗岩没後、編集助手であった米

山一政は栗岩により残された史料を東京大学
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史料編纂所長坂本太郎のもとへ持参し、県史

編纂の監修を求めた。坂本は信濃史学会会長

の一志茂樹に相談、一志は現状の史料だけで

は足りないことから、あらたに刊行会を組織

しスタートする。長野県・同教育委員会・信

濃教育会・長野県議会・長野県市町村会によっ

て第二次信濃史料刊行会の再組織をおこなっ

た。編纂主任には一志茂樹、監修者に東京大

学史料編纂所坂本太郎、同大学教授宝月圭吾、

国学院大学教授大場磐雄、顧問に徳川林政史

研究所長所三男が就任した。注目すべきは、

県内の教員が内地留学生として派遣され、東

京大学史料編纂所・徳川林政史研究所に日参

し、史料収集および編纂にあたったことであ

る。実地に史料編纂の術を学ばせ育てる栗岩

イズムが受け継がれていた。かくして全30巻

（31冊）の一大史料集『信濃史料』となって

誕生した。『信濃史料』刊行後、『新編信濃史

料叢書』（～昭和54年）のほか『長野県史』（～

平成４年）、『長野県教育史』（～昭和57年）、

『長野県政史』（～昭和47年）など修史事業

は継続された。その編纂の中心は『信濃史料』

編纂に携わった教員（元職含む）や地域史研究

者を中心としていた。また彼らは長野県の各地

域で郷土史研究団体を次々と設立し、その核と

なっていった。「地域史料」に目配りできる

人材が輩出する土壌が醸成されたといえる。

　『信濃史料』刊行直後から1970～90年代の

基礎自治体誌の刊行が相次ぎ、その担い手と

なった。さらには「地字誌」も作成されていっ

た。信濃史学会会長の一志茂樹の信濃史学会

を中心に昭和40年代にはすでに県立文書館の

設立の請願がおこなわれるなど、全国に先駆

けたアーカイブへの気運が高まった。昭和50

年代には地方史研究全国大会を信濃史学会が

主催する。長野県の歴史研究者は地方史研究

で重要な役割を果たすこととなった。いずれ

も戦前から継続された修史事業のなかで培わ

れ継承されてきたものといえる。

　平成６年、公文書館機能も有する複合施設

として長野県立歴史館が誕生した。栗岩以来

の修史事業にかかわる膨大な収集資料が信濃

毎日新聞社より一括寄贈されたことも当館の

性格を物語るものである。

２　史料散逸に対する危機感

　栗岩は地域資料に対する危機感も述べる。

「戸隠神社の中社事務所がすべて灰燼に皈し

去つた。何でも午前七時前後から一時間内外

の事であつたといふ事である。言葉も出ない

程の遺憾である。戸隠神社の宝物は皆中社に

蔵せられてゐた。国宝の五輪塔入れの法華経

残寒を始めとして、鎌倉末の法華経板木、長

禄補綴の顕光寺流記はじめ社宝は皆助かつた

といへば、せめてもの喜びであるが、しかし

久山家関係の古文書は、長持に三つ四つあつ

たが悉く焼けてしまつたらしい（中略）博物

館が出来たら、それに委託するのが一番安全

な道であろう」と。私たちは地域資料の現地

保管の原則を大切にしてきている。しかし

いっぽうで「今日の時点にたってみると、そ

の頃に存在が確認された資料のうち三分の一

近くが所在不明となっているという現実があ

る。はたして現地保存原則」は、所蔵者の代

替わりや地域社会＝「環境」の激変を予測し

得ていたのか。むしろ、寄贈・寄託に関わら

ずモノそのものは博物館など公共的な施設が

その保存を担当することを基本原則とすべき

だったのでは、という横田氏の危機感こそが

共有されるべきではないか。社会情勢の変化

でそれまで「個」や「家」で管理できた史料

が、代替わりや無相続、無関心によって散逸

しているのが現状。しかも以前はこうした史

料の価値を地域の郷土史家などが目配りでき

ていた。また長野県の中心的な地域史研究団

体である「信濃」会員数は往時の半分以下と

なっており、多くを占めていた教員会員も激

減した。かつては地域資料に沈潜したこうし

た研究者が地域史料の目配りをしてきたので

ある。
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おわりに

　平時の災害ともいえる史料流出は複合的な

要素が重なって発生しており、解決するため

の方策は簡単には見出すことはできない。し

かし、地域の博物館・資料館・公文書館など

日常地域史料と接する職員はまさにこの問題

に日夜直面しているのである。

　史料散逸に対する特効薬はない。課題解決

には「短期的取り組み」と「長期的スパンで

の取り組み」を両輪としておこなう必要があ

るだろう。そのためには関係諸機関との連携

を十分にとることが求められる。

　短期的には、「散逸史料セーフティネット」

づくりができるだろう。まず、散逸史料の情

報をデータ化し一覧・共有化する。県史料協

ではメルマガを発行し、古書店で売られてい

る長野県の「地方史料」の情報を共有化した。

これをもとに当該市町村へ情報を届け、また

購入等の働きかけをする。関係する自治体文

化財担当者と連絡を取り合うことで、流出史

料の情報（指定有無・調査有無・所蔵者情報

など）を共有化し、購入の可否を検討しても

らうのである。実際に何件も購入成立となっ

ている。また、たとえ当該市町村で受け入れ

られなくても、地域資料への関心をもってい

ただける。最後の砦として県立施設の文書館・

博物館などが購入を検討すべきである。従っ

て、当面はそのための購入費は増額を要望し

ていく必要がある。しかしこれは短期的処方

であり限度がある。

　むしろ地域の公文書館はより長期的な展望

をもったプランを用意すべきだ。すなわち地

域資料の散逸を水際で防ぐための活動であ

る。古文書を学ぶ場の設定、しかもこれから

を担う世代へのアプローチが大切である。未

整理文書の整理や翻刻活動を、地域の人びと

と協同でおこなうことが、地域資料に対する

関心を深めることになるだろう。所蔵者との

コンタクトを地道に、そして長期に渡りとり

続けることも大切だろう。

　地域の未来を展望すると暗い話題が多い。

しかし、これから地域に設置され増えていく

であろう公文書館は、地域資料の収蔵と公開

という点で、地域を守る存在であり未来を語

る場ともなりうるはずである。

引用文献

栗岩英治「火災と史料」第二次『信濃』17-5、

1941年。

井上聡「研究資源の生成・活用をめぐって」

『歴史評論』831、2019年。

横田冬彦「『史料』問題と『地域』史」『日本

史研究』678、2019年。

佐藤大介（東北大学災害科学国際研究所）

　東北大学で史料ネットを運営している。長

野県でうらやましいと思ったのは、県が旗を

振っていることである。史料ネットでは恒久

的に資料を保存することが難しいので、最終

的に公的史料保存機関の収蔵を考えたいが、

公的主体性を発揮する方法について、行政の

立場からできる範囲で話してほしい。

報告者　救出した資料をどうするかが問題と

なる。所蔵者に返却できればよいが、行き先

がなくなることが多々あり、県に相談があっ

て歴史館に寄贈されたものも何件もある。

　その前提として、レスキュー活動に携わる

職員の公的な保障について、県の対応を是非

してほしいと強く言っている。課題も多いの

で、皆様のお知恵を借りたい。

（現状では）歴史館のホームページ上で「資

料を捨てないでください」とアナウンスする

程度しかできていないので、県を中心として

動けるところを探っていきたい。

武元朱美（京都府立京都学・歴彩館）

　昨日の国立公文書館加藤館長の「（公文書も

古文書も）首長の理解が大事だ」という話と

研修Ｅ　質疑記録
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もつながるが、（長野県歴史館の取り組みに

ついて県の）首長部局と教育庁の理解はあっ

たのか。なかったとしても、実績を積むこと

によって、県組織内部と情報共有が生まれ、

連携しながら（施策的な）循環が起きてくる

と、全国のモデルケースになるのではないか。

報告者　長野県では今年の７月から「防災

ネットワーク」の懇話会を立ち上げたが、そ

の検討段階で今回の台風災害を受けたため、

現在進行形のことについてはお話しできない。

　先行事例として紹介できるのは、報告でも

紹介した千曲市の長野県宝である「松田館」

が一昨年全焼した際に、県の教育庁から県内

の市町村に対して公文書で災害救済ボラン

ティアを要請した結果、公的な形でのべ100

名程度の参加を得たということである。この

ように動きが速かったのは、県の指定文化財

であったことが理由だが、（防災ネットワー

クの検討会では）文化財の指定・未指定を問

わず救済する方法を模索している。

井口和起（京都学・京都歴彩館顧問）

　公務出張でレスキューする仕組みは、東日

本大震災の際、全史料協が陸前高田市の支援

で取り組んだ。当時全国知事会長だった京都

府知事を通じて、内閣や知事等に働きかけた。

　災害対策本部ができると県単位で動ける。

資料レスキュー活動を求める場合、現地の首

長が県知事に要請すれば、全国知事会を動か

して公務出張で全国の自治体から参加できる

ところまで仕組みを整えた。しかし肝心の陸

前高田市長が岩手県知事に要請活動をしな

かったので、そこで止まってしまった。

　長野県で教育長が県内市町村関係団体に資

料レスキューを要請しているのは、大事なこ

とであり、先進的な取り組みである。公務出

張の仕組みを制度化するには、自治体の長の

判断が必要なことと、消防などの例から何回

も繰り返して行うことが重要と感じた。

笹本正治（長野県立歴史館長）

　（今回の水害に際して）長野県の実情をお

話しする。水害被害について県は千曲川流域

自治体へのアンケート調査をやったのみで、

県のトップは文化財等の保存に熱心ではな

い。（松田館の火災後）長野県内の防災ネッ

トワークが必要という諮問に対して、ようや

く若手中心の「防災ネットワーク」懇談会を

立ち上げた矢先での災害である。

　長野県は（資料レスキュー等では）遅れて

おり、１周遅れのトップを目指している。（全

史料協大会を通じて）全国の先進的な取り組

みに学ぶとともに、長野県の特質―地域で学

ぶ人々が沢山いるということを踏まえて何が

できるかを考えるためにも、長野県の取り組

みについてご批判いただければ幸いである。

（司会・記録：新潟市歴史文化課　長谷川　伸）

はじめに

　今回の第45回全国大会は、2018年10月に文

書館が開設された長野県安曇野市で開催され

た。大会テーマは「文書館をつくる～市町村

が拓くアーカイブズ活動～」であった。

　長野県下では現在計12の文書館および同様

の機能を有する施設が開設、稼働しているが、

私が住んでいる佐久市ではまだ開設されてい

ない。今回は「文書館をつくる」という大会

テーマに惹かれ、佐久市でのこれからの開設

運動へのヒントを得られればとの思いで参加

安曇野大会に参加して

吉　岡　　　徹

長野県佐久市議会議員

大　会　参　加　記
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させていただいた。

第１日目（11月14日）

①公開公演

「時を貫く記録を活かす」

（国立公文書館館長　加藤　丈夫氏）

　加藤先生の講演は、平成から令和への時代

の転換期において歴史的文書の保存と活用を

担う公文書館の意義と役割の重要性の指摘か

ら説き起こされ、冒頭から引き込まれるもの

であった。

　歴史を学ぶ意義は「我々は何処から来て何

処に向かうのか」を探るためにある。そのた

めには成功経験も失敗経験も余さず文書とし

て記録しておくことが欠かせない。また憲法

や法律等の社会の決まり事の成立の過程を適

切に保存・公開することで、何か問題が起き

たときに国や自治体のガバナンスの検証が可

能になる。これは民主主義の基本的なインフ

ラなのである。そしてそうした資料を読み解

くことによって我々は歴史を理解し、そこか

ら未来を考える力を養うことができる。さら

には特定の史観にとらわれずに検証し、周辺

国と歴史認識を共有することで相互理解と友

好を深めることができる。

　次いで論旨は新しい時代の公文書館の役割

に移り、これまでの「記録を残す」ことに重

点があった活動を一歩前に進め、「記録を活

かす」活動へと広げることが求められている

との指摘がなされた。

　従来は行政、国民共に公文書が国民の資産

であるとの意識は希薄であった。行政には過

去の事象を検証して現在の政策立案に活かす

という習性がなかった。これからは「行政文

書の作成」→「保存」→「公文書館への移管」

→「公開」の全段階を通じた統一的管理を整

備する中で「過去から未来を見て行動する」

習慣を行政も身につけていくことが必要にな

る。それはまさに「記録を活かす」作業であ

る。文書館はそのための利用拡大に向け目録

の充実、デジタル化の推進等その機能を拡充

していくべきである。

　最後に文書館機能の中枢を担うべき人材、

とりわけ資料の価値を判断できる資料管理の

専門家、アーキビストの育成が急務であるこ

とが力説された。アーキビストの職務基準書

はすでにできており、年内には公的資格とし

てのアーキビスト認証制度の基本的な方針を

まとめ来年度からでも実施したい、とのこと

であった。

（すでに周知のことであろうが、この大会後

の12月22日の新聞報道によれば、政府は2021

年度よりアーキビストの公的な資格認証制度

を開始し、計画では2026年度末までに約1,000

人の認証を目指す方針を決めたとのこと）

②研修会Ｂ「アーカイブズ入門」

（松本市文書館特別専門員　小松　芳郎氏）

　アーカイブズとは一般に記録や資料をひと

まとめにして保存することを言うが、小松先

生はご自分が所属されていた様々な部署で接

してこられた文書や資料についてその時々の

思いを込めてお話しされた。

　先ずは学校現場での10年間、次に長野県職

員として「長野県史」「長野県政史」「信濃資

料」「県内各地の自治体史」等の編纂にワー

プロとニコンのカメラを駆使して携わった６

年間。次いで平成元年から始まった「松本市

史」編纂作業とそれに続いた「松本市文書館」

設立準備から開設、そして今日までの31年余

の経緯について話されました。

　こうした約50年に及ぶ豊富な文書との関わ

りの中で、現在先生が懸念を感じておられる

こととして次の２点を挙げられた。

①何でもデジタル化すればいいというもので

はないのではないか。原本こそが大事であ

りその適正な保存をないがしろにしてはい

けない。

②原本は元々あった地域に残すのが基本。所

在を移して地域から遊離させるのは極力避

けるべきだ。

　最後に先生は松本市文書館を開設する際に
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発見された以下の事例を紹介して講演を締め

くくられた。

　昭和20年８月15日の敗戦直後、軍は地方事

務所を通じて「機密書類」「統計印刷物」「戦

争関係ポスター」等を当該通達書を含めて焼

却するよう各自治体に通達を出した。多くの

自治体はこれに従い焼却したと思われるが、

当時の東筑摩郡今井村役場はこの通達を書類

綴りの中に保存していた。軍の動揺と慌てぶ

りを物語る貴重な資料である。

　まさに文書保存の意義を物語る典型的な事

例であると感動を覚えた。

第２日目（11月15日）

①研修会Ｄ「市町村の文書管理」

（藤沢市文書館　櫟原　直樹氏）

　「アーキビストの前方進出の視点から」と

副題された講演は、藤沢市や相模原市の公文

書管理条例等の規定を引きながら「非現用文

書」の管理を旨とするアーキビストが前段階

文書である「現用文書」への関与が必要になっ

てくる所以についてのお話であった。

　一般に公文書を「現用」「非現用」という

区分で括っているが、果たしてこの区分けに

意味があるのか。この区分けは役所（職員）

の都合による区分であって、住民にとっては

意味がないものではないか。住民にとって重

要なのはその文書が自分たちの知的財産とし

て必要かどうかなのである。

　こうした観点から見れば公文書の管理につ

いては、文書のライフサイクル全体を通した

一元的な文書作成、管理、保存の要否判断に

ついての新たなルールが必要になってきてい

るのではないか。

　すなわち、公文書を行政にとって必要か否

かの視点によって現用・非現用に区分するの

ではなく、現在および将来にわたって住民の

知的共有財産として重要かどうかを唯一の判

断基準とした新たな分類システムを確立すべ

きである。この判断作業には文書管理の専門

家としてのアーキビストの参加が欠かせない。

こうしてアーキビストは前方進出をして「現

用文書」へもかかわることになる。そこで「重

要公文書」とされた文書は永久保存される。

こうしたルールが各市町村で構築されること

が望ましいとの論旨には説得力があった。

②大会テーマ研究会「市民要望としての公文

書館設置」

（上田・東御・小県地域史連絡協小平千文氏）

　上記地域史連絡協議会は地域史研究を深化

発展させることを目的に（具体的事業はまず

各自治体に文書館を開設すること）、2005年

に２市（上田市・東御市）１町（長和町）１

村（青木村）を構成自治体として発足した。

活動は住民のみならず行政、議会をも巻き込

み、連携して活発に展開されてきた。その結

果2018年４月に東御市文書館、2019年４月に

長和町文書館、同年９月には上田市文書館が

と次々に文書館が開設された。

　しかし、その道のりは決して平坦ではな

かったことは配布された活動歴を見れば明ら

かである。上田市文書館を例にとれば協議会

設立の２年前、2003年に市内13団体から行政

に文書館設置の最初の陳情がなされたのが始

まりで、昨年の開設まで実に16年の年月を要

している。その間協議会や民間団体による市

当局および市議会への陳情はさらに２回、請

願１回がなされ、一方議会では延べ11人の議

員が一般質問等で文書館問題を取り上げ、そ

の設立を訴えてきた。

　こうした活動結果は公文書管理の専門家に

も「市民運動によって文書館ができるのは全

国的にみても珍しい」と評価されているとの

ことである。

　文書館３館開設という成果を得た要因とし

て報告者の小平先生は次の３点をあげられ

た。①地域横断的な組織を立ち上げ、目標を

一市に限定せず構成全自治体での設立運動と

したこと②行政、議会に積極的に働きかけ、

先進地視察もともに行って認識の共有を図っ

てきたこと。③市民に文書保存の大切さを理
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解してもらうために公開講座やシンポジウム

を繰り返し実施してきたこと。

　現在は残る青木村での文書館設立に注力し

ているとのことであった。

　これから自分の地域（佐久市）での文書館

設立に向けて活動を広げようとしようと考え

ている私にとっては示唆の多いありがたい講

演であった。

　今年の全史料協長野大会は、高木秀彰会長

の挨拶にもあったように、各自治体が身の丈

に合った公文書館をどのように構築し、アー

カイブズ活動を行っていくかというテーマで

開催されました。私は、天草アーカイブズの

立ち上げから関わり、館長を８年勤めた経験

から、市町村レベルでの公文書館の開館まで

に至る経緯、さらにその活動について関心が

あり「研修会Ａ」「公開講演会」「研修会Ｂ」

「研修会Ｄ」「大会テーマ研究会①、②、③、

討論会」に参加しました。

　研修会Ａでは、松本市文書館、安曇野市文

書館の視察に参加し、それぞれの館の説明を

受けました。松本市文書館では、平成13年全

史料協長野大会の際に、公文書館設置構想が

進んでいた当時の本渡市長が訪問し、様々な

提言をいただいたことがあります。その時は

まだ旧公民館を利用されていたので、施設と

しては完全なものではありませんでしたけ

ど、その理念、保存の手法など天草アーカイ

ブズの立ち上げに重要な助言をいただきまし

た。それから、13年の時を経て、平成26年新

築された公文書館設備が文書の保存・管理・

活用の安全性を十分考えられていたことに感

銘を受けました。さらに住民利用の面でも、

それまでの市史編纂室から始まった経験を余

すことなく活用しておられることが理解でき

ました。また敷地内には松本市の重要公文書

を選別するための中間保管庫も併設されてお

り、将来にわたって住民への説明責任を果た

していく機能も備えてありました。これはひ

とえに小松芳郎氏の深い造詣と高い見識に加

えて、住民の熱意、松本市の関係部署のみな

さんの努力の賜物だと思いました。

　次に安曇野市文書館の視察では、平成17年

南安曇野郡豊科町、穂高町、三郷村、堀金

村、東筑摩郡明科町の５町村の合併を機に、

各地の古文書、公文書の保存に向けて活動が

始まったことの説明がありました。私は天草

市として合併した２市８町の公文書の整理に

関わった経験から、安曇野市文書館の職員の

方のご苦労は良く理解できます。長野県の関

係者ネットワークが存分に発揮され、先駆者

のアイディアを取り入れ、理解し、実行され

たことでスムーズに開館出来たのではないか

と思います。施設は旧堀金村の公民館を改築

して開館したとのことで、書庫、作業場等の

スペースは十分にあると感じました。講義

室、書庫ともに、元の会議室など有効活用さ

れており、かつ閲覧コーナーにはだれでも手

にとって見ることのできる書棚があり、資料

が並べられていました。長野県政史をはじめ

として、北安曇野誌、南安曇野郡誌、上田小

県誌、松本市史など合併前の自治体が著わし

たそれぞれの歴史をつづった書籍です。この

コーナーを見るだけで、安曇野市民の郷土愛

をうかがうことができます。

　公開講演会では、国立公文書館加藤丈夫館

長が「時を貫く記録を活かす」という演題で

講演されました。平成から令和への時代の転

換期を迎え、戦争のない平和な時代を継続し

ていくこと、頻発する自然災害への備え、人

口減少と少子高齢化社会への対応など、まず

取り組むべきことは公文書管理の充実である

と強調されました。公文書館の役割、歴史を

学ぶ意義について、興味深いエピソードを交

全史料協長野大会参加記

金　子　久美子

元天草アーカイブズ館長
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えながら話されたうえで、認証アーキビスト

養成への取り組みについても言及されまし

た。講演の途中では、長野県民全ての人が歌

えるという「信濃の国は十州に連ぬる…」か

ら始まる県歌をそらんじられ、加藤館長の長

野県に対する尊敬が感じられました。

　研修会Ｂでは、松本市文書館の小松芳郎氏

が、「私のアーカイブズ入門」として学校現

場におられた経歴から記録の重要性に気付か

れ、県内の研究団体とともに長野県史の編纂

に携わってこられたことを話されました。松

本市文書館設立の経緯、旧役場文書、地域文

書の調査・整理・保存についても説明があり

ました。公文書館設立の効果として、地域文

書の所蔵者から安心感が広がったことも紹介

されました。今後は、生涯学習の場としての

活動を創造していくために、講演会、講座、

研修会などで学習の場を増やしていくとのこ

とでした。氏の活動の根底には、記録が証明

する歴史に対する深い愛情があると感じまし

たし、これからも根拠ある郷土愛醸成のため

活躍していかれるだろうと思いました。

　研修会Ｄでは、藤沢市文書館の櫟原直樹氏

は「市町村の公文書管理―アーキビストの前

方進出の視点から―」という題で話されまし

た。アーカイブズを豊かにするためには、現

用文書が適切に管理されていなければならな

いこと、そのためにはレコードマネージャー

（文書管理専門職）が必要であるということ

でした。藤沢市で行った職員への文書取扱に

ついて調査され、その事例が紹介されました。

文書管理条例および同施行規則については

知っていても、その内容についてはあまりよ

く知らないが３割強になることから、職員の

意識改革のためにも、レコードマネージャー、

文書取扱主任が果たす役割の重要性を強調さ

れました。その上で、アーキビストの役割と

して、非現用文書の整理、保管、快適な管理、

評価選別はもちろんのこと、作成段階からの

サポート、例えば、文書管理システム更新お

よび運用保守への参画、職員への支援、コー

ディネイト能力などを挙げられました。市町

村単位の公文書館ではフロントランナーであ

る藤沢市ですが、平成26年、文書管理の有識

者会議の提言を受け、さらに先進的な取り組

みを始めておられることに感銘を受けました。

　大会テーマ研究会①②では、安曇野市公文

書館が全史料協調査・研究委員会による「公

文書館機能ミニマムモデル」を活用したこと

が報告されました。開館時に公文書館として

最低満たしておきたい事項を全てチェックさ

れ、運営に活かすという手法は、効率的であ

ると思いました。例えばミニマムモデルの

「3.1管理する歴史資料としての公文書が公

開されている」に関しての評価は△で、今後

データベース化する際に研究していく考えの

ようです。安曇野市文書館の業務計画立案の

際、非常に重要な役割を果たしていくものに

なったと思いました。大会テーマ③ではなぜ

長野県に公・文書館が多く設置されているか

についての発表でした。歴史館や研究所も含

めると12館にもなり、その母体は住民運動と

行政の共同設置であること、さらに地域を限

定することなく広範囲を対象としたことが紹

介され、設置までの過程で各方面への働きか

け、先進地への視察、研究団体による目録作

成、公開講演、シンポジュウム開催と様々に

取り組まれたことを話されました。なにより、

千曲川流域文化圏という言葉からもうかがい

知ることが出来るように、歴史を示す史料へ

の高い関心と旺盛な研究心をもった住民の存

在が、長野県の公文書館数の多さに繋がって

いると納得させられました。

　最後の大会テーマ討論会では、活発で建設

的な意見交換が行われましたが、２点紹介し

ます。まず１点目、公文書館設立のためには

どうすればいいのかという質問から、住民が

声を挙げること、突破口として首長、議会に

働きかけることといった意見がありました。

もう１点は、地域史料と公文書を一緒に扱う
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　全史料協全国（安曇野）大会は、令和元年

11月14日（木）・15日（金）の両日、長野県

安曇野市において、安曇野市豊科公民館を主

会場として開催された。また研修会Ａ（視察）

は安曇野市文書館・安曇野市豊科郷土博物館・

貞享義民記念館・松本市文書館を会場として

行われた。大会全体としては両日で258名の

参加者があった。

　長野県での開催は平成13年度の長野市以来

であった。大会開催・視察をお引き受けいた

だいた安曇野市・安曇野市教育委員会や松本

市文書館、大会直前に大規模な水害に見舞わ

れたにもかかわらず多くの方に参加・協力を

いただいた長野県内の皆様に対し、改めて御

礼を申し上げたい。

　今回の大会テーマは「文書館をつくる～市

町村が拓くアーカイブズ活動～とした。長野

県内では長野県立歴史館の他、市町村立の公

文書館施設が８館設立されている。設立の経

緯は各自治体・施設によって様々であるが、

大会では長野県内の「文書館」設立について

の「熱」を全国に伝えるとともに、その背景

には市町村合併、人口減少、度重なる災害な

どによる地域史料や公文書の保存・活用に対

する危機感が存在することを知らせる。その

ような中で基礎的自治体はどのような役割を

果たすべきなのかという問題提起を含んだ

テーマとなった。

　１日目午前の研修会Ａは視察コースを３つ

設定した。コース設定については安曇野市文

書館の状況および文化財などについて理解を

深めていただくとともに、安曇野市に隣接し、

市町村公文書館施設の先進地である松本市文

書館も視察先とさせていただいた。現地の道

幅などの関係でコースによってはマイクロバ

スでの移動となった。また集合時間や場所を

コースによって分けたが、これは首都圏から

の交通事情なども考慮した結果であった。

　１日目午後からは開会行事と公開講演会、

研修会、調査・研究委員会報告を行った。開

会行事に引き続いて行われた公開講演会は国

立公文書館の加藤丈夫館長にお願いした。こ

れは安曇野市文書館がその設立前から現在に

至るまで市民とともに歩んできた経緯を踏ま

え、今後のアーカイブズ活動について道標と

なる講演をお願いしたものであった。加藤館

長は「時を貫く記録を活かす～令和の時代に

公文書館が望まれること～」と題して、公文

書管理法の考え方やアーキビストの認証制

度、公文書や歴史的資料を通して国や地域の

文化を知ることの重要性などについて説かれ

た。

第45回全史料協全国（安曇野）大会を終えて

意味についての質問でしたが、長野県では、

自治体史をつくるためにはどちらも必要であ

り、複合館としての機能を備えることとなっ

たという回答でした。最後に、公文書館設立

に関わった人の熱意を次世代へ伝えていかな

ければならない、いつの時代も史料にアクセ

スできる環境を整えなければならないという

意見で、この大会は終了しました。最後に大

会開催に関わってくださった皆様に感謝申し

上げ閣筆いたします。

安曇野市豊科公民館外観
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　続いて行われた研修会は、市町村立文書館

の設立から現在、今後の市町村アーカイブズ

活動を軸とした主に初任者向けの研修会Ｂ

「アーカイブズ入門」、多様な社会運動の資

料収集アーカイブズ機関としての成果と課題

を発表の素材とされた研修会Ｃ「戦後社会運

動のアーカイブズとして―立教大学共生社会

研究センターの経験と課題」であった。１日

目の最後には調査・研究委員会から、今後行

う調査「基礎自治体における公文書管理の実

態調査について」の報告があった。

　２日目は研修会と大会テーマ研究会を行っ

た。午前の研修会は、公文書のライフサイク

ル全体についてアーキビストが関与を深める

ことの必要性を説いた研修会Ｄ「市町村の公

文書管理～アーキビストの前方進出の視点か

ら～」、地域史料の散逸に対する危機感と長

野県内での取り組みを紹介した研修会Ｅ「地

域史料の危機管理～長野県における史誌編纂

事業との関わり～」であった。

　大会テーマ研究会は趣旨説明の後、「安曇

野市文書館の開館について～公文書館機能ミ

ニマムモデルの活用～」、「長野県内市町村の

『公文書館機能ミニマムモデル』を活用した

実態調査について」、「市民要望としての公文

書館設置～上田市公文書館の設置などについ

て」の３本の報告を行い、その後、報告者を

交えての総合討論を行った。総合討論の前に

は長野県内の市町村立文書館の参加者からコ

メントをいただいた。

　大会でご提出いただいたアンケートの結果

について、若干紹介しておきたい。

　まず研修会Ａ（視察）については「大変

参考になった」「参考になった」を合わせて

100％となり、視察内容がかなり好評であっ

たといえる。

　特に安曇野市文書館については、「５町村

が合併して誕生した市が、旧町村文書をどの

ように収集、整理しているかを知ることがで

きてとてもよかった」という意見があった。

またもっと時間をゆっくりとって説明して欲

しかった、定員が少ないコースがあって参加

できず残念だったという意見もあった。

　次に展示については、会場の関係でポス

ターセッションと企業協賛展示の会場が別に

なり、ポスターセッション会場では混み合っ

た時間があったが概ね好評であった。

　大会テーマの設定についても「適当」「ど

ちらかといえば適当」を合わせて100％で、

今大会のテーマとしては妥当だったといえる

と思う。今大会の直前には開催地の長野県を

はじめ広範囲にわたる風水害が発生し、災害

に対する史料保存の問題がよりクローズアッ

プされてきているが、これについては来年度

の仙台大会で大きく取り上げる予定である。

　最後に国立公文書館加藤館長をはじめ講

師、報告者の皆様、後援・共催していただい

た各機関、そして改めて大会開催にご尽力い

ただいた安曇野市の皆様に謝意を表し結句と

したい。

次回は東北大学での開催です！

会場の様子
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会　員　動　向

区　　分 Ｒ 1 . 9 . 1 現在 入　　会 退　　会 Ｒ 2 . 2 . 1 現在

機　関　会　員 136 2 0 138

個　人　会　員 292 4 4 292

合　　　　　計 428 6 4 430

◎新規会員

　機関会員　神奈川県立公文書館[神奈川県]、（株）資料保存器材[東京都]

　個人会員　中山貴子[東京都]、吉岡　恵[滋賀県]、荻山正浩[千葉県]、泉　亮子[北海道]

＊敬称略。退会者と変更事項については省略しました。

■編　集　後　記■

○会報第107号は安曇野大会特集号です。長野県は郷土教育や自治体史編さん、地域史研究団体

等の活動により地域の記録を守り、伝え、活用している蓄積があります。それと共に行政・

議会・地域の方々が、各々の立場から文書館や資料保全の必要性を考えて活動し続けておら

れることが「市町村が拓くアーカイブズ活動」となっていることを実感した大会でした。公

文書・古文書といった地域の記録の活用についてのご発言等に込められた熱意が収録された

号になったと思います。

　安曇野大会は、台風19号の発生から約１ヶ月後の開催でした。会場の安曇野市をはじめ、復

旧の最中に大会開催にお力添えいただきました長野の皆様に心より御礼申し上げます。（宇）
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◆会誌『記録と史料』第31号原稿募集のお知らせ◆

　会誌『記録と史料』は、大勢の皆様の原稿に支えられています。

　「研究」、「アーキビストの眼」、「世界の窓」、「書評と紹介」などの各コーナーの

原稿を、随時募集しています。投稿ご希望の方は，2020年９月末日までに広報・広

聴委員会にご連絡ください。

　会員の皆様の積極的なご投稿をお待ちしています。


